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山岳トンネルの情報化施工 
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　当協会では地球温暖化問題を学び，建設施工における本問題を理解し，実践するための必携書として，これらを
簡潔に分かりやすく纏めた「建設施工における地球温暖化対策の手引き」を発刊しておりましたが好評を頂き御要
望を多く頂いているため，この度急遽コピー版で増刷致しました。本書によって地球温暖化と建設施工における地
球温暖化対策を理解し，建設現場での実践に役立てて頂きたく思います。
◇主な内容
・建設施工における工法，資材，建設機械及びその運転方法等について，
CO2 の排出を削減するための一般的な対策手法や留意事項を示した。
・各工種の標準的な工法における CO2 排出量を算出すると共に，その排
出量の削減が可能な対策と削減量を対策効果例として示した。
・国土交通省の土木工事積算システムにアクセスが多く，地球温暖化対策
に関連する 8工種を選定した。
◇掲載工種
　土工／法面工／擁壁工／基礎工／仮設工（鋼矢板工）／道路舗装／
トンネル工／橋梁工（参考資料のみ）
◇体裁・定価
　A4判，85 頁
　定価　会　員　1,470 円（本体 1,400 円），送料 600 円
　　　　非会員　1,575 円（本体 1,500 円），送料 600 円
　官公庁（学校関係を含む）は会員価格です。

　本書は「建設施工における地球温暖化対策の手引き」に準拠して作成・
発行したもので，地球温暖化対策を実施する際に稼働する建設機械の省エ
ネ運転のための操作方法を，具体的に簡便にイラストを使って分かりやす
く記載したものです。是非とも上の「手引き」と併せて利用下さい。
◇主な内容
　基本事項，油圧ショベル，ブルドーザ，ホイールローダ，ローラ，
ホイールクレーン，クローラクレーン，ダンプトラック，点検整備
◇体裁・定価
　B5判，50 頁
　定価　会員・非会員共　525 円（本体 500 円）

「建設施工における地球温暖化対策の手引き」準拠

地球温暖化対策　省エネ運転マニュアル

増刷出来 !!

建設施工における地球温暖化対策の手引き
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建設施工や建設機械

できます。

建設施工や建設日本建設機械施工協会

賛同され、

一般社団法人 日本建設機械施工協会

一般社団法人 日本建設機械施工協会とは…

日本建設機械施工協会

一般社団法人 日本建設機械施工協会について

機械

使用してください。

3433-0401

日本建設機械施工協会

日本建設機械施工協会

一般社団法人 日本建設機械施工協会 個人会員係
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３４３３－０４０１

一般社団法人 日本建設機械施工協会会長 殿

日本建設機械施工協会個人会員に入会します。

一般社団法人 日本建設機械施工協会 個人会員係 行

日本建設機械施工協会

場合であっても、当該年度の会費として、全額をお支払い頂きます。
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平成 24 年度建設機械施工技術検定試験
－ 1・2 級建設機械施工技士－

平成 24 年度 1・2級建設機械施工技
術検定試験を次の通り実施いたします。
この資格は，建設事業の建設機械施
工に係る技術力や知識を検定します。
（以下の記載内容は概略ですので，詳
細は当協会ホームページを参照又は電
話による問合せをしてください。）
1．申込み方法
所定の受検申込み用紙に必要事項を

記載し，添付書類とともに郵送。
平成 24 年 2 月 1 日から 3月 30 日ま

で，受検申込み用紙等を含む「受検の
手引」一式を当協会等で販売しました。
2．申込み受付
4 月 6 日；終了

3．試験日
学科試験：…平成 24 年 6 月 17 日；終了
実地試験：…平成 24 年 8 月 22 日から 9

月 9日；終了
4．合格発表
11 月下旬

詳細問い合わせ先：
一般社団法人日本建設機械施工協会　
試験部
TEL：03-3433-1575
http://www.jcmanet.or.jp/

情報化施工により東日本大震災の復興を支援

施工部会情報化施工委員会（委員長：
植木睦央　鹿島建設株式会社機械部）
は，情報化施工を通じ災害に強く信頼
性の高い復興事業を実現できるよう被
災 3県の施工者や発注者などを支援す
ることとしました。
まずは，一般社団法人日本建設機械

施工協会のサイトに復興支援のための
ホームページを立ち上げ，情報化施工
に対する疑問や現場での困りごとにつ
いての相談に応えていくこととしまし
た。次に，復興事業において情報化施
工を取り入れ，自社のレベルアップを
図ろうと考える施工者を，被災 3県の

中から募り，業務受注後から竣工まで
をトータルサポートしていくこととし
ています。
http://www.jcmanet.or.jp/sekou/
hukkou/index.html

第 6 回　日本建設機械施工協会　研究開発助成

　建設機械・施工に関する試験・調査・
研究・技術開発であって，以下のいず
れかに該当する新規性，必要性又は発
展性が高いと判断されるものを対象と
します。
①建設機械施工の合理化
②建設機械施工の品質確保
③建設機械施工における安全対策
④建設機械施工における環境保全
⑤……建設機械による防災・災害復旧に関
する技術の開発

⑥……建設機械施工に関連した社会資本保
全技術の開発

1．助成対象者
　大学，高等専門学校及びその附属機
関，もしくは法人格を有する民間企業
等に所属する研究者及び研究グループ
2．公募期間
8月1日（水）～10月31日（水）；終了
3．助成決定
平成 24 年 12 月中旬

4．助成期間
助成決定の翌日～平成 26 年 3 月 31

日
詳細問い合わせ先：
一般社団法人日本建設機械施工協会
研究開発助成事務局　鈴木
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp/

増刷出来 !!　「建設施工における地球温暖化対策の手引き」

■主な内容：
・……建設施工における工法，資材，建設
機械及びその運転方法等について，
CO2 の排出を削減するための一般的
な対策手法や留意事項を示した。
・……各工種の標準的な工法におけるCO2
排出量を算出すると共に，その排出
量の削減が可能な対策と削減量を対

策効果例として示した。
・……国土交通省の土木工事積算システム
にアクセスが多く，地球温暖化対策
に関連する 8工種を選定した。

■掲載工種：
土工／法面工／擁壁工／基礎工／仮設
工（鋼矢板工）／道路舗装／トンネル
工／橋梁工（参考資料のみ）

■体裁：A4判，85 頁
■価格：（税込，送料 600 円）
　　　　……会員 1,470 円，非会員1,575 円
■問い合わせ先：
一般社団法人日本建設機械施工協会
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp/
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巻 頭 言

なぜ，ロボットは日本人の仲間なのか
竹　村　公太郎

水掛けロボット
日本の産業用工作機械の開発と設置数は，欧米諸国
と比較して桁違いに多い。特に，外国の人々が奇異に
思うのが，日本人はそれらを「太郎」や「花子」と家
族のように呼んでいることだ。欧米人は機械に名前を
付けたりはしない。本当に日本人は機械，いやロボッ
トが大好きなのだ。
記録に残されている世界最古のロボットも日本で
あった。
高梨生馬著「からくり人形文化誌」によると，平安
京へ遷都した桓武天皇の皇子が，日照り続きで人々が
苦しんでいるのを見て，ある水掛け人形を考案した。
その人形は胸の前に洗面器のような器を持ってい
る。人々が川から水を汲んで，その器に水を入れると，
人形はその器の水をバシャと自分の顔に掛ける。人形
の顔にかかった水は，足もとの田んぼに流れる仕掛け
になっていた。その人形の仕草が面白いので，人々は
川から水を汲んで，その人形の器に入れ，人形の水を
かぶる様子を笑って楽しんだ。そのため，田んぼに水
がいっぱいになったという。

共同体の喜び
21 世紀の日本でも，苛酷な労働現場でロボットが
次々誕生している。
一千年前，水掛け人形は農民たちの労働を助けた。
21 世紀のロボットたちも，苛酷な現場で人々を救っ
ている。
その集団が同じ共同体かどうかを見分けるのは簡単
だ。集団の皆が喜びを共有しているかどうかである。
一千年前の農民を助けた水掛け人形は，農民たちの
喜びであった。21 世紀の過酷な建設現場の建設機械
は，作業員たちの喜びである。日本人はロボットを喜
び，人間の名前で呼び，自分たちの仲間にしている。
一方，欧米の人々とロボットの関係は様相が異なる。
欧米人とロボットは共同体を形成していない。

侵略と奴隷
世界史はユーラシア大陸を舞台に動いた。その歴史
は暴力による侵略の繰り返しであった。暴力は大陸を
疾走し，侵略するとその土地の言語を圧殺し，女性た
ちを犯し，男性たちの目を潰し，過酷な労働現場に追
いやった。絶対的な奴隷制度を固めたのだ。
なぜ，支配した者たちは，それほど激しい圧政を敷
いたのか。それは奴隷たちの反逆を恐れたからだ。

事実，支配層は豊かになり，教養の衣をまとい，肉
体は軟弱になり，いつしか強靭な肉体の奴隷たちの反
逆を受けていった。
支配者層にとって，奴隷の苦しみは自分たちの安全
を意味した。逆に，奴隷の喜びは，自分たちの不安の
種となった。そのため，奴隷はいつも支配層から過酷
な労働を強いられた。
侵略を繰り返す社会では，支配層と奴隷が喜びを共
有することはなかった。
ところが，この世界史の中で侵略されなかった文明
があった。
それが日本文明であった。

侵略されなかった文明
ユーラシア大陸の極東に浮かぶ日本は，一度も異民
族の侵略を受けなかった。侵略されなかった日本人
は，奴隷になった経験がなく，奴隷制度を作ることも
なかった。
奴隷がいない日本社会では，苛酷な労働は仲間が
担っていた。仲間が労働を担っているのなら，仲間を
助けるのは当然であった。労働を助ける機械やロボッ
トの登場は，みんなの喜びであった。
それに対して，欧米人はロボットに対して，根強い
不信感を抱いている。
彼らにとって，ロボットは奴隷だ。奴隷はいつか自
分たちに歯向かう。だから，ロボットもいつかは反逆
する，という恐怖心を抱いている。
欧米のロボット映画では，ロボットの反逆のストー
リーが圧倒的に多い。ハリウッド映画の「ターミネー
ター」も，人間が造ったロボットが反逆し，人間と激
しい戦いを繰り広げていく。
日本の総人口は，一億二千万人をピークにして，減
少に向かった。
人口が減りこの社会を支える人がいなくなる，との
声があるがそのような心配は不要である。
日本社会では，私たちの労働を引き受けるロボット
たちが次々誕生していく。日本人と限りなく良い関係
を築いてきたこのロボットたちが，未来の日本人を支
えてくれる。
ユーラシア大陸の極東に浮かび，侵略されなかった
日本はなんと幸運だったことか。

─たけむら　こうたろう� �
公益財団法人�リバーフロント研究所　代表理事─
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情報化施工の現状と今後の展開

山　口　　　崇

国土交通省は，産学官による「情報化施工推進会議」を設置し，情報化施工の戦略的な推進の指針とな
る「情報化施工推進戦略」を平成 20 年 7 月に策定・公表した。さらに，新たな普及方針をとりまとめた「情
報化施工技術の一般化・実用化の推進について」を平成 22 年 8 月に各地方整備局等に通知・公表し，情
報化施工の普及を積極的に推進している。本稿では，直轄工事における情報化施工の実施状況と試験施工
のアンケート調査から情報化施工の効果および平成 23 年度に策定または改訂した情報化施工に対応した
施工管理要領と監督・検査要領について報告するとともに，今後の展開として次期の情報化施工推進戦略
の方向性について紹介する。
キーワード：情報化施工，情報化施工推進会議，情報化施工推進戦略，ICT，TS，GNSS，MC，MG

1．はじめに

情報化施工とは，調査，設計，施工，維持管理とい
う建設生産プロセスのうち「施工」に注目して，ICT
（情報通信技術）の活用により各プロセスから得られ
る情報を活用して高効率・高精度な施工を実現し，さ
らに施工で得られる電子情報を他のプロセスに活用す
ることによって，建設生産プロセス全体における生産
性の向上とともに，透明性の向上や品質の確保が期待
されているシステムである。

情報化施工は大きく分類すると，ICT を用いて建
設機械の作業装置を自動制御するなどの「施工に活用
する技術」と施工の状況や結果の 3次元座標情報など
を計測・処理して「施工管理に活用する技術」に分け

ることができ，代表的なものとして，次の技術がある。

（1）施工に活用する技術
① ……MC（マシンコントロール）技術（モータグレー
ダ，ブルドーザ等）

② ……MG（マシンガイダンス）技術（ブルドーザ，バッ
クホウ等）

（2）施工管理に活用する技術
① ……TS（トータルステーション）による出来形管理
技術（以下，「TS出来形」という）

② ……TS・GNSS（衛星測位システム）による締固め
管理技術（以下，「TS・GNSS 締固め」という）

「施工に活用する技術」は施工の効率化，施工精度
の向上，安全性の向上など，「施工管理に活用する技術」
は作業の効率化，品質の確保などが期待されている。
また，これら技術から得られる情報の活用により，施
工現場における技術的な判断の高度化・迅速化，施工
の見える化が期待されており，施工現場の仕事のやり
方を大きく変革する可能性のあるシステムである。
国土交通省では，情報化施工の本格的普及を目指し，
産学官による「情報化施工推進会議（委員長：建山和
由…立命館大学教授）」（以下，「推進会議」という）を
設置して，情報化施工の戦略的な推進の指針となる「情
報化施工推進戦略」（以下，「推進戦略」という）を平
成 20 年 7 月に策定・公表した。さらに，技術毎の普
及状況等を勘案し，新たな普及方針をとりまとめた「情
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報化施工技術の一般化・実用化の推進について」（平
成 22 年 8 月 2 日付け国官技第 113 号，国総施第 31 号）
（以下，「通達文書」という）を平成 22 年 8 月には各
地方整備局等に通知・公表し，情報化施工の普及を積
極的に推進している。この通達文書では，…MC 技術
（モータグレーダ）とTS出来形（土工）を平成 25 年
度に一般化する技術（以下，「一般化推進技術」という）
に，MC／MG技術（ブルドーザ）とMG技術（バッ
クホウ）とTS・GNSS 締固めを早期実用化に向けて
検討を進める技術（以下，「実用化検討技術」という）
に位置付けて一般化・実用化を推進している。
本稿では，直轄工事における情報化施工の実施状況
と試験施工のアンケート調査から情報化施工の効果お
よび平成 23 年度に策定または改訂した情報化施工の
施工管理要領と監督・検査要領について報告するとと
もに，今後の展開として次期の推進戦略の方向性につ
いて紹介する。

2．情報化施工の実施状況

推進戦略の策定以降，技術の検証，効果や課題，適
用範囲の把握，技術の周知，人材育成等を目的に，直
轄工事で情報化施工を活用する試験施工工事を実施し
ている。情報化施工技術の活用工事件数を図─ 2（工
種別），図─ 3（競争参加資格別）に示す。なお，工
事件数は，契約年度別に整理している。平成 23 年度
は平成 24 年 6 月末現在で把握している件数である。
平成 23 年度の情報化施工技術の活用工事件数は
568 件であり，平成 20 年度と比べて 7.6 倍，平成 22
年度に比べて 1.6 倍となっており，推進戦略の策定以
降，年々増加している。情報化施工技術の活用工事件
数の工種別では土工（河川土工，道路土工）と舗装工
が全体の約 9割であり，競争参加資格別では一般土木
Cに該当する施工者が約 6割である。これは通達文書
で位置付けた一般化推進技術（MC技術（モータグレー
ダ），TS出来形（土工））の活用が多いためと考えら
れる。
また，情報化施工技術の総活用回数を図─ 4（施工
者希望型と発注者指定型の推移），図─ 5（施工者希
望型と発注者指定型の割合）に示す。なお，1工事で
複数技術を活用する場合もあるため，工事件数と回数
は同数にならない。
平成 23 年度の情報化施工技術の総活用回数は 689
回であり，平成22年度に比べて1.5倍に増加している。
施工者希望型と発注者指定型の割合は，施工者希望型
が約 6割であり，施工者が自らの判断で情報化施工を

導入している割合が半数以上となっている。これは地
方整備局等や業界団体等における情報化施工の現場見
学，講習会，シンポジウムなどによる情報化施工に関
する認識の広がりと情報化施工の導入に関して実施し
ている総合評価や工事成績評定のインセンティブの効
果と考えられる。
主な情報化施工技術の総活用回数を図─ 6に示す。
平成 23 年度の情報化施工技術別の活用回数につい
ては，平成 22 年度と比較し，一般化推進技術である
MC技術（モータグレーダ）が 55 回から 71 回，TS
出来形（土工）が 225 回から 372 回となっている。実
用化検討技術であるMC技術（ブルドーザ）が 36 回
から 45 回，MG技術（バックホウ）が 20 回から 40 回，
TS・GNSS 締固めが 91 回から 90 回となっている。…
なお，一般化推進技術は，対象となる工事において

図─ 2　情報化施工技術の活用工事件数（工種別）

図─ 3　情報化施工技術の活用工事件数（競争参加資格別）



6 建設の施工企画　’12. 11

MC技術（モータグレーダ）が 44.1％，TS出来形（土
工）が 38.8％の活用率となっている。

3．情報化施工の効果

平成 23 年度に実施した試験施工のアンケート調査
から，施工者を対象に実施した効果に関する調査結果

を報告する。

（1）MC 技術（モータグレーダ）
MC技術（モータグレーダ）を活用した場合の効果
に関する調査結果を図─ 7に示す。

MC技術（モータグレーダ）を活用した路盤工につ
いて，施工者の 7者中 6者が「従来と比べて効率化し
た」と回答している。補助作業員は 2者が「従来と比
べて減少した」と回答している。施工品質（精度）は
6者が「従来と比べて施工品質（精度）は向上した」
と回答している。安全性は 6者が「従来と比べて安全
性は向上した」と回答している。

図─ 4　情報化施工技術の総活用回数（施工者希望型と発注者指定型の推移）

図─ 5　情報化施工技術の総活用回数（施工者希望型と発注者指定型の割合）

図─ 6　主な情報化施工技術の総活用回数

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

図─ 7　効果に関する調査結果（MC技術（モータグレーダ））
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（2）MC／MG 技術（ブルドーザ）
MC／MG技術（ブルドーザ）を活用した場合の効
果に関する調査結果を図─ 8に示す。
MC／MG技術（ブルドーザ）を活用した敷均し作
業について，施工者の 9者中 8者が「従来と比べて効
率化した」と回答している。補助作業員は 1者が「従

来と比べて効率化した」と回答している。施工品質（精
度）は 4者が「従来と比べて施工精度は向上した」と
回答している。安全性は 7者が「従来と変わらない」
あるいは「従来と比べて安全性が向上した」と回答し
ているが，「従来と比べて安全性が低下した」との回
答も 2者存在する。これは，画面を注視することで安
全確認が疎かになることを懸念した意見である。

（3）MG 技術（バックホウ）
MG技術（バックホウ）を活用した場合の効果に関
する調査結果を図─ 9に示す。
MG技術（バックホウ）を活用した掘削工・法面整
形工は，施工者の全て（4者中 4者）が「従来と比べ
て効率化した」と回答している。…補助作業員は 2者
が「従来と比べて効率化した」と回答している。施工
品質（精度）は施工者の全て（4者中 4者）が「従来
と変わらない」と回答している。安全性は 2者が「従
来と変わらない」あるいは「従来と比べて安全性が向
上した」と回答しているが，「従来と比べて安全性が
低下した」回答も 2者存在する。

（4）TS 出来形（土工）
TS 出来形（土工）を活用した場合の効果に関する

調査結果を図─ 10に示す。
TS出来形（土工）を活用した出来形管理作業につ
いて，施工者の 63％（43 者中 27 者）が「従来と比べ

て効率化した」と回答している。「従来と比べて非効
率となった」との回答の半数以上は未経験者であり，
経験を積むことで作業に習熟することにより改善して
いくことが期待できる。計測要員については 35％（15
者）が「従来と比べて効率化した」と回答している。

（5）TS・GNSS 締固め
TS・GNSS 締固めを活用した場合の効果に関する
調査結果を図─ 11に示す。
TS・GNSS 締固めを活用した盛土の締固め作業に
ついて，施工者の 15 者中 13 者が「従来と比べて効率
化した」と回答している。補助作業員は 2者が「従来
と比べて効率化した」と回答している。施工品質（均
質化）は 10 者が「品質の均一化に寄与する」と回答
している。安全性は 10 者が「従来と変わらない」あ
るいは「従来と比べて安全性は向上した」と回答して
いるが，「従来と比べて安全性が低下した」との回答

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

図─ 8　効果に関する調査結果（MC／MG技術（ブルドーザ））

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

図─ 9　効果に関する調査結果（MG技術（バックホウ））

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

図─ 10　効果に関する調査結果（TS出来形（土工））
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も 5者存在する。これは，MC／MG技術（ブルドーザ）
と同様に画面を注視することで安全確認が疎かになる
ことを懸念した意見である。

4．施工管理要領，監督・検査要領

情報化施工技術を標準的な施工・施工管理手法とし
て位置付けるため，情報化施工に対応した施工管理手
法（取り扱いに関する共通ルール）として，施工管理
要領と監督・検査要領の整備を進めている。
平成 23 年度に策定または改定し，平成 24 年 4 月よ
り使用を開始した要領は，TS出来形管理の土工編及
び舗装工事編とTS・GNSS 締固めに関する施工管理
要領と監督・検査要領である。施工管理要領は，主に

施工者向けに基本的な機器類の取り扱い方法や計測方
法，手順を示しており，監督・検査要領は，監督・検
査職員向けに監督・検査の実施項目を明確に示してい
る。
なお，これまでにTS出来形の土工編は，施工管理
要領を平成 20 年 3 月に策定し，その後，平成 22 年
12 月に改定している。また，監督・検査要領を平成
22 年 3 月に策定している。TS・GNSS 締固めは，施
工管理要領を平成 15 年 12 月に策定している。これら
要領の試験施工で得た知見や要素技術の進展等を踏ま
えて，今回，施工管理要領と監督・検査要領の策定・
改定を行っている。また，TS出来形の舗装工事編は，
関東地方整備局版の施工管理要領を平成 21 年 8 月に
策定しており，関東地方整備局の試行運用結果を踏ま
えて，今回，全国展開を図るため施工管理要領と監督・
検査要領を策定している（図─ 12）。これら施工管理
要領と監督・検査要領は，国土交通省ホームページや
各地方整備局等のホームページで公表している。

5．今後の展開

平成 20 年 7 月に策定した現在の推進戦略の期間は，
平成 24 年度までの 5ヵ年となっており，平成 24 年 2
月 1 日に開催した第 9回推進会議において，今後の展
開として，次期の推進戦略の検討を開始した。
次期の推進戦略としては，情報化施工の対象工種・
技術の拡大の検討と，情報化施工により得られるデー
タの活用等その利活用場面の拡大の検討，及び情報化
施工の活用を進めるための環境整備を考えており，現
在の推進戦略の重点目標の達成状況，普及推進におけ
る課題，情報化施工の周辺環境の変化，情報化施工技
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図─ 12　情報化施工技術に対応した要領のとりまとめ経緯

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

（ ）は、未経験者の回答数

図─ 11　効果に関する調査結果（TS・GNSS締固め）
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術の進展を踏まえ，情報化施工の特性を活かした新た
な取り組みの検討も必要と考えている。
特に，情報化施工により得られるデータの活用等そ
の利活用場面の拡大の検討においては，施工分野から
の CIM（Construction…Information…Modeling） の実
現に向けた取り組みとして，設計・施工・維持管理に
おける情報化施工に係る情報の利活用を重点的に検討
することも必要であると考えている。
現在の推進戦略の評価を行う一方で，次期の推進戦
略を以上のような視点を踏まえて，推進会議にて議論
を行い，平成 24 年度末までに作成・公表する予定で
ある。

6．おわりに

平成 24 年度は，現在の推進戦略の最終年度である
とともに，通達文書で示した一般化推進技術である
MC技術（モータグレーダ）とTS出来形（土工）の
一般化の目標の前年である。
次期の推進戦略の作成に向けた検討と並行して，平
成 25 年度に一般化の対象となる範囲などの方針を早
期に明確にする必要があると考えている。また，一般
化した情報化施工技術に対するインセンティブのあり
方，契約における取り扱い，設計データの作成のあり
方，積算方法などの検討を行い，必要な環境整備を行っ
ていくこととしている。
…

《参考文献》
国土交通省HP　情報化施工のページ
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000017.

html
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・施工図面作成

・出来形確認
・完成図面確認

CIMによる統合

単一モデルから各図面、数量表を出力
図面の変更を全ての関係者が把握
可視化による検討・打合せの効率化

建設生産プロセス全般に渡り、異なる多様な組織間で、情報を効率的に利活用

図─ 13　CIMと情報化施工の利活用拡大のイメージ

［筆者紹介］
山口　崇（やまぐち　たかし）
国土交通省
総合政策局　公共事業企画調整課
課長補佐
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CIM の導入に向けて

石　川　雄　一

国土交通省では，事業の効率化などを目指して，建設生産プロセスの各段階に ICTを導入すべく 1996
年度より建設CALS/ECを推進してきた。この間，電子納品や情報化施工など一定の成果は得られている
ものの，当初目指していた各プロセスを一貫して情報を共有・活用するシステムは未だ構築されていない。
一方，建築の分野においては，3次元モデルを活用したBIM（Building…Information…Modeling）が世界

的に普及しており，我が国においても民間建築を中心に導入が図られているところである。国土交通省では，
今後の建設生産システム全般において，建築におけるBIMの思想とツールを取り入れて，建設分野全般
に適用すべくCIM（Construction…Information…Modeling）の構築と導入の検討を進めることとしている。
キーワード：BIM，…CIM，3Dモデル，形状情報と属性情報，調査から維持管理まで，データの一元化

1．はじめに

国土交通省における土木分野での ICT の活用とし
ては，事業執行の効率化などを目指して 1996 年度に
「建設CALS 整備基本構想」を策定し，以来，アクショ
ンプログラムに基づき CALS/EC として取り組みが
なされてきたところである（図─ 1参照）。

この間，電子納品，情報化施工，情報共有システム
など一定の成果が得られ，実現場において活用されて
いる技術はあるものの，CALS/EC が目指してきた，
調査～計画～設計～施工～維持管理まで一貫して情報
を共有・活用するシステムは未だ構築されていない（図
─ 2参照）。
今後は，これまで取り組んできた情報化技術を要素

技術として，それらを統合・発展させて建設生産プロ
セス全体として情報化を推進し，業務の効率化をはじ
め建設事業全体での生産性の向上を図る必要がある。

2．  建築分野での BIM（Building Information 
Modeling）について

BIM とは，コンピューター上に作成した 3次元の
形状情報に加え，材料・部材の仕様・性能，コスト情

図─ 1　CALS/ECの取り組み

図─ 2　目指してきたCALS/ECのイメージ

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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報等，建物の属性情報を併せもつ建物情報モデル（BIM
モデル）を構築することで，設計から施工，維持管理
に至る建築ライフサイクルのあらゆる工程で BIMモ
デルを活用することにより，建築生産や維持管理の効
率化に繋げるものである。
BIM は世界的に見ると，国際組織（IAI）により
1996年から標準化に着手し，現在ではBIMモデルデー
タ国際標準化規格（IFC）が整備されている（図─ 3，
4参照）。

国内においては，2009 年が日本の BIM元年と言わ
れ，主に民間の建築を中心に導入が図られている。東
京スカイツリーの工事においても BIMが導入されて
いる。また，公共建築物においても国土交通省におい
て，平成 22 年度より BIM導入の試行を開始している。
BIMの最大の特徴としては，以下の 2つの情報を
併せ持つ 3次元モデルにより，高度なシミュレーショ
ンを行うことが可能となるところにある。
① 3次元の形状情報
②……属性情報（材料・部材の仕様・性能，コスト，そ

の他の情報）
BIMにより構築された 3次元モデルを活用するこ
とで，建設プロセスにおける様々なリスクをより上流
で管理（フロントローディング）することが可能とな
り，事業の効率化，コストの低減，安全の向上など
BIM導入による効果は多岐にわたり期待されている
（図─ 5参照）。

3．土木分野における ICT 活用の現状について

土木分野における ICT の活用については，情報化
施工技術の活用が挙げられる。代表的な情報化施工技
術にはTS（トータルステーション）を用いた出来形
管理技術，MC（マシンコントロール）／MG（マシン
ガイダンス）技術などがあり，これらの技術は直轄工
事を中心に普及が図られている。
また，情報共有システムの導入も進められており，
各現場の生産性の向上や品質確保に寄与している（図
─ 6，7参照）。
一方，設計成果や工事完成記録についても電子納品
保管管理システムにより電子化が進められている（図
─ 8参照）。
このように，個々の段階での電子化・情報化はある
程度進んではいるが，土木分野においては，未だ建築
分野での BIMのように建設生産システムのあらゆる
工程でモデルを共有したシステムは構築されていない。
国土交通省では，今後の建設生産システム全般にお
いて，建築における BIMの思想とツールを取り入れ
て，建設分野全般に適用すべく CIM（Construction…
Information…Modeling）の構築と導入の検討を進める
こととしている。

図─ 3　BIMの概要

図─ 4　IFCの概要

図─ 5　フロントローディング
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（1）CIM の概要
CIM は，調査・計画～設計～施工～維持管理の各
段階において，3次元モデルを一元的に共有・活用，
発展させることにより建設生産プロセスの過程におい
て，より上流におけるリスク管理を実現するとともに，
各段階での業務の効率化を図るものである。

（2）3 次元モデルの構築
CIM における 3次元モデルとは，単にコンピュー

ター上に精緻な仮想構造物の形状を表現するだけでな
く，材料・部材の仕様・性能・数量，コスト情報等，
実構造物としての属性情報をも併せ持った情報の集合
体を設計段階から構築することであり，この点が 2次
元設計との決定的な違いである。（図─ 9，10参照）
したがって，構築された 3次元モデルは，変更の容
易さ（コンピューター上の画面操作により可能）に加
え，モデルの変更に連動して数量等の属性情報も変更
されるため，比較・解析という各種シミュレーション
の場面において，その容易さ，速さ及び正確さにおい
て最大の効果を発揮すると考えられる。

（3）CIM の効果（建設生産段階）（図─ 11 参照）
CIM においては，この 3次元モデルの構築・活用
を柱としているが，それは 3次元モデルを構築・活用
することにより，次の効果が期待できると考えられる
からである。
・設計段階においては，効率的，かつ幅広い比較検討
等が可能となる他，構造物の干渉チェックによる設
計ミスの削減，数量の自動算出，構造物の可視化等

図─ 6　情報化施工技術の活用

図─ 7　情報共有システムの導入

図─ 8　電子納品・保管管理システムの概要

図─ 9　3次元設計のイメージ

図─ 10　3次元設計の 2次元設計との比較
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・設計から施工に移行する際に，3次元モデルによる
円滑なデータ連携が図られる。
・施工時のデータを順次モデルに追加することによ
り，出来高確認等の施工管理の効率化が図られると
ともに，維持管理に活用する 3次元モデルが構築さ
れる。

・施工時に時間軸を追加（4次元モデル）するなどの
応用により，施工計画の最適化，効率的な施工管理，
安全の向上等が可能となる。
・維持管理において必要なデータ（属性データ等）を
連携させることにより，維持管理での 3次元モデル
が構築され，管理の効率化・高度化が可能となる。
・発注者においては，発注業務（設計書作成，積算な
ど），監督・検査業務の効率化が図られる。

（4）CIM の検討における課題（BIM との相違）
CIMの検討にあたっては，次の点に留意する必要
があると考えられる。
①土木分野では，現地の地形・地質に依存又は左右さ
れる要素が建築分野に比べて格段に大きく，地形・
地質の詳細で精緻な情報が最も重要であること。
②土木分野では，建築分野に比べて設計の自由度は小
さく，施工においては，いわゆる設備関係も限定的
であること。
　また，維持管理においては，各構造物に特有な管理

図─ 11　CIMの概念

表─ 1　CIM導入スケジュールと検討項目（案）



14 建設の施工企画　’12. 11

項目があり，さらに地域や周辺環境との関係が建築
に比べてより密接であること。
③現行の公共土木の契約形態は，設計と施工を分離し
て発注することが基本であることから，事業の上流
（設計）段階での施工上のリスク管理の実施（フロ
ントローディング）は限定的なものにならざるを得
ないこと。
これらの留意点のうち，①の地形については，現状
で国土地理院から提供されている基盤地図情報（数値
標高モデル）の活用や「地理空間情報活用推進基本計
画」（H20 閣議決定）に基づく「地理空間情報高度活

用社会（G空間社会）の実現」に向けた検討に期待す
るところである。
②については，まさに CIMの主要部分であり，必
要な属性情報をどう選択し，どの程度の情報を付加す
るべきかなど，CIM構築にかかるコストとその効果
については，今後の検討の柱となる部分である。
また，③については，各段階での役割・責任にかか
わる現行の建設生産システムの制度としての課題であ
り，関係各方面での議論が必要と考えられる。

表―2　Step1　CIMモデル事業での試行項目と検証事項等（案）

　　：従来　　※：…実施未定　　＊：将来

建設生産
システム
段階

試　行　事　項 期待される効果 検　証　事　項 想定される課題

測　量 既存測量成果の利用
3次元地形データの利用

地形測量の効率化 データ利用の有用性
地形測量の効率化

精度の確保

設　計 構造計算（従来と同様）
CIMモデル作成（形状）

干渉チェックによる設計ミ
スの減少

干渉チェックの実効性 使用 3Dソフトの妥当性
PCの容量
属性情報の特定属性情報の付与

（先導モデル，一般モデル）
比較設計の効率化…～…
高度解析（低～高レベル）

各種比較の実効性
属性情報の有用性　他

数量の自動算出 数量算出の効率化
数量算出ミスの減少

自動算出された数量の精度
確認

現行の数量算出要領との整
合性

※…概算工事費の自動算出 工事費比較の効率化 自動算出の実効性 単価設定の精度
CIMモデルによる設計協議
（フロントローディング）

合意形成の効率化
最適設計の選定

各協議でのCIMモデル（可
視化）の有用性

施工時リスクの抽出

情報化施工データの作成 情報化施工の推進 データ連携の実効性 施工での使用の可否
発　注 現行方法による数量算出

＊発注工事数量の自動算出

＊数量算出の効率化
＊数量ミスの減少

＊数量の工区（ロット）割
の実効性

システム開発が必要

現行の積算システムによる積
算　　＊自動積算

積算の効率化
＊違算の防止

数量の自動算出
＊積算の自動化

＊システム開発が必要
＊単価の設定

施　工 現地照査による CIMモデル
の修正・追加（必要により）

CIMモデルの精度向上 データの修正・追加の実効
性

データの互換性
標準化の必要性

情報化施工データによる情報
化施工の実施

情報化施工の推進 データ連携の実効性

※ 4次元での工程管理の実施
（先導は必須，基本任意）

現場管理の効率化
安全の向上　　　他

4次元での工程管理の実効
性，有用性

4次元データ作成の効率性

※維持管理用機器の設置
（ICタグ，センサー類，他）

維持管理の効率化・高度化 機器設置個所の妥当性
器機の動作確認

維持管理用機器・設置箇所
の選定

CIMモデルでの施工管理（出
来形・品質，数量　等）

施工管理の効率化
監督・検査業務の効率化
設計変更の効率化

リアルタイム，オンライン
でのデータ共有
変更数量の自動算出

データの信憑性の確保

完成CIMモデルの納品
（＊地下埋設物データを含む）

施設の維持管理の効率化・
高度化

データ作成と納品物の妥当
性

使用ソフトの標準化

※
維持管理

完成CIMモデルの活用 管理の効率化 活用データの有用性 既存システムの活用
維持管理用器機の活用 管理の迅速化・高度化 器機設置の有用性 コスト面での妥当性
その他，随時設定

全　般 CIMモデルの構築と流通 建設生産システムの効率化
と生産性の向上

モデル流通の有用性 各段階での納品物とその責
任区分
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（5）CIM 導入に向けた取り組み
CIM の導入に向けては，上述した以外にも 3次元
設計ソフトの開発などの技術面において様々な検討項
目があると思われる。それらの項目については，既に
JACIC（一般財団法人…日本建設情報総合センター）
を中心とした民間の研究機関による検討会が立ち上
がっており，各関係機関・業界からの参画を得て議論・
検討がなされているところである。
一方，CIMの導入にあたっては，現行制度や要領・
基準類の見直しが必要となることから国土交通省では
導入に向けた制度検討を進めているところである（表
─ 1参照）。
また，各検討と並行して，実際の事業の中でその効
果について検証する必要があるため，国土交通省の直

轄事業において，CIMを導入したモデル事業（表─
2参照）を実施することとし，H24 年度より 3次元に
よる設計業務を試行的に実施することとしている。
CIMの導入がもたらすものは，まだまだ未知数の
部分も多いが建設生産システムそのものを変革し，建
設イノベーションを実現する可能性を秘めたものであ
り，他産業並みの労働生産性の向上を図るためにも，
重要な意味がある。
…

［筆者紹介］
石川　雄一（いしかわ　ゆういち）
国土交通省
大臣官房　技術調査課
工事監視官

一般社団法人　日本建設機械施工協会
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「TS を用いた出来形管理」で規定した機能と今後の取り組み
ICT を利用した作業性・信頼性向上及び判断支援に資する機能

梶　田　洋　規・北　川　　　順

国土技術政策総合研究所は，トータルステーション（TS）に 3次元座標値と付加情報で構成する 3次
元設計データを搭載し出来形管理の高度化を図る研究を行っている。その研究成果の一つとして，有益と
考えられる機能が搭載された製品が開発企業から供給されるように，国土交通省の取り組みにおける情報
化施工として最低限必要と考えられる機能の仕様を明示する技術仕様書を策定・公表している。TSを用
いた出来形管理技術は，施工管理と監督検査に利用することから，情報通信技術（ICT）を利用し「作業
性向上（判断支援を含む）」と「信頼性向上」に資する多くの機能を規定している。本稿では，技術仕様
書で定めたこれら機能の特徴を紹介すると共に，今後の考えられる展開について紹介する。
キーワード：TS，トータルステーション，出来形管理，施工管理，監督検査，情報化施工，…

データ交換標準，機能要求仕様書

1．はじめに

国土交通省（以下，国交省）では，平成 20 年 7 月
に「情報化施工推進戦略」を策定し，ICT（情報通信
技術）を利用した情報化施工の普及に取り組んでおり，
国土技術政策総合研究所（以下，国総研）では，普及
に注力して取り組んでいる情報化施工の 1つである
「TS を用いた出来形管理」に関し，研究・技術支援
を行ってきた。
TSを用いた出来形管理は，近年普及してきたレー
ザー光による 3次元測量技術であるトータルステー
ション（以下，TS）と CAD技術を組み合わせたも
のであり，計測と同時に結果の良否を判断できる情報
を得ると共に，現場状況による予定外の急な位置出し
に即座に対応できる等，現場技術者の即応力の向上を
図り，工事の進捗を円滑に行うことに資するツールで
ある。
国総研では，業務や情報の流れを分析してコンセプ
トを構築し，フィールド試験による実現性の評価，現
場試行を通じた現場適用性や効果の評価などを行い，
また，開発者業界団体との意見交換や技術協力を得な
がら，技術的側面から「TSを用いた出来形管理」の
実現化を進めてきた。国総研が策定した関係基準類は，
ユーザーである施工者や監督職員・検査職員ではなく，
ソフトウェア開発者が主な対象であり，ソフトウェア
に必要となる機能とその仕様を定めた技術仕様書であ

る。平成24年3月の出来形管理要領等の改訂にあわせ，
それに対応する技術仕様書を策定している。
本稿では，これら技術仕様書で定めた機能や情報項
目を紹介すると共に，今後の考えられる展開について
紹介する。

2．TS を用いた出来形管理の基準類の関係

TS を用いた出来形管理の作業の流れに対する要領
類や仕様書類の関係を図─ 1に示す。

本省が，主に施工者を対象に出来形管理の行い方の
ルールを示した「TSを用いた出来形管理要領」（以下，
TS管理要領）や，主に監督職員・検査職員を対象に

図─ 1　TSを用いた出来形管理と基準類の関係

準備準備((データ作成等データ作成等)) 出来形管理出来形管理

出来形管理用ＴＳ
機能要求仕様書

基本設計データ作成
ソフト機能要求仕様書

帳票作成ソフト
機能要求仕様書

ソフトの
仕様書

利用するソ
フト・ハード

要領

データの
フォーマット

設計設計

作業の流れ作業の流れ

帳票作成ソフトＴＳ（ソフト、ハード）データ作成ソフト

道路中心線形
road-GM-XML

横断SXF

その他

本省策定 国総研策定 企業開発・供給

図面

施工管理データ
（XML形式）

出来形帳票
(PDF形式)

出来形帳票作成出来形帳票作成

施工管理データ
(XML形式)

出来形計測データ

基本設計データ
検査

基本設計データ
（ＸＭＬ形式）

照査

ＴＳによる出来形管理に用いる施工管理データ交換標準(XML形式)

①出来形管理要領
②監督・検査要領

利用可能な機器
照査方法

測点全てを計測・管理
写真は工事で１枚

検査官の実地検査は１管理断面
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凡例：

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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監督・検査の行い方のルールを示した「TSを用いた
出来形管理の監督検査要領」（以下，TS監督検査要領）
を策定するのに対し，国総研では，ソフトウェア開発
者を対象として，本省が策定する要領類に記載された
内容を実現するため，ソフトウェアに必要となる機能
とその仕様を定めた「出来形管理用トータルステー
ション機能要求仕様書」（以下，TS ソフト仕様書）
と「TSによる出来形管理に用いる施工管理データ作
成・帳票作成ソフトウェアの機能要求仕様書」（以下，
サポートソフト仕様書）や，国交省に電子成果品とし
て納品するよう，また，異なるメーカーの製品間でデー
タが交換できるように定めた「TSによる出来形管理
に用いる施工管理データ交換標準（案）」（以下，TSデー
タ交換標準）を策定し公開 1）している。開発者は，
国総研が策定した「TSソフト仕様書，サポートソフ
ト仕様書」（以下，TS機能要求仕様書）及び「TSデー
タ交換標準」に沿って，仕様に準拠したソフトウェア
を開発・提供している。
TSを用いた出来形管理では，CAD技術を利用して
予め 3次元設計データに付加情報が付属した「基本設
計データ（XMLファイル）」を作成し，これをTSに
搭載して効率的に出来形管理等を行い，出来形計測
データが合わさった3次元データである「施工管理デー
タ（XMLファイル）」を得て，帳票作成ソフトで出来
形管理帳票を半自動的に作成する流れで行われる。

3．データ交換標準

TS データ交換標準に準拠した施工管理データの土
工のイメージを図─ 2に示す。平面線形と縦断線形
から成る中心線形と，横断形状を組み合わせたスケル
トンと呼ばれるモデルである。出来形管理は，土工で
あれば 20 mピッチの測点毎の横断面で行われること
から，面的な TIN モデルでなくて事足りる。また，

目的上，自ずと出来形管理基準の模式図と似通ったも
のとなっている。3次元形状に目が行きがちであるが，
データ交換標準の重要な点は，3次元座標値と共に付
加情報（属性情報）を持つことである（図─ 3）。そ
のことで，プログラムが 3次元座標値を設計値か計測
値か区別でき，また，どの地点の点かを認識できるた
め，現場で計測すると同時に幅員や法長が算出され設
計値と計測値を比較表示したり，出来形管理帳票を半
自動的に作成することが可能となる。
TS データ交換標準は，平成 20 年 3 月に土工を対
象にVer.2.0 を策定し，舗装をはじめ多くの工種に対
応できるよう，Ver.4.0 を平成 23 年 9 月に策定（平成
24 年 3 月に一部修正）した。Ver.4.0 では，工種拡大
に向け管理項目の追加など 2）を行ったが，時刻が自
動記録されることから，将来，3次元座標軸に時間軸
を加えた 4次元でのデータ解析や維持管理での利活用
が考えられる。

4．機能要求仕様書

TS 機能要求仕様書は，TS 管理要領に記載された
内容を実現するため，ソフトウェアに必要となる最低
限の機能とその仕様を定めたものである。各社が販売
するソフトウェアには，各開発者の創意工夫で，より
有益な機能が追加搭載されている。TSソフト仕様書
は現場計測に利用するソフトウェアを対象とし，サ
ポートソフト仕様書は事務所内で基本設計データや出
来形帳票の作成に利用するソフトウェアを対象とした
ものである。サポートソフト仕様書は，「基本設計デー
タ作成」に関わる部分と「出来形帳票作成」に関わる
部分に分かれている。図─ 2　土工の施工管理データのイメージ
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図─ 3　TSデータ交換標準の情報
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用いる施工管理データ
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<tsf:StructureType>
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座標参照系セット
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工事基準点セット

<tsf:XSections>
出来形横断面セット

<tsf:MeasurePnts>
計測点セット
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<tsf:Pnt>
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ファイル管理の情報

TSデータ交換標準
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Road-GM.xmlより

取得できる情報

データ作成日時、…、
等

工種、測点形式、工事
名、…、等

測地系、座標系、…、
等

基準点、水準点、…、
等

路線名、道路規格、
設計速度・交通量、
開始・終了測点番号、
測点間隔、ブレーキ、
IP点、円弧・クロソイ
ド、縦断曲線、…、等

累加距離、構成点の
識別コード・位置・種
別、管理項目、…、等

計測対象点、累加距
離、CL離れ、計測日
時、…、等

計測機器の種類、プリ
ズム高さ、…、等

座標点の識別名、…、
等

主な属性情報

<…>
……

<…>
……

<…>
……

<…>
……

<…>
……

<…>
……

凡例：
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TS 機能要求仕様書に規定した機能項目は表─ 1の
通りであり，1つの機能項目に対し複数の具体機能を
有するものもある。TSを用いた出来形管理では，施
工者の施工管理及び発注者の監督・検査に利用するた
め，ICT技術を利用することで，大きく分類して「作
業性向上（判断支援を含む）」と「信頼性向上」に資
する数多くの機能を搭載している。以下に，それぞれ
に関する機能の中から特徴的なものを取り上げ紹介す
る。なお，1つの機能項目中の具体機能が異なる性質
を有する場合は分けて両方に記載し，1つの具体機能
が両性質を持つものは便宜的に一方で記載した。

（1）作業性向上（判断支援を含む）に資する機能
（a）TSソフト仕様書
①TSの器械位置算出機能
TSは，レーザー光を利用し距離と角度から計測点

の座標を求める原理のため，計測時にTS設置点の座
標が分かっている必要があり，そのため，通常は座標
の既知点上にTSを設置する。効率的な計測を行うた
めに，TSを任意の未知点に設置した場合であっても，
複数の工事基準点を観測することでTSの設置位置を
求めることが可能な後方交会法による TS 設置機能
（図─ 4）を規定した。

②TSとの通信設定確認機能
ICTを利用するTSを用いた出来形管理では，アナ
ログ技術のレベル・巻き尺など従来手法にはなかった
トラブル発生の可能性があり，かつ，発生時には ICT
への不慣れもあり，原因究明に時間を要し作業が長時
間止まることが懸念される。そこで，操作端末が本体
と分離したタイプでデータが正しく通信され指示に対
し正しく応答しているか確認できる機能や，計測開始
前にTS本体の計測条件設定が正しいか画面表示で確
認できる機能を規定した。
③管理断面での出来形管理機能
基本設計データの計測したい箇所を指定すること
で，プリズムの現在位置と指定位置の離れ距離を表示
しプリズムを誘導し，TSにより出来形計測すると同
時に，計測した 3次元座標と属性情報より，出来形管

図─ 4　後方交会法による TS設置

L1≦100m

30°≦θ≦150°

工事基準点：T1

工事基準点：T2

L２≦100m

ＴＳ設置位置
(未知点の任意点)

後方交会法による設置
（TSの器械位置算出機能）

３級ＴＳの場合
（２級TSはL～L2≦150m）

（計測距離制限機能）

Ｌ≦100m

表─ 1　機能要求仕様書で規定する機能

仕様書 機能項目 土工編
舗装
工事編

TSソフト

1 施工管理データの読込機能 ○ ○
2 TS…の器械位置算出機能 ○ ○
3 線形データの切替え選択機能 ○ ○
4 基本設計データの確認機能 ○ ○
5 TS…との通信設定確認機能 ○ ○
6 工事測量機能 × △
7 任意点での出来形管理機能 ○ ○
8 管理断面での出来形管理機能 ○ ○
9 延長の管理機能 △ ○
10 計測距離制限機能 ○ ○
11 出来形計測データの登録機能 ○ ○

12
出来形計測データの取得
漏れ確認機能

○ ○

13
監督・検査現場立会い確
認機能

○ ○

14 施工管理データの書出し機能 ○ ○

サポート
ソフト

（データ作成）

1 基本情報作成機能 ○ ○

2
道路中心線定義読込み・
作成機能

○ ○

3 管理断面設定機能 ○ ○
4 横断形状定義作成機能 ○ ○
5 出来形管理箇所の設定機能 ○ ○
6 交換データの入出力機能 ○ ○
7 横断図作成機能 △ △

サポート
ソフト

（帳票作成）

1 施工管理データの読込み機能 ○ ○
2 計測点データの管理機能 ○ ○
3 基本帳票作成機能 ○ ○
4 横断図作成機能 △ △

【凡例】……○：必須機能，△：効果を高めるためのオプション機能，
×：無し

図─ 5　管理断面での出来形管理機能

出来形計測
地点へ誘導

計測と同時に設計値
と測定値を比較・表示
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理の測定項目（法長，幅員，基準高等）を算出し，そ
の場で設計値と比較する機能を規定（図─ 5）した。
④出来形計測データの取得漏れ確認機能
計測漏れによる手戻り作業の発生防止のため，基本
設計データ上で設定した計測箇所を基に，出来形計測
後に出来形管理箇所の未計測点の有無を確認する機能
（図─ 6）を規定した。

（b）サポートソフト仕様書（基本設計データ作成）
①道路中心線定義読込み・作成機能
道路中心線形は，平面線形と縦断線形を入力して作
成できると共に，設計で作成される「道路中心線形デー
タ交換標準　基本道路中心線形編Ver.1.0」（以下，道
路中心データ交換標準）に準拠した道路中心線形デー
タ（Road-GM.xml）を読み込むことができる機能を規
定した。
TS データ交換標準を構成する情報項目の半分は，
道路中心データ交換標準に規定され，Road-GM.xml
で読み込める内容である（図─ 3）。データ作成の作
業時間としては，数多くの横断図より横断データを作
成する時間が長く，中心線形データの作成が全体で占
める割合は大きくはない。しかし，TSを用いた出来
形管理の普及を図るためには，作業の効率化と共に，
初心者が導入しやすい「容易化」という観点も重要で
ある。横断データの作成は，時間はかかっても同じ作
業の繰り返しであり，入力すべき情報項目の約半分が
自動作成されれば，大幅な容易化につながる。
道路予備設計 Bで作成される道路中心線形は，以
降の場面でほぼ変わらないことから，電子データとし
て流通し後工程で利活用できると考えられ，Road-
GM.xml が策定された。予備設計に用いる CADソフ
トには Road-GM.xml を出力する機能を持つものが多
くあるが，策定当時は，利用場面が明確でなかったた
め，現在，ほとんど予備設計で Road-GM.xml の納品
を求めていない。今後，納品を徹底することで，TS
を用いた出来形管理の基本設計データ作成で効果をあ

げることが期待できる。
②横断形状定義作成機能
オプション機能ではあるが，測点毎の横断形状につ
いて，地山との交点位置を設定する際に，土工定規的
な設計の横断形状を作成しておき，断面毎に地山交点
を追加するため，地形情報として測量で普及している
横断地形情報（SIMA）データを読み込み，自動的に
横断形状と地山交点を算出・設定する機能を規定した。
また，入力された地形情報をTSデータ交換標準に規
定する「地形構築形状」の項目に準拠して施工管理デー
タとして出力できることも規定した。
（c）サポートソフト仕様書（出来形帳票作成）
①基本帳票作成機能
出来形帳票を半自動作成するため，出来形管理の管
理項目とその算出方法，また，監督職員・検査職員が
立ち会った際のデータを，属性情報より自動的に見分
け，朱書きなど分かり易く識別表示する機能を規定し
た。

（2）信頼性確保に資する機能
（a）TSソフト仕様書
①TSの器械位置算出機能
計測精度を確保する観点から，TSと利用する既知
点の夾角が 30 ～ 150°以内（図─ 4）を外れる場合は
警告を表示し，出来形計測データとして登録できない
機能を規定した。
②任意点での出来形管理機能
従来の管理手法では，例えば，高さの設計値は管理

断面しか分からないため，現場立会時に任意点の出来
形の確認を行いたい場合，まず，平面位置を測量して
求め，前後断面の設計値より任意点の設計値を算出す
る必要があり，自主管理で急に確認を行いたい場合で
あっても時間を要し，監督・検査では確認できなかった。
そこで，TSを用いた出来形管理では，データ作成
していない任意の断面であっても，計測者が法肩・法
尻などで出来形計測を行った場合に，TSに搭載して
いる基本設計データの前後の管理断面の 3次元座標値
より比例配分計算して中間点の設計座標値を自動算出
し，設計値と計測値の差を示す機能（図─ 7）を規定
した。
③管理断面での出来形管理機能
丁張り無しで計測を行う場合，誘導機能で計測点に
寸分違わず誘導するのは作業性の観点から非効率であ
る。とは言え，例えば，法長計測時に 2点が計測断面
から逆側にずれて斜交する形になると，計測値は長く
なり適正な管理が行えない（図─ 8）。そこで，計測

図─ 6　取得漏れ確認機能

未計測点 無 有未計測点 無 有
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精度を確保する観点から，管理断面に対して直角方向
に± 10 cm 以上離れた場合，出来形計測データとし
て記録できない機能を規定した。
④計測距離制限機能
TSは計測距離に比例し計測誤差が大きくなる。出
来形管理基準において土工の規格値は高さが± 5 cm
以内であり，施工者や監督・検査職員のヒアリング結
果等より計測誤差の許容範囲は± 1 cm以内と設定さ
れ，その精度が確保できる計測距離はフィールド実験
の結果より，3級TSは 100 m，2級TSは 150 mであっ
た（図─ 4）。そのため，計測精度を確保する観点から，
TS 設置時や出来形計測時に，TS から計測対象まで
の計測距離を制限する機能を規定した。
⑤監督・検査現場立会い確認機能
通常のTSによる計測では，従来のレベルや巻尺に
よる計測と異なり，現地において目視で簡単に実測値
が把握できない。そのため，監督職員や検査職員が，
現地で迅速に，出来形帳票に利用した計測データを利
用し再計測し確認できるよう，TS端末の画面上で計
測済みの計測点を選択することで，丁張りや目串等の
目標がなくても計測点へ誘導し，再計測して確認が行

える機能を規定（図─ 9）した。
（b）サポートソフト仕様書（基本設計データ作成）
①出来形管理箇所の設定機能
単なるTSの計測値は点の 3次元座標情報（x，y，z）
であるが，出来形管理では，「幅員，法長」といった
管理項目は 1点の 3次元座標情報では求まらない。そ
のため，例えば，法長であれば 2点間の斜距離を，幅
員であれば 2点間の水平距離を，計測した 3次元座標
から算出する必要がある。そこで，基本設計データで
は，各計測点の 3次元座標情報に加え，その点の出来
形管理における役割の属性情報を設定する機能を規定
した（図─ 10）。この属性情報により，プログラムが
計測点の意味を理解し，例えば，2点が計測されると
同時に幅員や法長といった管理項目の数値が自動算出
され端末に表示され，また，従来手法で懸念されるデー
タの転記ミスなどなく帳票が半自動的に作成できる。

図─ 7　任意点での出来形管理機能
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（c）サポートソフト仕様書（出来形帳票作成）
①施工管理データの読込み機能
信頼性確保のため，読み込んだ施工管理データは，
計測データの座標値を編集できないことを規定した。
なお，計測点の座標値自体は編集できないこととして
いるが，基本設計データを作成する際，属性情報（例
えば，左の法肩といった出来形計測データの位置を示
す情報）を間違える場合が想定され，その変更は信頼
性を損なうものではないため，「計測点データの管理
機能」において，それらを編集できる機能を規定した。
②基本帳票作成機能
狭隘部といったTSでの計測が困難な箇所では，ス
ケール等で計測することとなるため，出来形帳票を
TSを用いた出来形管理と他の手法で分けて作らなく
てもよいように，他の手法で取得した計測結果を入力
し加える機能を有してもよいことを規定した。ただし，
TSの計測と明確に区分けされるよう記載し，各資料
に凡例を設けておくことを規定した。

3．今後の考えられる展開

TS を用いた出来形管理の普及展開の大まかな方向
性を図─ 11に示す。

高度利用の大きな柱の 1つとして，電子データの 2
次利用による業務の効率化が考えられる。TSを用い
た出来形管理の検査では，3次元電子データを持って
いるにもかかわらず，結局，従来のレベル・巻き尺と
同様に，紙の検査と同じ帳票で確認することになって
おり，3次元データを活かし切れていない。帳票作成
ソフトウェアの製品には，異常値があれば赤表示する
機能を有したものがある。既に，プログラム上では自
動判定を行っているにもかかわらず，わざわざ帳票形
式に出力して人の目で確認している。合理的に考えれ
ば，帳票 1枚で異常の有無と，異常がある場合は箇所

と設計値と計測値を表示するだけでよく，監督職員や
検査職員は，必要な箇所全てが管理されているか，見
栄えとして違和感がないかといった人でないと判断が
難しい内容の確認や，現場で施工管理データを利用し
た逆打ち確認をしっかりと行うこと等に集中すべき
で，そのためには，紙（PDF）でなく電子納品され
た施工管理データ（XMLファイル）を利用した電子
検査の実現が今後の検討課題である。なお，必要な箇
所の管理の有無の確認は，工事着手前の施工計画書段
階に数量総括表の情報を基にした当該工事に必要な管
理メニューと計測点数の一覧が自動提示され，受発注
者間で図面を基に現場状況に応じた計測箇所となるよ
う調整し，それを検査時に確認することが 1つの形と
して考えられる。
また，設計から施工へのデータ流通・利用では，設
計に大きな負担を追加しても施工や後工程でそれ以上
の効果が見えるサービスがすぐに構築できないため，
現在，設計コンサルタントへ大きな負担を求めずに効
果が見込める，Road-GM.xml の納品や，CADデータ
（SXF）の実寸記載・位置関係の明確化（図─ 12）の
導入に向け取り組んでいる。今回は，早期に実現可能
な内容に絞って進めているところであるが，設計デー
タの二次利用を意識した，より効果的（かつ現実的）
なルールの改定などが次の検討として考えられる。

新技術導入の大きな柱の 1つとして，図─ 11に示
す新たな 3次元測量機器の導入が考えられる。便利な
機器ではあるが，現時点では非常に高価な機器である
ため，広く現場で普及するには，価格低下あるいは用
途（工種や利用場面など）拡大の進展が望まれる。ま
た，例えば，ノンプリズム方式TSやレーザースキャ
ナは遠隔地から非接触で計測できるが，従来の 20 m
ピッチ側点での断面管理には計測精度が不足すること
から，面的管理といった従来と異なる運用方法を導入
する必要があり，そのために，規格値（計測機器の許
容誤差，計測値の許容誤差）や評価方法といった新た
な基準策定が必要になると考えられる。

図─ 11　検討の方向
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4．おわりに

TS を用いた出来形管理は，ICTを利用し「作業性
向上（判断支援を含む）」と「信頼性向上」に資する
ものとなっているが，あくまで従来のレベル・巻き尺
などを対象とした「出来形管理基準及び規格値」を念
頭に置いている。例えば，土工の法面の場合，設計段
階は「勾配」が主たる必要な性能であるが，施工段階
で管理するのは「法長」である。従来手法（レベル・
巻き尺など）の場合，勾配でなく法長の方が直接的に
管理や確認でき，作業性が良く（監督・検査時も素早
く確認できる），法長を管理することで間接的に勾配
が管理できるため適切な施工・管理を行っている限り
問題も発生しないことから，法長管理の方が適してい
ると思われる。ただし，法長が 5 m以上の場合の規
格値は「法長─ 2％以上（掘削工）」や「法長─ 4％以
上（盛土工）」であるが，現地擦り付けがあるため各
測点毎に法長が異なり，法面毎に計算で算出した規格
値で確認する必要がある。
TS の場合，2 点の 3 次元座標から算出するため，
プログラムに機能を持たせれば勾配も法長と同様に算
出でき，しかも，位置が少し曖昧な法肩や法尻から少
し法面側にずらして計測することで，正確な法勾配の
計測が行える。設計思想の観点からも，TSでは勾配
を管理する方がよいように思える。ただ，詳細設計の
図面では，擦り付け等の関係から法勾配は端数を持つ
場合があるが，丸めて表示することが多いため，3次
元的な位置（3次元座標）で管理する方がよいかもし
れない。
また，出来形管理では，断面の長さと高さを計測す
るが，これでは断面が計画された場所に施工されてい

るか平面位置が確認できていない。施工者は測量して
位置出しをしており，また，用地的な制約や既存構造
物との擦り付けもあることから，出来形の実地検査に
おいて 3次元座標値を確認しないことで後で大きな問
題になることは希ではあるが，TSの能力を活用して
3次元座標値も管理する方が万全である。また，海外
の出来形管理基準では，3次元的な位置を確認するも
のが見受けられることから，施工者や本TSソフトの
海外展開という視点からも良いように思える。
TS を用いた出来形管理は普及してきたとは言え，
新しい技術のため発展途上とも言え，普及する程に利
用者や関係者からの要望も出てくると考えられる。今
後，それらも踏まえ ICT の機能を十分に活かし効果
を享受できる機能やルール作りを行っていきたい。
…

《参考文献》
… 1）…トータルステーションを用いた出来形管理…情報提供サイト
… … http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/ts/
… 2）…「トータルステーションを用いた出来形管理の適用場面拡大に向けた

取り組み」，土木技術資料 53-12，2012 年 12 月

北川　順（きたがわ　じゅん）
国土交通省
国土技術政策総合研究所　高度情報化研究センター　
情報基盤研究室
研究官

［筆者紹介］
梶田　洋規（かじた　ひろき）
国土交通省
国土技術政策総合研究所　高度情報化研究センター　
情報基盤研究室
主任研究官



建設の施工企画　’12. 11 23

災害対応ロボットのあるべき姿

田　所　　　諭

東日本大震災の災害対応や復旧にはさまざまなロボットが適用され，今後はロボット活用が世界的な趨
勢となっていくと考えられている。本稿では，このような災害対応ロボットのニーズ，ロボットに求めら
れる必要要件，今後の活用が期待されるさまざまなロボットとその現状，原子力プラント災害を例にとっ
た災害対応ロボットシステムのあるべき姿などについて，技術的観点から考察を行う。
キーワード：レスキューロボット，災害対応，災害情報収集，復旧作業，原発事故

1．はじめに 

東日本大震災では数多くのロボットが災害対応や復
旧に適用された。これは歴史上初めてのケースだった
と言っても過言ではないだろう。福島第一原発事故は
もちろんのこと，海中や湖底の遺体捜索，構造物・港
湾・産業施設等の被害調査，あるいは，被災者のメン
タルケアなど，さまざまな用途に活用された。
政府中央防災会議は，南海トラフでマグニチュード
9.0 の巨大地震が発生した際の津波高・浸水域等のシ
ミュレーションに基づき，表─ 1のような想定被害
を発表した 1）。これによれば，最大で東日本大震災の
17 倍の死者・行方不明者，18 倍の建物被害が発生す
るとされ，また，避難の迅速化により津波による死者
は最大 9割減少，耐震化の推進によって全壊建物棟数
は 6割減少するとされている。
東日本大震災では「想定外」という言葉がメディア
を賑わせた。工学的設計のためには仕様を定める，す
なわち想定を行うことが必要である。たとえば，かか
る荷重がおおよそでも仕様として決められないと機械
部品を設計することはできない。ところが，今回の震
災が示したことは，想定を超えた途端に一挙に数々の
問題が発生し，極限状態にまで至ってしまうという事
実だった。これは構造物や施設設備の問題だけではな

く，災害対応行動全般における問題でもあった。たと
えば，釜石市大槌湾では，想定されていた津波浸水地
域から少し外れた地域において，避難遅れによる死者・
行方不明者が数多く発生した。
発生頻度が極めて低いものの，発生時には甚大な被
害が予測される災害に対して，どのようにして備える
べきか，は大変難しい問題である。少なくとも，経済
的合理性によって判断することはできない。PSA（確
率的安全性評価）のような手法 2）は，頻度が比較的
高い災害に対しては定量的判断材料を合理的に与える
ことができるが，事象の発生確率や大きさの予測精度
が非常に低い場合には，有効とは考えられない。
被害発生を未然に防げない場合でも，事後対応に
よって被害拡大を防止し，迅速に復旧を行い，少なく
とも極限状況に至らないための手段が必要である。災
害復旧の土木工事や救急医療はその最たるものである
が，ロボットあるいはロボット技術は，そのような場
合のための新たな手段である。
レスキューロボットの歴史は浅く，研究が活性化し
始めたのは阪神淡路大震災が発生した 1995 年以降で
ある。国内における本格的な研究開発は 2002 年に開
始された大都市大震災軽減化特別プロジェクト 3）が
初めてであった。無人化施工が雲仙普賢岳の砂防工事
を中心として実戦配備が進められてきたのに対して，

表─ 1　南海トラフ巨大地震による想定被害（最大のケース）1）

マグニチュード 浸水面積 浸水域内人口 死者・行方不明者 建物被害（全壊棟数）
東日本大震災 9.0 561 km2 62 万人 18,800 人 130,400 棟

南海トラフ巨大地震 9.0 1,015 km2 163 万人 323,000 人 2,366,000 棟
倍率 1.8 倍 2.6 倍 17 倍 18 倍

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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災害対応ロボットは研究開発が先行し，実用化・配備・
適用が遅れている。

2．災害とロボットのニーズ

（1）ロボットのニーズ
ロボットのような遠隔機器が必要とされるのは，主
として次の 3つのケースである。
1）人間や従来型の機器では不可能。
2）人間が行うには危険性が高い。
3）作業品質・能力・コスト等の点で優れる。
災害対応作業を大別すると情報収集と復旧等の作業
とに分かれる。作業を計画するためには現場状況の把
握が必要であり，情報収集は大変重要であり，上記の
ようなケースにおけるロボットへの期待は大きい。一
方で，作業については，既存の作業機械があるものの
上記 1），2）の理由で遠隔作業が必要な場合にニーズ
が高い。これらを整理すると，下記のようになる。
○情報収集
内容：……被害発生の覚知，被害の状況把握，復旧作業

の計画手配，被害調査・情報収集，要救助者
の発見，老朽化調査，他。

必要性：
1）……狭所，高所，水中等での作業を遠隔で安全に行う，
他。

2）……汚染，火災爆発の危険，安全が確認できない場
合に，作業を遠隔で行う，他。

3）……長期に亘る広域モニタリングを自動化してコス
トを下げる，位置情報と収集情報との統合精度

を上げる，他。
○復旧作業
内容：……応急修繕作業，緊急医療，患者搬送，被害構

造物撤去，運搬，修繕作業，新構造物搬入設
置，治療，他。

必要性：
2）……危険場所での作業を遠隔化して安全性を向上す
る，他。

（2）ロボットが求められる災害
ロボットのニーズがある災害現場として，下記のよ
うな代表例を挙げることができる。
・火災
・原子力・化学プラント災害
・構造物の破壊，倒壊
・土砂崩れ，地滑り，雪崩，火砕流，噴火
・水害
・CBRN（化学・生物剤・放射能・核物質）汚染
・爆発
・各種事故
・テロ，有事
・被災地支援
全国主要都市消防へのアンケート調査によると，消
防がロボットに対して期待する機能は表─ 2のよう
であった 4）。特に，CBRN災害，火災，地震災害，水
害に対するニーズが高く，その理由は 2．（1）で述べ
た 1），2），すなわち，不可能な作業を可能にするこ
ととリスクの低減にあることがわかる。
これとは別に，災害発生を未然に防ぐための対策も
重要である。我が国ではインフラやプラント施設等の
老朽化が進んでおり，小さなきっかけでも大きな被害
に発展する可能性が高まっている。過去の震災でも耐
震化補強は大きな効果を示し，被害発生が少ない 5）。

3．ロボットに求められる要件

以上のようなタスクを行うロボットでは，少なくと
も下記の性能を考慮する必要がある。
①運搬，設置時間，必要付加機材
集積地から現場に運搬し，設置するまでの容易性。
セットアップに必要な時間が十分に短いこと。また，
運搬車両やクレーンなどの補助機材を併用して作業を
行う際の容易性など。
②移動・静止能力
現場で想定される条件（地形，環境，気象など）で，
作業を行うために十分な移動能力と静止能力を持つこ

表─ 2　消防のロボットへの期待 4）

災害と必要な機能 期待割合（％）
CBRN災害
　センサによるCBRN物質の特定 80
　安全な場所への被災者の搬送 61
　CBRN物質の除去 49
火災
　ビル内の消火 61
　ビル内での捜索 51
　輻射熱にかかわらず消火 49
地震災害
　瓦礫の上からの捜索 53
　瓦礫の中での捜索 45
　重量瓦礫の除去 43
水害
　要救助者の捜索 55
　水の中からの救助 49



建設の施工企画　’12. 11 25

と。移動ロボット技術や制御技術が関連。
③センシング・認識能力
現場条件で十分な，目的の情報に関するセンシング
能力を持つこと。また，操作者が作業を行う上で十分
な現場状況の把握を可能にし，あるいは，自律的な作
業を可能にするため，センサ情報を取得・解釈できる
こと。センサ技術，計測技術，診断技術が関連。
④作業能力
現場条件で十分な，目的とする作業能力を持つこと。
また，センシングや異常状態回避に必要な作業能力を
持つこと。さまざまなロボット作業技術，マニピュレー
ション技術などが関連。
⑤通信能力
情報収集，作業遂行，遠隔操作等に十分な通信帯域，
短い通信時間遅れ，移動や作業時の安定性，障害に対
する復旧能力を確保すること。有線の場合，無理のな
いケーブルハンドリングができること。無線の場合，
アンテナ設置や帯域管理が容易なこと。
⑥情報収集・整理・提示能力
活用しやすい情報としてセンサ情報を解釈・整理し，
記録し，利用者に直感的に提示する能力を有すること。
情報が不足する場合に追加情報を収集できること。
GIS，3D，マルチモーダル，没入感，距離・位置関係
把握など，さまざまな情報処理やバーチャルリアリ
ティ技術が関連。
⑦……遠隔操作，ヒューマンファクタ，必要な操作者数
長時間でも疲れずに遠隔操作し，高い作業効率と低
い失敗確率で作業を遂行することができること。必要
な操作者の人数が少ないこと。さまざまなヒューマン
インタフェース技術が関連。
⑧自律機能，自動作業，部分作業の計画
部分的に自律機能によって作業を自動化することが
できること。また，それを合理的に計画できること。
作業教示，学習，分散協調，などさまざまな知能ロボッ
ト技術が関連。
⑨稼働時間，耐久性，耐環境性，防爆，耐熱，耐水
作業に十分な耐久性や耐環境性能などの基本性能を
有すること。
⑩メンテナンス，補給
メンテナンスや給油・充電が容易であること。
⑪規格化，性能評価法，標準化
技術規格や性能規格が定められ，標準化が進んでい
ること。
⑫コスト
経済的に導入・維持・運用ができること。
⑬人間や他の機器との役割分担，全体業務計画

人間や他の機器との役割分担を明確化し，全体の業
務計画を容易に行えること。現場での，指揮所や操縦
卓の配置など。
⑭現場への悪影響
ロボットの導入によって現場作業全体の遂行や，現
場の環境条件などに悪影響を与えないこと。現場作業
員からの不満が出ないこと。
⑮現場対応改造
現場で必要とされる機能に応じて，柔軟に改造を行
い，緊急ニーズに応えられること。
⑯配備運用体制
配備運用体制が整備されていること。

4．災害対応ロボットの種類と現状

（1）ロボットの種類と現状
災害にはさまざまな種類があり，それに適用可能と
考えられるロボットの形態も多様である。
①地上移動ロボット（Unmanned…Ground…Vehicle;…
UGV）
車輪型のUGVは，通常車両が走行するような路面
を対象として実用化されている。技術的には，遠隔操
縦や通信が問題である。
クローラ型のUGVは，階段・瓦礫・荒れ地などの
走行を目的として実用化され，PackBot など，海外で
は主として軍事用に実績がある。現場では踏破性能や
信頼性の限界が見られ，より頑丈，軽量で，運動性能
の良いボディや履帯が必要である。
②脚型ロボット
4脚型のロボットは，傾斜地の作業を行うものや，
不整地での運搬用として研究開発されてきた。歩行の
安定性の問題などが解決されてきており，BigDog や
TAITAN…IV など，性能面では実用化が近いものもあ
る。
2脚型のロボットは，従来は災害環境を対象とした
研究開発はあまり行われなかった。米国では最近
PETMANなど不整地における運動性能を重視した研
究開発が行われ，DARPA…Robotics…Challenge のよう
なプロジェクトも行われている。
③パワースーツ型ロボット（Exoskeleton）
災害対応としては重量物運搬などを目的として
XOS…Exoskeleton や HALなどが研究開発され，技術
的には実用に近づきつつある。
④飛行ロボット（Unmanned…Aerial…Vehicle;…UAV）
全長数mの小型ヘリは実用化され，ヤマハ RMAX
など火山災害などへの適用事例も多数ある。通信や安
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全規制の課題がある。
全長数十 cmの超小型多ローター型ヘリは実用に近
づきつつあり，屋内飛行の研究も行われている。強風・
突風時の安定性，狭い構造をぬった飛行，ペイロード，
飛行時間などの課題がある。
全長数十 cmの固定翼機が上空からの災害情報収集
のために実用化されつつある。強風時の挙動や，飛行
時間などの課題がある。
⑤小型潜水艇（Remotely…Operated…Vehicle;…ROV），
自律潜水艇（Autonomous…Underwater…Vehicle;…
AUV）
ROVは国内でも配備が進んでおり，ソナーの性能
向上とともに実用性の向上が著しい。水流の影響，ケー
ブルハンドリング，位置決め，水中の複雑な障害物を
ぬった遊泳などの課題がある。
AUVは水底に近づいて遊泳することが困難，水陸
両用車はケーブルハンドリングの問題がある。
⑥壁登りロボット
平面の鋼構造に対しては技術的実用化段階にある
が，複雑な凹凸や障害物などの踏破能力は未だ不足し
ている。コンクリート構造物等の磁力吸着が不可能な
ケースに対しては，平面以外では吸着力の安定した発
生が困難である。
⑦狭所進入ロボット
ヘビ型ロボットは，蒼竜などが開発され，瓦礫など
への潜り込みが可能であるが，横転しやすく，狭所で
の旋回性能，瓦礫内での位置推定に課題がある。
ビデオスコープ型ロボットとしては，能動スコープ
カメラが開発され，瓦礫内で重力方向への探査が可能
であるが，運動能力の不足，瓦礫内での位置推定など
の課題がある。
⑧地中掘削ロボット
ボーリングマシンのようにマシンや立坑を反力とし
て 3次元方向に削孔する技術は実用化されているが，
地盤を反力として掘削しながら地中を進むロボットは
開発が進んでいない。地中での位置推定に課題がある。

（2）センサの種類と現状
ロボット搭載センサにはさまざまな種類がある。
①映像：カメラ，近赤外カメラ，サーモカメラ，放射
線カメラ，照明，画像認識
カメラ，近赤外カメラ，サーモカメラは，センサの
小型化，高解像度化，高感度化，広帯域化が進み，ロ
ボットへの搭載が容易になってきている。放射線のガ
ンマカメラは重量・サイズ・露光時間が課題である。
②距離：LIDAR，距離画像カメラ，超音波ソナー，レー

ダー，3D認識
LIDAR（レーザレンジファインダー），距離画像カ
メラ，超音波ソナーは精度，解像度，距離，小型化が
進み，ロボットへの搭載が容易になっている。ミリ波
レーダーは自動車用に実用化が進んでいる。マイクロ
波レーダーは，壁の向こう側を撮影する軍事用超広帯
域レーダーや，瓦礫に埋もれた人の呼吸や心臓鼓動を
検知するものが開発されている。3次元認識は自律車
両制御のために研究され，実用化に近づいている。
③音声：マイク，振動計，音響認識
音声認識，音像定位，音声分離などは一般生活環境
では実用化が進んでいるが，騒音環境や，瓦礫内など
で伝搬特性の特定が困難な環境では研究途上である。
④触覚：接触，力，近接，テクスチャー，柔軟性
複雑な手触りやすべりなどのセンシングが可能に
なってきている。
⑤環境：ガス，放射線，塵埃，薬品
小型半導体センサが一般的となり，ロボットへの搭
載が容易である。物質が限定できない場合には，質量
分析計が必要である。
⑥非破壊検査機器
産業用途の機器が実用化されているが，センサプ
ローブを対象物に密着させるなどの必要がある。

5．福島第一原発事故対応に必要なロボット 6）

原子力プラント事故対応ロボットにおいても，情報
収集を主たる目的とするものと，工事や除染などの実
作業を主とするものに大別される。ロボット導入の目
的は，ロボットにより作業を代替し，作業員の被曝や
危険性を最小限に抑えることにある。
ロボットは 1台で多様な作業を行うことはできない
ため，移動・作業プラットフォームを共通化してセン
サやツールなどを交換する方式により，さまざまな作
業ニーズや予期しない事故に備える必要がある。
施設内には，状況把握や計測が困難な場所（高所，
上階，地下，水中など）が多数ある。情報収集のため
には，対象箇所までセンサ（カメラ，線量計等）やサ
ンプリング装置（マニピュレータなど）を移動させて
計測することにより，状況を把握し作業計画に反映さ
せる必要がある。
実作業としては，除染や遮蔽板の設置によって作業
員の被曝を軽減すること，重量物運搬などを支援して
作業負担を軽減すること，配管工事等の危険作業を代
替すること，が重要である。
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（1）調査・モニタリングロボット（図─ 1）
①移動プラットフォーム
原子力プラント内のすみずみまで調査・モニタリン
グ・軽作業を行えるよう，共通で使用可能な高い移動
能力を持つプラットフォームが必要である。
具体的には，45 度の階段，段差，障害物などがあっ
てもプラント建屋上階や地階などすみずみまで移動可
能な地上移動プラットフォーム，障害物や錆などが
あっても高さ 5 mのコンクリートや鉄などの壁面を
移動できる壁移動プラットフォーム，配管や障害物が
あっても建屋内外高所に安全に移動可能な空中移動プ
ラットフォーム，狭隘・屈曲などの条件にかかわらず
配管の内外を移動できる配管用プラットフォーム，配
管や障害物にかかわらず原子炉建屋地下階などの水中
を移動できるプラットフォーム，が必要である。
これらのプラットフォームは，現場で必要とされる
さまざまな環境条件（温度，高線量率，高湿度など）
で動作する必要があり，狭隘部での移動や旋回，軽量・
コンパクト，迅速性などの性能を備えていないといけ
ない。バッテリーは 4時間程度の連続作業を可能とす
ることが望ましく，搬入後すぐに作業を開始できる必
要がある。防塵・防水が必要であり，防爆が望ましく，

除染が容易でなければならない。
②調査・モニタリング・軽作業の機能
原子力プラントにおいては，種々の要求がある。調
査や異常点検としては，作業環境条件，ガス漏洩，臭
い，水漏れ，液体，火災，火花，爆発，亀裂，隙間，
減肉，穴，塗料剥げ，錆，構造損傷，緩み，脱落など
を調べる必要がある。作業のモニタリングとしては，
安全確認，作業環境監視，進捗監視，精度チェック，
路面状況確認，音声対話支援，緊急事態支援，要救助
者支援などを行う必要がある。
そのためには，映像（静止画・動画），音，3次元
形状，線量率，γ線源，温度画像，ガス濃度，温度・
湿度などのセンシングの機能が必要である。また，液
体，ガス，ダスト，粉体，固体，スミヤ式採取，土壌，
植物などをサンプリングできる機能も必要である。ま
た，軽作業（センサの移動，サンプリング，センサの
設置，軽ドア・フタ開閉，軽量物運搬，軽溶接など）
を行う機能が必要である。
調査・モニタリング・点検の結果を集約し，プラン
ト内のどこで何が起きているかを「見える化」する必
要がある。そのためには，各種センサに加えて，セン
サからの情報を図面上に記録する機能，収集情報をリ

図─ 1　原子力プラント内調査・モニタリングロボットシステム
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アルタイム伝送する機能，3次元マッピングする機能，
3次元位置計測する機能が必要である。
通信がプラント内全域で安定して行えることが必要
であり，大容量データの伝送や通信遅れが短い必要が
ある。無線の場合には電波遮蔽体が至るところにあっ
ても通信できるためのアドホック中継機能が，有線の
場合には通信ケーブルが絡まないためのハンドリング
が必要である。
遠隔操作は，操作者にとって容易に高い操縦性を発
揮できることが望まれ，標準化された操縦卓に加えて，
短期で操縦訓練が完了できること，半自律機能などに
よって操縦が支援されること，単純作業が自動化され
ること，操作者が高い没入感を持てることが望まれる。
③試験フィールドでの実証試験，改良による実用性能
の向上
システムを標準試験フィールドで繰り返し試験を
行って改良すると共に，操縦者の訓練を行い，現場で
必要な作業を実用的なレベルで行えるようにする必要
がある。平時から使われるような体制作りが望ましい。
こうしたフィールドを活用して，RoboCup や米国の
DARPA…Robotics…Challenge のような手法により，研
究開発の進捗を見える化し，競争的な環境の醸成に

よって技術革新を促進することも重要である。

（2）作業のためのロボット（図─ 2）
①汎用重作業移動プラットフォーム
作業員に代わって作業ツールを移動させるための移
動プラットフォームが必要である。これは 5．（1）の
プラットフォームと比べて，重量物（数十 kg 以上）
の取り扱いが必要な点が異なっており，そのため比較
的大型でありながら狭隘部での移動旋回が可能な地上
移動ロボットの形態となる。
移動台車は，段差乗り越え機能が必要不可欠である
が，必要に応じて移動能力を拡大するためのレール・
リフター・建機などを併用する必要もある。マニピュ
レータは作業に応じた自由度，ツールの着脱可能，マ
スタースレーブやジョイスティックによる遠隔操作が
必要である。作業によっては，双腕や複数台の協調作
業が有効である。
移動プラットフォームに備えられる通信，遠隔操作，
センサに関する必要要件は 4．（1）と共通である。
②遠隔重作業ツール
遠隔作業には，それぞれの作業に応じて取り替えら
れる作業ツールが必要である。

図─ 2　原子力プラント内遠隔危険作業ロボットシステム
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原子力プラントでは，作業員が入域して安全に作業
ができるようにするために，放射性物質の除染のニー
ズが最も高い。除染のためには，小型瓦礫の除去（大
型瓦礫は建機で除去），吸引による粉塵除去，ジェッ
ト水洗浄回収による付着物除去，コンクリート表面の
ハツリ（機械的手段，レーザなど）による染み込んだ
線源の除去，などの方法があり，現場状況に応じて選
択できなければならない。
建屋内への重量物（放射線遮蔽板，配管工事資機材
等）の運搬支援は重要である。また，被曝量を低減す
るために，汚染物運搬も重要な作業である。
配管等の工事は危険を伴うため，ロボットによる支
援が求められている。具体的には，汚染水フィルタ交
換，配管接続・切断・穴開け，溶接，ボルト締緩，フ
ランジ開閉，バルブ開閉，チェーン切断，汚染水漏れ
処理，リフター・レール等設置，などが必要であり，ツー
ル交換による対応の必要がある。
建機やロボットのメンテナンスは被曝を伴うため，
ロボット化のニーズがある。具体的には，機材の除染，
給油，刃の研削，グリス給油脂，エンジンスタート，
故障修理などである。また，配線作業（電源，通信イ
ンフラ敷設）のニーズもある。

（3）  システム統合化・標準化・試験評価とキーと
なる基盤技術の開発（図─ 3）

①性能試験評価法の確立と，性能試験評価フィールド
の設置
ユーザ側での作業判断や機材選択を容易にし，開発
側での目標・要求仕様・問題点を明確化するとともに，
操作者の訓練基準を定めるために，各ロボットの現場
適用性能や使用条件を定量的に評価できることが必要
である。これにより，防災ロボットの実用化を促進し，
現場配備・作業使用に至る障壁が下がる。
この目的のために，ロジスティクス，運動，センシ
ング，作業，無線，エネルギー，耐環境性，耐久性，
などに関する試験評価方法を標準化することが重要で
ある。また，この基準に則って，性能試験評価フィー
ルドを設置することが必要である。設置場所の選定に
は，被曝なく試験できること，専門家アドバイザ確保
の容易性，運用コストなどを考慮し，実質的な成果を
上げられるようにしなければならない。
②キーとなる基盤技術の開発と検討
簡易的に設置できる高出力のアドホック無線は，さ
まざまな防災ロボットに共通の課題であり，基盤技術
として整備すること，専用の周波数帯域を確保するこ

図─ 3　原子力プラント用緊急対応ロボットのシステム統合化・標準化・試験評価・基盤技術開発
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とによって配備と開発の両面から実用性の高い機材と
していくことが必要である。原子力対応ロボットのコ
ストを抑制するためには，専用品と比べて安価に入手
可能な部品の耐放射線性能に関するデータベースの作
成が不可欠である。
③遠隔操縦卓の仕様，搭載センサインタフェース，収
集情報・作業記録データベースの標準化
投資効率を高め，世界的競争力を確保するために，
オープンアーキテクチャ標準化が必要である。マー
ケットが小さい場合には，複数社が個別に開発を競う
形態は効率的でない。国内外の企業が連合して世界標
準を作ることによって，開発効率を高め，マーケット
の整備を図ることが可能であり，それにより，災害対
応・汎用保全ロボットの実用化と普及を促進できる。

6．事例：Quince の場合 7）

Quince は CBRNE 災害に対応することを目的とし
てNEDO戦略先端ロボット要素技術開発プロジェク
トで開発された。その技術基盤は大都市大震災軽減化
特別プロジェクトで培われた。爆発や倒壊による瓦礫
環境を想定して開発したため，福島第一原発事故の現
場で活用されることとなり，他のロボットでは不可能
な 2階以上の線量や画像等の情報収集を行い，冷温停
止状態の実現や廃炉に向けた取り組みに貢献してき
た。
同プロジェクトの開始にあたっては，次のようなプ
ランニングがなされた。
1）想定シナリオを明確に設定。
2）実証評価による複数開発者間の協調的競争導入。
3）開発者が自社で取り組みたい内容をテーマに。
ここで取り上げた技術課題は，3．で述べたものと共
通しており，以下のように取り組んだ。

（1）運動性能
クローラ機構の前後に独立した 4本のサブクローラ

（フリッパ）を持つ変形クローラ構成を採用した。
RoboCupRescue 競技会などの経験に基づき，ボディ
下に物体が挟まってクローラによる運動制御が不可能
にならないようにボディ全面を覆うようなクローラ構
成とし，サブクローラが狭いギャップに挟まって抜け
なくならないように形状の工夫を行った。また，実用
化版のQuince では，防水・防塵・耐落下性能を確保
するため，駆動系の緩衝機構やシールなどを設け，石・
砂・泥・雪・がれきなどが詰まらないように機械設計
の工夫を行った。70 度の階段の昇降，30 度の階段途

中でのUターンを可能にするため，低重心設計を行っ
た。
これらの性能を改良し，実用化するため，RoboCup…
Rescue 競技世界大会への出場，世界最大の都市災害
救助の訓練施設である Disaster…City での災害対応…
ロボット性能評価訓練会への出場，大規模振動台
E-Defenseでの3階建木造家屋の倒壊試験現場の活用，
東京消防庁立川訓練所の瓦礫におけるデモンストレー
ション，落下試験，砂浜試験，雪中実験などを行い，
問題点の改善を重ねてきた。その結果，RoboCup…2007…
Atlanta 大会および 2009…Graz 大会での運動性能部門
での世界優勝，Disaster…City で 40 m四方に積み上げ
られた木材瓦礫・コンクリート瓦礫の走破，などを果
たし，高い実用性能を実証した。

（2）遠隔操作支援
多くの人が慣れているゲーム用ジョイスティックに
よる操縦方式を採用し，RoboCupRescue や Disaster…
City での走行を通じて，使いやすさを向上させた。
災害現場は不定形であり，自律制御で作業を進める
ことには困難が多いが，知能ロボット技術により操作
者の操縦を支援することは有効である。操作者が環境
状況を容易に正確に認識でき，かつ，操作者が複雑な
操作指令を容易に間違いなく与えられるようにするこ
と，が必要である。
被災家屋では，床が瓦礫状態となって段差やギャッ
プが発生し，複雑な形状の障害物が存在し，電線や建
材が垂れ下がった環境が想定される。ロボットに搭載
した照明に頼らざるを得ないことや，塵埃が降り積
もって色彩に乏しく物体として認識しづらいために，
カメラ映像によって操縦することはしばしば困難であ
る。これを解決するために，周囲環境の 3次元形状を
計測し，視点を変えながら操縦者に提示する方式を開
発した。これは，特に狭い場所の形状とその中でのロ
ボットの位置形状を知ることに役立ち，操縦に有効で
あることが各種実験によって示された。
階段や不整地で調査やモニタリングの作業を行うた
めには，操縦をできるだけ自動化して，操作者に負担
をかけない必要がある。そのため，レーザレンジファ
インダ，あるいは，距離センサとサブクローラの押し
つけ力の計測によって，ロボットの推進方向の路面の
凹凸を計測・推定し，自律的にロボットの速度やサブ
クローラの上げ下げを調節する技術を開発した。これ
により，操作者は単に前後進旋回の指令を与えるだけ
で 30 度程度の階段や不整地なら走行できるように
なった。Disaster…City では，FEMA…TF 隊員がほと
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んど練習なしで，訓練用の倒壊家屋内や列車衝突事故
現場などを容易に操縦できることが示された。
ロボット投入地点から災害地点まで比較的距離があ
る場合には，少数の操作者で多数のロボットを移送で
きることが望ましい。そのため，操作者が操縦画面上
で経由地を次々と指定していき，ロボットがその経路
に追従して動いていく操縦方式を開発した。また，周
囲の障害物や動いている人間などを自動的に避ける機
能を開発し，安全性の向上を実現した。
PCゲームエンジンを活用した操縦訓練シミュレー
タを開発し，パソコン上での操縦訓練を可能にした。

（3）無線通信
地下街 700 m の空間において，複数台のロボット
からの映像や 3次元形状データを収集し，伝送遅延が
少なく違和感なく操縦できるようにするために，有線
無線ハイブリッドアドホックネットワークを開発し
た。ケーブル敷設ロボットによって幹線のネットワー
クを敷設し，アクセスポイントから直接通信し，ある
いは，アドホックネットワークで自動的に中継を行う
方式により，通信遅れを最小限に抑えることができた。

（4）情報統合
複数台のロボットからの情報を収集し，GIS 上に
マッピングできる機能や，GIS 上でデータ統合や認識
処理などを行える機能を実現した。

7．おわりに

本稿では，主として技術的観点から災害対応ロボッ
トのあるべき姿について考察を行った。ここでは述べ
なかったもう一つの重要な点として，配備や運用の形
態，制度や体制などの課題がある。これらの問題が解
決され，ロボットが災害対応や復旧などに広く活用さ
れることを願っている。
…
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多種多数機械を用いた無人化施工システムの開発
福島第一原子力発電所災害復旧工事における遠隔操作

領　木　紀　夫・田　中　敬　二・石　川　利　行

約 20 年前に火山活動を再開した雲仙普賢岳での災害復旧工事を契機に実用化された無人化施工技術は，
遠隔操作化技術を核として ICTの飛躍的な進歩により高度化が進み，土工事を中心として実績を積んで
きた。しかし，多様な災害を想定した場合，従来のショベル系建設機械を中心とした技術では復旧活動が
できない場合が生じ，幅広く対応できる技術が求められている。
今回，従来の無人化技術を基に，原子力発電所復旧工事において，多数の建設機械を同時に遠隔操作す

るシステムを実用化し，さらに大型クレーンの遠隔操作化や吊り下げ式ツール，遠隔燃料給油装置などそ
の支援ツールを開発し，良好な結果を得ている。
本稿ではその内容について報告する。

キーワード：災害復旧，無人化施工，原子力事故，ICT，無線通信，解体

1．はじめに

無人化施工技術は，約 20 年前に火山活動を再開し
た雲仙普賢岳での災害復旧工事を契機に実用化され，
ICT の飛躍的な進歩により高度化が進んできた。し
かし昨今の災害復旧工事は，大規模，市街地，特殊作
業など多様な形態になってきており，無人化施工技術
もさらなる進化が求められ，これら多様な災害復旧に
対応する無人化施工技術を開発してきた。
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では原
子力発電所も被害を受け，その復旧工事は高線量下と
いう厳しい環境であり，完全無人化による施工が必要
となった。そこで今回，これまでの技術を基に多種多
数機械の無人化施工システムを開発し，福島第一原子
力発電所復旧工事に適用した。

2．多様な災害復旧における無人化施工の課題

無人化施工技術は，「人間が立ち入ることができな
い危険な作業現場において，遠隔操作が可能な建設機
械を使用し，作業を行うこと」と定義される。
建設機械の遠隔操作は操作信号やカメラ映像の伝
送，およびネットワーク化が主要な要素となっている。
遠隔操作に使用する電波は一般に特定小電力無線が用
いられてきており，その伝送距離は約 200 m までと
短いこと，また，大容量のカメラ映像データを遅延な

く確実に伝送することが課題であった。そのため，近
年では，ICT の進歩によって操作信号やカメラ映像
の伝送を含めてネットワーク化した無人化施工技術も
開発されている。
また，これまでの無人化施工技術は土工事が中心で
あったが，市街地災害，原子力発電所災害などの復旧
では，複雑な地形での作業やコンクリート造・鉄骨造
の様々な建物の撤去・解体など多様な対応が求められ
る。

表─ 1にこれら多様な災害復旧に必要な技術，解
決すべき課題，その解決方法について整理した。今回，
これらの課題を解決した無人化施工システムを実用化
し，福島第一原子力発電所復旧工事に適用した。

3．  福島第一原子力発電所復旧工事における
無人化施工システムの概要

本復旧工事では，現場から約 500 m 離れた低放射
線エリアに遠隔操作室を設置し，そこから解体用機械
8台を同時に稼動させ，さらに大型クレーン 2台を用
いて作業を進める計画を立案した。また，一部の解体
用機械は高さ約 30 mのステージ上部でも作業を行う
必要があった。
これら条件の下で構築した無人化施工システムを図

─ 1に示す。
本システムは，サイトに配置される大型クローラク

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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レーン，解体用機械，吊り下げ式解体ツールや監視カ
メラなどと，遠隔操作室に配置される操作機器類と監
視モニタ，及びこれらをつなぐ有線・無線のネットワー
クで構成される。
解体用機械は地上 4箇所，構台上 2箇所に設置した
通信基地局と交信し，建屋周囲のあらゆるエリアでの
作業が可能である。大型クローラクレーンには光ケー
ブルによる有線での遠隔操作方式を採用した。また，
通信基地局と遠隔操作室間も信頼性の高い光ケーブル
で接続し，大容量通信を確保した。
また，機械の稼動エリアに対して建物が占める範囲
が広く，死角ができやすいため，固定カメラを 16 台
設置してオペレータの視野を確保するとともに，大型
クローラクレーン装着カメラの映像も共用し，俯瞰的
に現場を見て構内の状況を把握できるようにした。

建屋上部での作業には，大型クローラクレーンで吊
り下げ，クレーンマストに設置した発信機を用いて遠
隔操作を行う機械を開発した。また，構台上で作業を
行う解体用機械の給油のため無人給油装置を開発し
た。本システム上の機械・機器の一覧を表─ 2に示す。
以下に，これらの詳細について述べる。

表─ 1　多様な災害における課題と解決方法

図─ 1　無人化施工システム

油圧ショベル(1.4ｍ3）
(無線遠隔操作)

解体用機械（50ｔﾍﾞｰｽ）
(無線遠隔操作)

構台上カメラ
アンテナタワー

通信基地局

通信基地局

通信基地局 解体用機械（100ｔﾍﾞｰｽ）
(無線遠隔操作)

【遠隔操作室（福島第一構内）】

通信基地局クローラーダンプ（10ｔ）
(無線遠隔操作)光ケーブル

光ケーブル

光ケーブル

クローラクレーン（600ｔ）
(有線遠隔操作)

解体用機械（50ｔﾍﾞｰｽ）
(無線遠隔操作)

構台上カメラ
アンテナタワー

クローラクレーン（600ｔ）
(有線遠隔操作)

表─ 2　ネットワーク接続機械・機器一覧

機械名・機器名 台数
解体用機械 8台
クローラクレーン 2台
吊り下げ式解体ツール 2台
建設機械搭載カメラ用エンコーダ 16 台
建設機械搭載カメラ用接点交換機 10 台
場内固定カメラ用エンコーダ 16 台
場内固定カメラ用操作器 16 台
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4．ネットワークの構築

（1）メッシュ型無線 LAN の採用
災害時は損傷して不通となってしまった有線設備に
代わり，無線設備が様々な用途で多用されるため，無
人化施工に使用できる電波が少ないことが想定され
る。特に 2.4 GHz 帯は一般的な無線 LANで用いられ
ているため影響を受けやすいが，無人化施工ではこの
ような状況下でも安定した通信が必要となる。
そこで，本システムでは，遠隔操作信号のみ従来か

ら使用されている429 MHz帯の特定小電力無線を採用
し，カメラ映像の伝送と切り離すことで，無線不具合
が操作・映像の両方へ影響することを防ぐこととした。
カメラ映像伝送には建築工事で実績のある 5 GHz 帯
のメッシュ型無線 LANを採用した。5 GHz 帯の無線
は，7チャンネルとチャンネル数は少ないが，基地局
を設置する際に申請が必要であり，限定したエリア内
では確実に電波を占用できるため，電波干渉のおそれ
が少ない周波数帯である。
しかし，5 GHz 帯の無線は，高出力で伝送距離が長
いことによる相互干渉や，指向性が強いことによる障
害物の影響（電界強度の低下）が懸念され，適切な基
地局配置が求められる。そこで，表─ 3の確認項目
に沿って実証実験を行い，適切な基地局配置計画を可
能とした。

（2）ネットワーク負荷低減・遅延対策
無人化施工は緊急性を伴うことが多く，設備の設置
作業ですら危険にさらされることになるため，その設
備はよりシンプルであることが望ましい。一方で，建
設機械を遠隔操作する場合にオペレータの目の役割を
果たすカメラの映像は，操作に支障のない解像度を要
し，遅延を最小限に抑える必要がある。
これら大容量データ伝送の課題を解決するために，
以下のような対策を実施した。
①作業に必要な解像度の評価
通常作業時は HVGA 画質で行い，細かな作業は
VGA画質で行う。HVGA画質におけるデータ伝送量
はVGAの半分となるためネットワーク負荷を半減さ

せることが可能となった。
②アナログカメラの採用
アナログカメラ＋エンコーダ・デコーダ方式を採用
することで，webカメラを採用する場合に予想される
遅延，フリーズの懸念を解消する。また，画質設定の
変更を遠隔操作室からできるようにすることで，用途
に応じた設定での効率的なデータ伝送を可能とした。
③フルフレーム送信タイミングの調整
一定間隔で送受信するフルフレーム送信のタイミン
グをずらすことで，データ伝送のピークをカットし，
伝送過多によって通信不具合が発生するリスクを軽減
した。
これらの対策については，映像遅延・画質の確認を

目的とした実機による実験を行った。アナログカメラを
直接有線でつないだ映像と，エンコーダ・デコーダでデ
ジタル変換し無線送信した映像を比較し，作業に影響
のない遅延，画質であることを確認した（写真─ 1）。

（3）不具合発生時対応能力の強化
無人化施工においては，各種不具合発生時に，現場
に立ち入ることなく原因を絞り込めることが重要であ
る。
そこで，システム障害発生時に迅速な対応ができる
よう，「不具合機器探索プログラム」と「メッシュ型
無線 LAN監視プログラム」を導入した。
①不具合機器探索プログラム
このプログラムは，機器ごとの通信状況を確認する
ためのものであり，ネットワーク障害が発生した際に，
どの機器に異常があるかを迅速に探索することができ
る。全ての機器に割り当てられた IP アドレスに向け
て一斉に信号を発信，レスポンス時間を測定すること
で異常がある機器を速やかに特定し，異常のない機器
を青色，異常がある機器を赤色に表示する。写真─ 2

デジタル映像 アナログ映像

写真─ 1　映像遅延の確認状況

表─ 3　無線実証実験確認項目

障害 確認項目

電界強度の低下
　・移動による距離減衰
　・建物陰への移動
　・アンテナ直下での作業

電界強度低下時の映像品質
複数映像伝送時の相互干渉
ハンドオーバー機能
高低差 10 m程度での伝送機能

相互干渉 同一周波数電波の相互干渉
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にこのプログラム画面の一部を示す。
②メッシュ型無線 LAN監視プログラム
遠隔操作建設機械のオペレータは，常に遠隔操作室
でメッシュ型無線 LANを経由した映像を見ながら操
作するため，映像が送り続けられていることが重要に
なる。
そこで，カメラ画像に異常が発生した際に，監視プ
ログラムによりそれが無線の不具合か否かを速やかに
判断し，原因の絞込みを迅速に行えるようにした。写
真─ 3は無線監視プログラムの画面である。

5．多種機械の遠隔操作化

（1）大型解体機の遠隔化
建設機械の遠隔操作では，オペレータが作業状態や
周囲の状況をいかにリアルタイムで，かつ正確に把握
できるかが重要な課題である。そのためには，カメラ
の設置台数と設置位置，ズームやチルトなどの仕様を
見極めるとともに，映像の遅延が操作に影響しないこ
とを事前に検証する必要があった。

写真─ 4は大型解体用機械による遠隔操作の実機
実験の状況である。実証実験においては，複数のオペ

レータによって操作性を確認することを目的に，高さ
20 mを超える建物の解体工事での実証を行った。

（2）大型クレーンの遠隔化
大型クレーンの遠隔操作では，吊り荷の状況や安全
装置から出力される情報など，ショベル系機械に比べ
てより多くの情報を取得することが必要である。また，
これらの情報の途切れ・遅延は大事故につながるおそ
れがあるため，データの伝送は信頼性が高く，遅延も
最小限にとどめる必要がある。
以下に，これらの課題に対応した，大型クレーンの
遠隔化システムを示す。
①カメラの設置

写真─ 5にカメラの配置を示す。ジブ先端カメラＡ
の位置に取り付けられるカメラは運転室で操作する場
合においても用いられるカメラである。クレーンの安
全な操縦を確保するために以下のカメラを追加した。

写真─ 4　大型解体用機械の遠隔操作実証実験

写真─ 2　不具合機器探索プログラム

写真─ 3　メッシュ型無線 LAN監視プログラム

写真─ 5　カメラの配置
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Ｂ　マスト頂部カメラ
　　…マスト頂部に取り付け，吊り荷を旋回させる高
さで，吊り荷の状況を横から映すことが可能で
ある。

Ｃ　運転室上カメラ
　　…運転室の屋根上に取り付け，通常オペレータが
運転室で操作する際の目線の映像を映し出す。

Ｄ　運転室内カメラ
　　…運転席付近に取り付け，クレーンの主電源や運
転室内の警報ランプの状況を映す。

Ｅ　安全装置用カメラ
　　…安全装置の出力データを映すモニタの前に取り
付け，安全装置の情報を映す（写真─ 6）。

Ｆ　ウインチ用カメラ
　　…クレーン後部に取付け，ワイヤーが巻かれてい
るドラムを映す。ワイヤーの乱巻きは重大事故
につながる可能性があるため，常時監視を行う。

なお，Ａ，Ｂのカメラは地上 100 mに位置するため，
420 倍の高性能屋外用カメラを選定した。
②音声マイクの設置
運転室内でアナウンスされる荷重値やジブ角度など
の音声情報を遠隔操作室で把握するため，運転室内に
マイクを配置，音声データとして伝送した。
③操作信号及びカメラ映像の伝送
クレーンの操作信号とカメラ映像の伝送には信頼性
の高い光ケーブルによる有線方式を採用した。旋回す
るクレーンに繋がれる光ケーブルは，クレーンの旋回
に追従する治具を介して接続され，断線の危険を回避
した。また，画素数や圧縮率を調整し，作業可能なま
での遅延，画質とした。　

（3）吊り下げ式解体ツールの開発
建屋上部の飛散したがれきや鉄骨の解体・撤去では，
建屋上部に大型解体用機械を直接載せることができな
いため，「切断する」「つまむ」「すくい取る」という

作業を建屋外周部に設置した大型クレーンから吊り下
げられた機械で行わなければならなかった。「すくい
取る」ことが可能な吊り下げ式機械には，ごみ焼却場
などで使用されている電動油圧式グラブバケットを活
用することができたが，「切断する」および「つまむ」
機械は新たな開発が必要であった。
①吊り下げカッター
一般の解体用機械は，地盤や構台に押し込みの反力
をとり，構造物を切断する。「切断する」機能を持つ
吊り下げカッターには，切断時に機械自体が逃げない
よう，カッター本体に重量を持たせることで切断性能
を確保した。また，カッターを動かす油圧ユニットに
ついては既存油圧ショベルの本体ユニットを転用する
ことで開発期間の短縮を図った（写真─ 7）。

②吊り下げ油圧ペンチ
「つまむ」機械として吊り下げ油圧ペンチの開発を
行った。この機械は「すくい取る」に対応した電動油
圧式グラブバケットの機構を改造した（写真─ 8）。
なお，これら吊り下げ式解体ツールを遠隔操作に対
応させるため，マスト頂部に無線操作基地局を設置し
た。

写真─ 6　カメラＥの映像

写真─ 7　吊下げカッター

写真─ 8　吊り下げ油圧ペンチ
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（4）無人給油装置
従来の無人化施工では，燃料給油に際して建設機械
を補給ヤードまで戻していた。しかし，今回の工事で
は解体用機械が高所のステージ上に設置された場合な
ど，タイムリーに安全な場所へ移動させることができ
ないことから，クレーンによって無人給油が行える装
置を開発し，適用した（特許出願中，写真─ 9）。

給油に用いられる給油タンクはクレーンで吊り下げ
る方式とし，解体用機械に設けたガイドに沿って装着
することで燃料の供給ができるものである。給油口は，
ゴミの浸入や燃料の揮発を防止するため，給油タンク
の装着が完了する直前に自動で蓋が開閉する機構とし
た。また，燃料ケージと透明な給油ホースをカメラで
見ながら給油を行うことで，タンク内に燃料が残って
いないことを確認できるようにした。

6．システムの評価

本システムは，原子力発電所復旧工事において
2011年8月から順調に稼動している。施工中であるが，
各要素技術の評価を以下に示す。
①映像の遅延
懸念された映像の遅延は，実測値で約 0.1 秒と，操
作に支障のないレベルである。
②ネットワークの安定性
ロバスト性を持たせたシステムにより，建物の陰で
も安定した通信を保っている。
③故障モニタリングの効果
不具合時の状態が迅速に判定できて，的確な対応が
採れるため，機械の稼動率向上に寄与している。
④大型解体用機械の遠隔操作
初めて 30 mを超すアームを備えた大型解体用機械
の無人化を行ったが，無人化での微妙な操作に対応す
る動作スピード設定や適切なモニタリングにより，計

画通りの解体能力を発揮することができた。
⑤大型クレーンの遠隔操作
大型クローラクレーンの遠隔操作化は初めてであっ
たが揚重作業上の危険もなく，また大きなトラブルも
なく順調に作業できており，クレーンの遠隔操作化が
確立できたものと考える。なお，通信異常による操作
信号や映像信号の不具合は発生していない。
⑥その他の遠隔操作機器
吊り下げ式解体ツールや，無人給油装置などの開発
により，特殊作業や付帯作業の無人化を実現した。

7．おわりに

今回，多様な災害復旧への対応を目的に ICT 技術
を活用した無人化施工のシステムを開発し，実用化した。
現在，本システムを難度の高い福島第一原子力発電
所 3号機復旧工事に適用して良好な結果を得ており，
無人化施工技術は多様な災害への対応という面でさら
に一歩前進したものと考える。加えて，作業員の放射
線被爆量低減にも大きく貢献している。
今後は，より多様な災害に対応できるよう，個々の
作業に応じた遠隔操作機器，緊急回収などの不具合対
応装置，今回の給油装置のような支援ツールなど，ハー
ド面の開発も遅滞なく進めていくことが重要であると
考える。
…

《参考文献》
… 1）…建設無人化施工協会　技術委員会：無人化施工の推移と展望，建設の

施工企画，11 月号，pp.6 ～ 12，2006 年

写真─ 9　無人給油装置
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3 次元設計データを用いた計測及び誘導システム

星　野　真　吾

近年急速に普及が進んでいる情報化施工とは，建設施工分野におけるイノベーションを実現するICT（情
報通信技術）を活用した新しい施工方法である。情報化施工において欠かすことができない要素がデジタ
ルの設計データであるが，各建設生産プロセスにおいてこのデジタル設計データを活用し，より多くの建
設施工現場で高効率・高精度の施工を行うことが今後の課題とされている。
キーワード：3次元設計データ，情報化施工，測量，トータルステーション，GNSS

1．はじめに

建設施工の現場において精密且つ正確に位置や形状
の計測を行うことができる測量機は非常に重要な役割
を担っている。正確な設計図面を作成し，綿密な施工
計画を立て，その設計を正しく具現化するには正確な
測量が不可欠だからである。その為どんな建設施工現
場においても多かれ少なかれ測量が行われ，今の日本
のインフラが形成されてきた。そして現在では，新た
なインフラ整備の建設施工現場はもちろん，既存の道
路や構造物などの維持・修繕においても測量が欠かす
ことのできない重要な作業の 1つであることはご承知
の通りである。
本稿では，建設施工現場における 3次元設計データ
を用いた測量の意義と効果について考察する。

2．情報化施工の種類と概要

時代の変化に伴い建設施工の方法も形を変えてき
た。新しい手法や工法が次々に生み出され，市場の…
ニーズに見合った機械とシステムが次々に開発されて
きた。それらを融合した代表たるものが情報化施工で
あるが，一括りに情報化施工といっても使用される建
設施工現場によってその種類や目的，活用効果は様々
である。情報化施工技術は大きく分けて「施工におい
て活用する技術」，「施工管理において活用する技術」
に分類される。「施工において活用する技術」は施工
の効率化・高精度化，「施工管理において活用する技術」
は施工管理の省力化・簡素化などが期待される技術で
あり，年々活用される件数が増加してきている。

情報化施工の代表的な作業は以下の通りである。
① 3D-MC（マシンコントロール）
② 3D-MG（マシンガイダンス）　
③TS・GNSS を用いた盛土の締固め管理
④TSを用いた出来形管理

作業者の経験や勘を頼りに行ってきた建設施工にお
いて，設計データを用いた自動制御や誘導システムを
活用することは施工の効率や品質の向上効果の点で期
待されている。
また，施工管理において活用する技術では，盛土の
締固めの度合いや出来形の精度を現場で簡易的に確認
することができ，現場で取得した観測データを作成ソ

図─ 1　情報化施工イメージ図

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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フトに移行するだけで管理図や帳票に起こすことがで
きることから手間とミスの発生を軽減できる。
これらの作業に共通していることは，システムを成
立させるにはデジタルの設計データが必要であり，そ
の設計データが施工品質や施工管理に大きな影響を与
えるということである。

3．情報化施工に用いられる測量機器

情報化施工においてデジタルの設計データが必要不
可欠なことは既に記している通りだが，計測する為の
測量機も同様に不可欠である。現在では建設施工現場
で多く稼働するトータルステーション（以下TS）を
使用すれば距離や角度は計測できるが，マシンコント
ロールを行う場合は，計測する対象が施工現場を縦横
無尽に動く重機であることから，通常のTSではリア
ルタイムに位置を計測することができない。そこで使
用されるのがモーターを搭載した自動追尾タイプの
TSである。この自動追尾タイプのTSは重機のキャ
ビン上に固定されたプリズムを一度捕捉すると，捉え
たプリズムが動けば追尾する機能を有しており，重機
がどのように動いてもプリズムが見えている限り追い
続けることができ，リアルタイムに重機の位置情報の
取得が可能である（図─ 2）。

さらに現在では携帯電話やカーナビゲーションなど
に多く搭載され，通常の生活においても身近な存在に
なっている衛星測位システムも建設施工現場にて活用
されるケースが増えてきた。日本国内では GPS（ア
メリカによって運用される衛星測位システム）という
呼称が多用されているが，建設業界では GPS や
GLONASS（ロシアによって運用される衛星測位シス
テム）など複数の種類の衛星を使用するGNSS（全地
球航法衛星システム）という呼称を用いることが増え

てきている（図─ 3）。
携帯電話やカーナビゲーションの測位精度は通常数
m～数十mの誤差を持つとされているが，建設施工
現場で求められる精度から考えると意味をなさない
ケースが多い。そこで相対測位方式RTK-GPS という
手法を用いて，1～ 3 cm 程度の誤差内になるよう測
位精度を確保しながらリアルタイムに重機の位置を把
握している。

4．  3 次元設計データを用いた計測及び誘導
システムの概要と効果

建設施工現場において測量とは杭設置や丁張設置，
出来形の計測などの為に行われる。設計図面や事前に
事務所で計算した計算書を見ながら巻尺やレベル，
トータルステーションを用いて角度や距離を測り，必
要なポイントに杭を設置する。または設計値と実測し
た値の差を電卓で計算して比較し，施工の出来形の確
認を行う。この方法では現場での測量データの手書き
など手作業が多く，人為的ミスが懸念される。それに
対し，多種の計算機能やデータの記録機能を有する
TS やデータコレクタを使用し，座標値や平面線形，
縦断勾配，横断形状などの 3次元の設計データを取り
込むことで現況測量や横断観測，杭設置，丁張設置な
どに付随する多くの作業において効率化を図ることが
可能であり，人為的なミスの発生確率も大きく軽減さ
せることができる（図─ 4参照）。
ここからは具体的にどんな作業において効果が期待
できるかを説明する。

図─ 2　自動追尾型 TSによる 3D-MC施工イメージ

図─ 3　GNSSによる 3D-MG施工イメージ
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（1）杭の復元
従来の杭の設置作業は事前に求めた逆トラバース計
算書を見ながら角度を合わせ，距離を測って位置の特
定を行う。ここで問題になるのが現場の工事基準点が
亡失するなど何らかのトラブルが発生し，事前に準備
した計算書が現場で使用できない想定外の事態が発生
した場合である。このような場合，現場で測量電卓を
用いて再計算するか，現場事務所に戻って土木 CAD
で再計算する方法が考えられる。どちらにしても労力
と時間がかかり，一時的に現場がストップすることに
なる。しかし，座標値や設計データを管理できるTS
やデータコレクタを用いれば，杭打ちの為の事前計算
は不要となり，その場でデータコレクタが必要な振り
角と距離の計算を行うことができる。また，路線の線
形データを用いることで設置したい中心杭はもちろ
ん，幅杭の誘導もその都度最適な方法を作業者が選択
することができ，ポイントへの誘導に関しても前後・
左右という表示を用いることでスムーズな誘導が可能
となる（図─ 5参照）。

（2）現況測量・横断測量
建設施工現場において工区内の構造物の位置出しや
形状の変化点を測量することは，施工を円滑に進めて
いくうえで非常に重要な作業となる。また，横断図を
作成する為の横断測量も重要な測量作業であり，この
横断データを用いて盛土・切土量を把握することがで
きる。
この観測した全てのデータを手書きし，パソコンに

打ち込む作業は，観測する測点が多ければ多い程時間
と労力を要する。また，観測データの記録間違いやパ
ソコンへの打ち間違いの危険性があり，施工に大きな
支障をきたす恐れがある。記録機能を有する TS や
データコレクタを用いると，観測した角度と距離デー
タを座標値，もしくは中心杭からの離れと標高といっ
た，作業者が求める表示に変換し，現場で簡単に確認
及び記録することが可能である（図─ 6参照）。

図─ 4　道路工事の 3次元設計データイメージ

図─ 5　杭の復元作業時のソフトの画面
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その際に記録された観測データはUSB メモリ等の
記録媒体を用いてパソコンに送ることで，観測結果の
入力間違いなどの人為的なミスが発生しないことも大
きな利点と言える。

（3）出来形管理
国土交通省が策定した「TSを用いた出来形管理要
領」に則った方法で出来形管理を行う施工現場が増え
てきているが，要領策定前の方法で行っているケース
がまだまだ大半である。観測方法もTSを使用する方
法やレベルと巻尺を使うなど色々なケースがあるが，
共通するのは観測したデータを手で記録し，設計値と
の差分を自ら計算しなくてはいけない点である。他の
項目でも述べた通り，手作業は時間と労力を要し，人
為的ミス発生の危険性がある。
しかし，「TS を用いた出来形管理要領」に則った
もしくは準じた手法で出来形の確認を行えば，データ
コレクタ上に実測値と設計値の差分が瞬時に表示さ
れ，出来形の精度を簡単に確認・記録できる（図─ 7

参照）。
また，完成施工物に対して出来形の確認を行うのは
建設施工において必須事項であるが，日々施工物の出
来形確認を行うことで工事の進捗状況を把握すること
も重要であり，情報化施工として指定された作業以外
でも設計データを活用して高効率・高精度の施工を行
うことが理想形であると考える。

（4）検測作業
建設施工現場における検測作業例の 1つとして，重
機で敷き均し作業を行った後に計画通りに施工ができ
ているかどうかを確認する作業がある。例えば，舗装
工事では水糸を張り，そこから巻尺を用いて，仕上が
り面の高さを測定する作業方法がある。

3次元設計データを活用すればこの作業においても
簡素化と高精度の確認が可能となる。先程述べた「TS
を用いた出来形管理要領」に則った出来形管理は，中
心杭や法肩などの変化点を「点」で押さえる測量作業
であるが，「面」として管理できるTIN（ランダム状
に配置されている地形点から三角形群を発生させ，三
角形内の標高は三角平面から内挿する）形式で設計
データを作成することによって，その範囲内であれば
どのポイントであっても設計値との差分をリアルタイ
ムに把握することができる。この方法の最大の利点は
「点」ではなく，「面」での管理が行えるというところ
にあり，施工範囲全体の平坦性の向上に大きく貢献し
ている（図─ 8参照）。

この原理は 3D-MC や 3D-MG においての排土板や
バケットの刃先の位置と設計データとの差分をリアル
タイムに算出する原理と同様であり，施工から管理・
確認までの一連の作業を同じ設計データを用いて行え
ることで更なる効果を発揮させることが可能となる。

図─ 7　TS出来形管理観測結果
図─ 6　横断測量における観測画面

図─ 8　面管理における検測作業
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さらに前述の測量作業は，自動追尾型TSや GNSS
（GPS）測量機を使用することで，1人（ワンマン観測）
で行うことも可能となり，測量作業の省力化にも繋げ
ることができる（図─ 9参照）。

5．おわりに

情報化施工の一部の技術が平成 25 年度から一般化・
実用化となる予定である。情報化施工を実施すること

で請負施工業者はもちろん発注者側においても従来よ
りも手間が掛かる作業が発生するのも事実である。
しかし，それ以上に作業効率や施工品質の向上が期
待できる情報化施工の更なる普及が建設施工の環境を
大きく変えていくことを期待したい。

謝　辞
今回の表題である「3次元設計データを用いた計測
及び誘導システム」は新技術情報システムNETIS に
登録している技術であるが，このたび「平成 24 年度
準推奨技術（新技術活用システム検討会議（国土交通
省））」に選定頂いた。この選定には多くの方に同技術
を活用頂いたことが大きく寄与しており，この場を借
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…

図─ 9　ワンマン観測イメージ ［筆者紹介］
星野　真吾（ほしの　しんご）
㈱トプコンソキアポジショニングジャパン
営業推進部　マーケティング＆サポートグループ
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携帯電話を利用した移動体管理システム
船舶や工事車両の安全監視等に活用

石　田　　　仁

携帯電話は建設業においても保有率が高い ICT機器であり，小型でありながら GPS や加速度センサ，
通信機能など，多くの機能が集約されている。ここで紹介する施工支援システムは 2006 年より，多くの
建設現場で活用してきたものであり，…携帯電話とインターネットを用いることで，ICTシステムの利用が
現場職員の負担にならないことを重視し，手軽に業務を効率化していくことを目指している。本稿では，
施工支援システムの概要を紹介し，さらにその活用例の一つとして，携帯電話を用いた移動体管理システ
ムを紹介する。
キーワード：携帯電話，GPS，移動体管理，インターネット，WEBサーバ

1．はじめに

ICT 機器の進歩は非常に速く，以前に比べ，より
小型でかつ高機能な製品が安く入手できるようになっ
ている。中でも携帯電話の進歩はめざましく，最近で
はスマートフォンやタブレット端末のようなパソコン
の小型版ともいえる高機能な製品も普及しつつある。
また，総務省によれば，日本においても 2012 年 3 月
末現在で，携帯電話の普及率は 1人 1台を超えたとの
ことであり，日常生活において非常に馴染みの深い
ICT機器となっている。一方，建設現場においても，
携帯電話はなくてはならないものであり，ほとんどの
職員が所持し，日頃から利用している。用途としては
音声通話以外にも，メールやWEB検索などの利用頻
度も高い。このように身近でありながら，携帯電話は，
データの入力機能や通信機能を備えていることから，
システム端末としても利用することができる。
このような携帯電話の特徴を活かし，一日の多くの
時間を屋外で過ごす現場職員にも，無理なく利用でき
る施工支援システムの開発に取り組んでいる。

2．携帯電話を利用した施工支援システム

上述のとおり 2006 年に携帯電話を利用したコンク
リートの品質管理システムを構築し，施工支援サーバ
を設置した。それ以降も同じ仕組みを利用して携帯電
話向けの様々なシステムを構築している。このシステ
ムは手軽に利用できるため，これまで多くの現場で導

入し，小規模な現場においても ICT システムの活用
機会が増えている。
以下に携帯電話を利用した施工支援システムを紹介
する。

（1）全体の機器構成
本システムの機器構成を図─ 1に示す。一般的な
WEBサーバとインターネット通信を中心としており，カ
スタマイズや社外の他システムとの連携が容易である。
①施工支援用サーバ
本システムの施工支援用サーバは技術研究所に設置
しており，複数のサーバ機から構成される。WEBサー
バ上では，通信の暗号化機能，携帯電話認証対応のメ
ニュー画面，WEBアプリケーションの動作環境が稼
働しており，比較的容易にアプリケーションを構築す
ることが可能である。
WEBサーバからは，FTP サーバ，メールサーバ，
DBサーバのデータを利用可能で，必要に応じてこれ
らと連携してWEB アプリケーションを構築してい
る。このサーバには標準的なプロトコルをほぼ組みこ
んでいるため，多くの社外システムと比較的容易に
データ連携が可能である。
なお，各サーバ機は技術研究所内以外の遠隔地から
もメンテナンスが可能である。
②インターネットとモバイル通信回線
通信はインターネットおよび通信事業者のモバイル
通信回線を用いる。インターネットを用いるため，パ
スワードや秘密データの漏えいを防ぐために通信の暗

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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号化を行う必要があるが，これも一般的なSSL（Secure…
Socket…Layer）や SSH（Secure…Shell）による公開鍵
認証方式を用いている。
③現場側の利用環境
サーバ上のWEBアプリケーションを利用するため
に現場で用意する機器も，一般的な携帯電話やイン
ターネットに接続可能なパソコンのみである。本シス
テムは，基本的にサーバ上のWEBアプリケーション
のみで機能するが，圏外や地域など携帯電話の通信速

度が十分確保できない場合や，大容量のデータを扱う
場合など，補助的に簡単なアプリケーションをパソコ
ンや携帯電話にインストールする場合もある。また，
山間部等の携帯電話が通じない地域などでは，3G/4G
回線が利用できないため，代わりに無線 LANアクセ
スポイントを設置して運用することも可能である。

（2）ソフトウェア構成
本システムで用いる代表的なソフトウェアを表─ 1

図―1　本システムの機器構成

インターネット

・SSLによるWEB通信の暗号化機能
・SSHによって暗号化されたリモートメンテナンス機能

・携帯電話認証対応のメニュー画面
・FTPサーバ、メールサーバ、データベースサーバと連携した各
種WEBアプリケーション

事務所内屋外 パソコン

全国各地の現場

携帯電話やタブレット端末等

保守担当者

パソコン

※タブレット端末や携帯電話
等も作業内容に応じて利用

SSLやSSHによる
暗号化

NTTドコモ, au, Softbank 等の
モバイル通信回線

弊社技術研究所
ファイヤウォール

施工支援サーバ

DBサーバWEBサーバ メールサーバFTPサーバ

データベース

ファイル共有

ファイル共有

ファイヤウォール

各クライアント端末
・ブラウザ
・JAVA実行環境

・メール機能

表─ 1　本システムで用いるソフトウェア一覧

項目 名称 備考

施
工
支
援
サ
ー
バ

共通部分 RedHatEnterpriseLinux
あるいは互換OS

サーバ用途向けの Linux ディストリビューションのひとつ…

OpenSSH ログオン時のユーザ情報の暗号化，操作内容の暗号化等に用いる
WEBサーバ Apache…HTTP…Server2.2 利用者のWEBブラウザと通信するHTTPサーバ

Apache…Tomcat6.0 HTTPサーバと連携する JAVAアプリケーションサーバ
PHP5.3 WEBページ生成に用いるプログラム言語
OpenSSL HTTP通信の暗号化（HTTPS）に用いる

FTPサーバ Vsftpd ファイル転送サーバ（FTPサーバ）
OpenSSH 暗号化の必要があるファイル転送に用いる

メールサーバ Postfix メール送信／メール転送サーバ（SMTPサーバ）
Dovecot メール受信サーバ（POP/IMAPサーバ）

DBサーバ PostgreSQL8.3 リレーショナルデータベース
PostGIS PostgreSQL の地理情報向け拡張機能

ク
ラ
イ
ア
ン
ト
端
末

事務所内のパソコン WEBブラウザ Microsoft…Internet…Explorer 等
メール機能 Microsoft…Outlook，Lotus…Notes 等

現場の携帯電話等 WEBブラウザ imode ブラウザ他，各端末内蔵のブラウザ
JAVA実行環境 i-appli 他，各端末用のプログラム実行環境
メール機能 各端末内蔵のメール機能

保守担当者のパソコン SSH対応ターミナルソフト SSHにより暗号化可能なターミナルソフト
SSH対応ファイル転送ソフト SFTP，SCP 等の暗号化対応ファイル転送ソフト
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に示す。特殊なソフトウェアは使わず，サーバ上のソ
フトウェアは，ほとんどがオープンソースである。こ
ういった一般的なソフトウェアを組み込むことによ
り，他社のシステムとの連携も行いやすく，拡張も容
易である。
なお，クライアント端末についても，日常使ってい
るものを利用すれば十分で，特別な制限はない。

（3）コンクリート管理への適用例
本システムをコンクリート管理に用いた例を紹介す
る（図─ 2）。この例では，コンクリート打設時の受
入検査結果や，試験室での圧縮強度試験結果をサーバ
上で自動的に図表化しており，結果をリアルタイムに
プラントや現場事務所等で確認することができる。ま
た，自動的に計算処理されたデータを帳票としてダウ
ンロードすることができるため，現場のデータ整理の
省力化が可能である。
このように携帯電話を入力装置として用いることに
より，現場でも利用しやすいシステムとなっている。

3．  GPS 携帯電話を用いた移動体管理システム

安価な GPS の普及，工事の安全対策のニーズ等か
ら，車両や船舶の位置を監視する運行管理システムや
航行監視システムが，一般的となってきている。この
ようなシステムは，以前はパソコンや PDAなどを車
両や船舶に搭載することが多かったが，現在では，

GPS 携帯電話等の簡易な機器に対応したシステムが
各社からリリースされている。

図─ 3は 2009 年に，数十台単位の工事車両の運行
管理を，低価格で実施するために構築した移動体管理
システムであり，これもGPS携帯電話を利用している。

（1）基本的な機能
本システムの基本的な機能は，①経路逸脱，②安全
運転状況，③指定エリアへの接近や進入，④速度超過
等の監視である。多くの場合は，これらの監視結果に
合わせて自動的に音声案内や警告を行っている。他に
も，位置情報や時刻，加速度センサを利用した判定で
あれば，サーバでの自動音声案内／警告が可能である。
①経路逸脱
あらかじめ地図上で指定した経路を走行しているか
どうかを監視する。指定した経路を外れた場合に警告
を行うことができる。経路は往路と復路を個別に指定
したり，また，それぞれ複数の経路を指定することも
可能となっており，個々の現場の状況に応じて細かく
設定することができる。
②安全運転状況
急加速，急ブレーキ，急ハンドルといった危険運転
を検出し，警告を行う。これらの検出は，道路の状況
によりやむを得ない場合も多いため，回数を記録し，
例えば一日に一定の回数を超えた場合に警告を行うと
いう方法もある。

図─ 2　コンクリート管理への適用例

コンクリートの打設現場

当社技術研究所

施工支援サーバ

インターネット
＋

モバイル通信回線

写真 グラフ 表

帳票ﾌｧｲﾙ自動生成
WEB画面自動生成

自動生成された
検査結果・管理表・管理図をﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ

現場事務所
プラントの出荷担当

試験室
強度試験結果

を登録
受入検査結果を登録

受入検査結果を
リアルタイムに閲覧

登録されたデータ
から自動計算

受入検査結果をリアルタイムに閲覧
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③指定エリアへの接近や進入
あらかじめ地図上で指定した範囲に対して，接近し
た場合や進入した場合に検出し，音声案内や警告を行
う。
④速度超過
移動速度を算出し，速度に合わせて音声案内や警告
を行う。速度のしきい値は，範囲によって個別に指定
することができる。
音声案内や警告の例を表─ 2に示す。表─ 2のよ
うな自動判定の他，事務所のパソコンから手動で任意

の音声案内／警告を行うことも可能であり，現場の
ニーズに合わせやすいシステムとなっている。
各車両の運行状況は事務所のパソコンで監視するこ
とができ，また，現場担当者の携帯電話にも，メール
で警告内容を通知することができる。
以上のように，本システムは，携帯電話を用いた簡
易なシステムでありながら，運転マナーをトータルに，
かつリアルタイムに監視することができる。
なお，安全用途以外にも，本システムをコンクリー
ト打設時の運搬時間管理，土砂運搬時の運搬台数集計，

表─ 2　音声案内や警告の例

種類 説明 例

案
内

位置 指定範囲に近付いた時や進入した時にあらかじ
め設定した音声案内

・スクールゾーンです。
・この先右折禁止です。
・右側に○○中学校があります。注意して下さい。

時刻 指定時刻になった時にあらかじめ設定した音声
案内 ・通勤時間帯です。○○橋の通行を中止して下さい。

警
告

経路逸脱 指定の経路を外れた場合 ・指定の経路を外れています。○○号線に戻って下さい。

速度超過 区間ごとに設定した速度を超えた場合 ・速度超過です。注意して下さい。
・速度を落として下さい。○キロ制限です。

アイドリング 長時間のアイドリングを行った場合 ・停車中のアイドリングを控えて下さい。
・アイドリングが 10 分を超えました。

急ハンドル 乱暴なハンドル操作を行った場合 ・急ハンドルを検出しました。注意して下さい。
・急ハンドルの回数が○回を超えました。注意して下さい。

急ブレーキ 急ブレーキ操作を行った場合 ・急ブレーキを検出しました。注意して下さい。
・急ブレーキの回数が○回を超えました。注意して下さい。

急加速 急加速操作を行った場合 ・急加速を検出しました。注意して下さい。
・急加速の回数が○回を超えました。注意して下さい。

図─ 3　移動体管理システムの例（工事車両の運行管理システム）

経路が違います。

○○号線に戻って
下さい。

既定のルート

スクールゾーン
事務所のパソコンで
運行状況を閲覧

担当者の携帯電話に
警告内容を通知

50キロ制限です。

速度に注意して
下さい。 急ブレーキを検

出しました。

注意して下さい。右手に○○小学校
があります。

直進して下さい。

○○小学校

当社技術研究所

施工支援サーバ

位置情報データ
から自動判定

インターネット
＋

モバイル通信回線

基本的な監視内容
・経路逸脱

・安全運転状況

・指定エリアへの接近や進
入
・速度超過

他、サーバでの自動判定を
行い音声案内を発信

車両の位置情報

音声案内/警告等



建設の施工企画　’12. 11 47

CO2 削減のためのアイドリングの監視等に活用してい
る事例もある。

（2）車両への設置方法
本システムは，図─ 4に示すように GPS 携帯電話
をダッシュボード等に置くだけで動作する。このため，
日々入れ替わる工事車両に対しても適用しやすい。写
真─ 1に工事車両への配付状況を示す。
このような方式に対し，デジタコ等に GPS や通信

機能を搭載した製品も販売されているが，こういった
装置は高機能である半面，配線作業（写真─ 2）を必
要とする。この取り付けには 1台あたり半日から一日
以上かかることも多く，車両の入れ替わりがある場合
には導入しにくい。

（3）船舶への設置方法
本システムは，サーバ上のアプリケーションを容易
に書き換えることができるため，工事車両だけでなく，
船舶の航行監視等にも広く活用することができる。船
舶に対応する場合，大まかな変更点は，背景の地図，
音声案内の内容程度であり，多くの場合，工事車両よ
りも単純な設定で済む。
なお，必要に応じ，AIS（Automatic…Identification…

System：船舶自動識別装置）情報や，レーダー情報
との連携を行っている。
設置については，写真─ 3のように車両の場合と
同様で，窓際にGPS携帯電話を置くだけでよい。なお，
この例では，携帯電話からの自動音声案内を行ってお

図─ 4　GPS携帯電話の設置イメージ

○○小学校が
近くにあります。

気をつけて運
転して下さい。

シガーソケットから
電源を取る

写真─ 1　工事車両への配付状況

GPS携帯電話

携帯電話の配付管理台帳
配付先の記録

出発前に配付

写真─ 2　デジタコ等配線を必要とする装置の取り付け作業の例
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り，音声が聞こえにくい場合は，状況に応じて，この
ように外付けスピーカーを利用することもできる。

4．おわりに

以上のように，当社では携帯電話を用い，できる限
り現場の負担にならないような簡易なシステムで，現
場の安全性向上や省力化を検討している。本システム
は，自社サーバに機能を集約し，特殊な設備を用いな
いことから，現場での設置環境が非常にシンプルであ
り，また，使い慣れた携帯電話を入力やデータ収集に
用いることから，従来の施工管理システムに比べ，利
用者にとって非常に馴染みやすいものと思う。そして，
このような簡単なシステムであっても，建設現場の
様々な場面に広く提供していくことで，大きな効果が
得られるものと考えている。今後も，本システムによっ
て小さな省力化や機能向上を積み重ねることにより，
現場担当者が，より効率的，かつ効果的に現場管理を
行えるような環境を実現していきたいと考えている。
なお，最近では，建設業向けのクラウドサービスが
普及しつつあり，ネットワーク上に建設業向けのシス
テムが提供されつつある。このような形態で多くの建
設現場用のシステムが提供されていけば，煩雑であっ
た導入作業も簡単になり，例えば以下のような使い方
も実現できるかも知れない。

①現場職員がインターネットで，多様なクラウドサー
ビスの中から現場条件に合ったサービスを見つけ，
ユーザー登録をしていくと，選択した内容に応じて
即座に統合システムの導入が完了する。
②現場職員がレンタルした計測装置の電源を入れる
と，特に操作をしなくともインターネットに接続さ
れ，クラウドサービスと同期し，パソコンや携帯電
話等から，機器の設定やデータの閲覧が可能になる。
このような，システムや計測装置をより簡単に活用
できるサービスについては，今後の各計測機器メー
カー等の取り組みにも期待したい。
…

《参考文献》
… 1）…石田　仁，「五洋建設における携帯電話を用いた建設現場支援システ

ムの運用～汎用性の高い IT ツールとして広く適用～」（2008 年度……
NEC…C&Cシステムユーザー会論文）

… 2）…石田　仁，「携帯電話を活用した建設現場の管理システム」（2007 年 4
月号…コンクリートテクノ…セメント新聞社）

写真─ 3　船舶への設置状況（自動音声案内による航行安全システム）

携帯電話

携帯電話

ミニスピーカー

携帯電話

［筆者紹介］
石田　仁（いしだ　ひとし）
五洋建設㈱
技術研究所　土木技術開発部　耐震構造チーム
担当課長
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バックホウ 2D マシンガイダンスシステム

小　林　一　年

バックホウ 2Dマシンガイダンスシステムについて 3Dマシンガイダンスシステムとの違いを説明する。
さらに，海外でのバックホウ 2D／3Dの普及状況や導入事例，および国内事例を紹介し，2Dマシンガイ
ダンスシステムの概要や導入のメリットを説明する。
キーワード：バックホウ，マシンガイダンス，2Dと 3D，情報化施工

1．はじめに

国土交通省が，平成 20 年 8 月に情報化施工推進戦
略を発表し，各地方整備局でマシンコントロール（以
下MC）／マシンガイダンス（以下MG）の試験施工
が始まり，平成 22 年 8 月に重機のMC／MGに関し
ては，モータグレーダが平成 25 年度一般化に向けて
普及の推進を図る技術として決定している。一方，ブ
ルドーザやバックホウ等は，実用化に向けて検討して
いる技術ではあるが結論が出ていない。
本稿では，バックホウ 2Dマシンガイダンスシステ
ムの実用性について，海外情報や国内活用事例を紹介
する。

2．  バックホウマシンガイダンス 2D と 3D の
違いについて

バックホウ 3DMGシステムは，昨年度で 50 件以上
（国交省統計）の実績があり，システムの概要につい
て知っている人が多数存在すると思われる。ここでは，
よく問い合わせを受ける 2Dと 3Dのシステムの違い
について説明する。
2DMGシステム（図─ 1）は，バケット刃先の高さ
の基準を一度設定する必要があり，その基準高を使用
した相対的なシステムである。一方，3DMGシステ
ム（図─ 2）は，マシンの位置を決定するGNSS セン
サを使用することによりバケット刃先の座標を決定す
る絶対的なシステムである。
施工条件の違いについて表─ 1に示す。

図─ 1　バケット刃先を基準とした相対的なシステム

図─ 2　バケット刃先の座標を常持った絶対的なシステム

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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それぞれのメリットについては
2Dガイダンス：
・……従来方法の丁張りやとんぼを活用するため導入が
容易。
・……3D に比べて導入コストが安く小規模から導入可
能。

3Dガイダンス：
・……丁張り・とんぼ不要による設置コストの削減。
・……複雑な設計でも 3次元設計を使用することにより
丁張りなしで対応可能。
・……バケット最下部の履歴を記録することが可能で，
浚渫工事ではどこのエリアの掘削が完了している
かがわかる。また，土量計算にも使用可能。
・……大規模な工事での効果が期待できる。
等である。
尚，実際の掘削スピードに関しては，2D／3Dもあ
まり変わりはなくどちらの場合も現場の状況により
20 ～ 50％効率アップされるが，3Dを使用した場合は
掘削作業スピード以外の部分でのコスト削減が期待で
きる。

3．  海外のバックホウマシンガイダンスシス
テムの普及状況

海外のバックホウガイダンスシステムの普及は，約
16 年前から 2DMGシステムがスタートした北欧が顕
著である。2011 年度は，新車販売されたバックホウ
の約 50％が 2DMG システム，約 15％が 3DMG シス
テムを装備した状態で販売されている。特に 2DMG
システムの普及率が高いのが日本の状況と大きく違う
ところである。海外でのMC／MGシステムの 1D／
2D／3D／4D（4D は時間を含む）のセグメント別普
及状況（図─ 3）を見た場合，技術的に比較的簡単で
導入負担の少ない 1D／2D システムが 80％を占めて
いる。
3Dシステムは現場での柔軟性やオペレータの直接
施工（丁張り・水糸なしなど）を支援するものである
が，一方，導入には次のような項目が必要とされる。

・……3D より高い導入の初期投資またはレンタル費
・……設計データの準備
・……厳格なデータ管理（設計データの更新）
欧米の建設会社がMC／MGシステムの導入を検討
した場合，比較的導入のハードルが低く，少ない投資
で効率を上げる 2Dシステムを最初に導入する傾向が
あり，北欧でもバックホウの普及状況についても同じ
ような状況である。

写真─ 1はヨーロッパの現場事例である。現場で
はバックホウMGシステムが 3 台稼働している。こ
の現場の場合は，3Dシステム 1台，2Dシステム 2台
のフォーメーションで施工している。写真ではわかり
づらいかもしれないが，3Dを導入しているため丁張
り水糸なしでの作業がほとんどである。このときの
2Dシステムの運用方法は，
① 2Dシステム施工のために 3Dシステムのバックホ
ウが切り出し位置（法肩や法尻等）にバケットで印
を付ける。
②その後，2Dシステムのバックホウがその切り出し
位置を基準に施工。
③ 3Dシステムは単独で通常施工。
この方法により，追加で 3Dシステムを導入するこ
となく，少ない投資ながら高い作業効率を実現してい
る。

図─ 3　セグメント別普及状況

写真─ 1　ヨーロッパの現場事例

表─ 1　2DMGと 3DMGの施工条件の違い

施工条件 2Dガイダンス 3Dガイダンス
３次元設計 不要 必要
丁張り・とんぼ
（切り出し位置または高さ
基準）

必要 不要

現場の規模
小規模から
大規模

中規模以上
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4．2D マシンガイダンスシステム概要

（1）概要
バックホウの 2DMGシステム（図─ 4）は，車体
の前後の傾きを補正する角度センサとブーム，アーム
とバケットに角度センサを利用してバケットの刃先位
置（高さ及び水平距離）を計算するシステムである。
システム（図─ 5）は，オペレータが設定した高さ／
勾配の基準に対しての差を，数字または音でガイダン
スを行う。尚，実際の掘削作業では，オペレータはバ
ケットを見ながら作業を行うため，リモートディスプ
レイの活用や音で判断しながら掘削を行っている。こ
れにより，従来，オペレータの感覚で掘削を行ってい
た作業が，オペレータの熟練度に左右されることなく
施工することができ，現場の効率が従来工法と比べて
20 ～ 50％アップする。

（2）特長
　（a）……バケットの高さ精度：0.7 m3 クラスで± 2 cm

（バックホウの腕の長さの 0.2％）
　（b）簡単な操作
　（c）水深 20 mまでの防水機能
　（d）……ブレーカの使用を可能にする耐震性（20,000 G）
　（e）3Dシステムへのアップグレード

（3）主な使用方法
溝掘り、
深さ／長さ
オフセット設定

複雑な断面の
記録および移動

重機の高さ位置を回
転レーザーより決定

高さ／深さ
警告アラーム

水面下＆見えない
場所の切り盛り作業

単・複合勾配
切土／盛土

X% Y%

（4）操作方法
法面を掘削する場合の設定方法について簡単に説明
する。
（a）……バケットを掘削断面に正対させて法面の切り出

し位置にバケットの刃先を置き，高さのゼロ
セットを行う。

（b）……オペレータが設計勾配（例えば 1 割 5 分）を
設定する。

（c）……バケットを前後に動かすとバケットの刃先と設
計勾配の高さの差がディスプレイ表示される，
または，オペレータにリモートディスプレイや
音で高い・低い・オングレードをガイドする…
（図─ 6）。

（d）……オペレータは，リモートディスプレイの表示
にしたがってオングレードになるようにバ
ケットを操作すれば，設計勾配どおりに仕上
がる。

5．活用事例

（1）事例 1　河道掘削工事
写真─ 2は，大阪を流れる一級河川の大和川の河
口部において例年実施されている河道掘削工事の事例
である。現場条件は，河川幅約 200 m，水深 1.8 m ～…
2.0 m，日中の潮位変化は 1 mである。従来工法では，
潮流により変化する水位を測定しながらの作業で，不

図─ 4　2Dマシンガイダンスシステム

図─ 5　システムパネル

図─ 6　リモートディスプレイ
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可視での掘削作業，余掘など，改善すべき問題があっ
た。バックホウ（1.4 m3 クラス）3台に 2DMGシステ
ムと回転レーザーを組み合わせて浚渫を実施した。今
回のケースのようにバケット刃先で高さの基準を取る
ことが難しい場合には，図─ 7のように回転レーザー
を使用する。回転レーザーを高水敷に設置し，この回
転レーザーの高さを基準に掘削断面までの深さを決定
する。これにより潮位に左右されることなく施工する
ことができる。この現場では地山から 1.2 m まで掘削
する必要があったが，平均して約 20 cm の余掘で管
理することができ，工期が厳しい中，スムーズに施工
が進んだ事例である。

（2）事例 2　土砂災害緊急対策工事
写真─ 3は，熊野川（通称　天の川）清水地区土

砂災害緊急対策工事の事例である。現場は，斜面の崩
落現場での防護土堤作成作業が目的で，工事の内容は，
・作業道設置：674m
・作業道法面整形・養生：6,550 m2

・法面掘削・排土工：33,600 m3

・法面工：29,400 m2

現場は，まだ崩落の危険があるため，崩壊側（写真
の左側）へ作業員が入ることのないように 2DMGを
導入した事例である。この現場は現在も作業中である。

6．おわりに

国土交通省は，バックホウ 2D／3Dマシンガイダン
ス技術を，ブルドーザMC技術とともに実用化に向
けて検討を進める情報化施工技術として挙げている。
これまでのバックホウ 3DMG施工の実績は，冒頭で
述べたように 50 以上ある。一方，バックホウ 2DMG
技術は，国土交通省試験施工はかなり少ない状況であ
る。
小規模の現場でも導入がしやすく，導入効果の高い
バックホウ 2DMG技術の試験施工を増やし，一般化・
実用化に向けてさらに進むことを期待したい。
…

写真─ 3　防護土堤作成工事

［筆者紹介］
小林　一年（こばやし　かずとし）
ライカ…ジオシステムズ㈱
マーケティング本部
マシンコントロール担当マネージャー

写真─ 2　大和川河道掘削工事

図─ 7　回転レーザー
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簡易 VR を用いた「次世代無人化施工システム」の開発
建機の遠隔操作に VR を導入し，作業効率を改善したシステム

古　屋　　　弘・清　水　千　春

建設分野におけるロボット化は急速に進み，数多くのシステムが実用化されてきた。その中でも特にめざ
ましい活躍を遂げたロボット技術の代表として，無人化施工は困難な場所での施工のほか，災害復旧等に
おいて大いに活躍している。この無人化施工は，災害が多発する日本で独自に発展した技術であり，災害
復旧時においては二次災害の危険が想定される範囲内を施工するために，遠隔操作により工事を実施する
ような場合に用いられることが多い。しかし，無線遠隔操作に基づく無人化施工では，有人操作時よりもオ
ペレータの取得可能な情報量が少ないことによる施工効率の低下や，高度な熟練技術が必要で操作を行え
る技能オペレータの確保が困難であるといった問題があった。これらの課題解決の一つの手法として，筆
者らは最新の無線通信技術，3Dおよび体感型操作環境（簡易バーチャルリアリティー）の活用による「次
世代無人化施工技術」を開発し，その効果を検証するために，バックホウ及びクローラキャリアを利用して，
がれきの破砕・積み込み・運搬・荷下ろしの重機動作の検証と，施工効率を確認する実証実験を実施した。
実験の結果，従来型の無人化施工に対して 20％の作業効率向上が確認され，長距離伝送性能の実用化

に向けての無線中継技術に関する実用性も確認することができた。
キーワード：無人化施工，バーチャルリアリティー（VR），体感型操作環境，3次元

1．はじめに

近年，特に災害復旧の初動段階において，二次災害
等の恐れにより作業員が入れない場所や，人体に危険
を及ぼす環境での作業の実施に対して，「無人化施工」
のニーズがさらに高まりつつある。無人化施工は災害
が多発する日本で独自に発展した技術であり，例えば，
土石流等による二次災害の危険が想定される範囲内の
復旧作業時に，安全な場所から建設機械等の遠隔操作
により工事を実施する施工システムである。
無人化施工技術は年々機能や操作性も進歩し，数多
くの現場で利用されてきているが，無線遠隔操作に基
づく無人化施工では，有人操作時よりもオペレータの
取得可能な情報量が少ないことによる施工効率の低下
や，高度な熟練技術が必要で操作を行える技能オペ
レータの確保が困難であるといった問題があった。ま
た，災害の種類によっては，より遠隔地からの操縦も
必要となり，各種情報や制御信号を含むデータの長距
離伝送に関する課題もうかびつつあり，これらの解決
に向けた実験も行われている 1）。
これらの課題解決のために，筆者らは最新の無線通
信技術，3Dおよび体感型操作環境（簡易バーチャル
リアリティー）の活用による「次世代無人化施工技術」

を開発し，実工事への適用に向けて，新しく開発した
システムの効果に関する検証実験を行った。

2．無人化施工の進展と建設を取り巻く状況

無人化施工技術は，ロボット技術の一つとして発展
し，今日さまざまな現場で活躍するに至っている。こ
の技術の発展には災害対策に対する，安全且つ確実な
施工を実施するニーズがあった。特に近年は地震，豪
雨，噴火災害など大規模災害が各地で発生し，それに
対する対策に無人化施工が適用されている。
我が国の土木工事に無人化施工技術の基本原理であ
る遠隔操作型の建設機械が導入されたのは，1969 年
の富山大橋の復旧工事であった。この時の遠隔操作は
目視操作で行われたようであるが，水中作業を安全に
行った技術は，その後の無人化施工技術の基礎になっ
たと言える。その後，この技術が大きな進歩を遂げた
のは，1993 年の雲仙普賢岳噴火後の復旧工事への適
用を目的とした「雲仙普賢岳試験フィールド事業」で
あった。この時に現在の機械技術，通信技術，情報処
理技術が融合したシステムとしての無人化施工技術が
確立したと言える 2），…3）。これ以降の無人化施工の技術
の発展を図─ 1に示す。

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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その後，我が国は不幸なことに，表─ 1に示すよ
うな数多くの自然災害にさらされ（1992 年から 2011
年まで記載），多くの被害を受けている。これらの災
害復旧や社会インフラの再構築にも無人化施工技術は
大いに活躍している。
このように無人化施工は災害復旧に対する活躍も大
きいが，高度な技能や高い習熟度を有する作業員の不
足に対しての技術的対応という面もある。例えば，図
─ 2に示すように建設業の就労者の高齢化と若年労
働者の不足傾向は，他産業に比較して悪化しており，
震災復興に関わる建設需要のほか，今後対応を迫られ
る国内の社会インフラの老朽化に伴う補修やリニュー
アルに対しての需要に答えられなくなる懸念もある。図─ 1　無人化施工技術の変遷（1993 年以降）

年 大規模災害 建設関連の事項

1992
建設投資ピーク　84 兆円，GPS を用いた転圧管理…実用
化始まる

1993 北海道南西沖地震（7月），平成 5年 8月豪雨（鹿児島県）（8月）
無人化施工技術の開発（鹿島建設，大成建設，西松建設，
熊谷組，フジタ），無人化施工（試験開始：雲仙）

1994 北海道東方沖地震（10 月），三陸はるか沖地震（12 月）
大型土木工事における遠隔制御システム－雲仙普賢岳無
人化施工（大成建設，フジタ，大本組，鹿島建設）

1995 兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）（1月）
GPS を用いた土工管理システム開発（大林組，鹿島建設，
大成建設，住友建設，大日本土木）

1996 海外建設受注高史上最高（1兆 5,926 億円）
1997 鹿児島県出水市針原川土石流災害（7月） 建設業就業者数ピーク 689 万人
1998 高知豪雨（9月）
1999 6.29 豪雨災害（福岡・中国地方）（6月）

2000
有珠山噴火（3月～），三宅島噴火：全島避難（7月～），東
海豪雨（9月），鳥取県西部地震（10 月）

2001 雲仙・水無川の導流堤完成
2002 3 次元データを用いたマシンコントロール実用化

2003 宮城県北部地震（7月），十勝沖地震（9月）
国土交通省「TS・GPS を用いた盛土の締固め情報施工
管理要領（案）」施行により，土工における情報化施工
が進展しはじめる

2004 新潟・福島豪雨／福井豪雨（7月），新潟県中越地震（10 月）
GPS を用いた締固め管理システムの開発（大林組，大
成建設，鹿島建設，前田建設，住友建設，大日本土木）

2005
国土地理院国内 1,200 点の GPS データを配信サービス
開始（7月），「オフロード法」の公布（5月），「改正廃
棄物処分法」「公共工事品質確保推進法」施行

2006
平成 18 年豪雪（日本海側），平成 18 年 7 月豪雨（九州・中部）
（7月）

2007
能登半島地震（3月），新潟県中越沖地震（7月），福岡県西
方沖地震（9月）

2008
岩手・宮城内陸地震（6月），平成 20 年 8 月末豪雨（紀伊半
島～関東）（8月）

2009 平成 21 年 7 月中国・九州北部豪雨（7月）
2010 西日本豪雨災害（7月）

2011
東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）（3月），紀伊半島豪
雨災害（9月）

表─ 1　近年の国内の災害
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さらに，若年層の建設産業就労者の減少は，次世代へ
の技術継承のみならず，ICT などの導入に向けての
リテラシーの向上といった観点からも憂慮すべき事態
である 4）。
このような建設業を取り巻く環境の中で，無人化施
工へのニーズは増えつつある。しかし，現状では無人
化施工に対応できるオペレータは少なく，新しいオペ
レータ育成は必要であるにもかかわらず，技能習得の
チャンスが少ないといった状況である。また，無人化
施工を必要とする災害復旧工事では，近年では特に難
易度の高い作業が要求されることが多く，図─ 2に
示すような建設業の若年就労者不足に伴い，無人化施
工に対応したオペレータを確保できないことも考えら
れる。

3．無人化施工が抱える課題

無人化施工は，これまで述べたように災害復旧やそ
れに伴うインフラの構築において，人間が立ち入るこ
とが困難な場所での施工に活躍してきたわけである
が，遠隔操作を行う手法として「直接目視」と「映像
システム」を用いる方法がある。
直接目視操作は重機の近傍からの操作を前提として
おり，設備がシンプルで導入しやすい反面，建設機械
の死角により操作効率が低い。しかし，オペレータが
通常の操縦席から見えないような場所を作業ターゲッ
トとする場合は威力を発揮する。
一方で映像システムは，設備が複雑になるが施工効
率は直接目視方式より向上する。もちろん遠隔からの
操作を前提としており，災害復旧を本格化するような
場合はこのようなシステム化を用い施工を行うことと
なる。近年では，この無人化施工は 30 km…以上離れ
た場所から施工が可能となっているが 1），災害対応に

適用する場合には近年では無人化施工対応の機械の不
足や，これに対応したオペレータの不足といった課題
もでてきている。

4．  VR を用いた次世代無人化施工技術の開発
目的

3 章で述べた幾つかの課題解決のために，筆者らは
最新の無線通信技術，3Dおよび体感型操作環境（簡
易バーチャルリアリティー）の活用による「次世代無
人化施工技術」を開発し，その効果に関する検証実験
を行った。
従来の無人化施工技術は，オペレータ席からの映像
を映す車載カメラと，作業エリアを俯瞰して映し出す
2系統のカメラの両者の映像情報を用いて遠隔操縦を
行うものであるが，今回開発したシステムは操縦性の
向上およびそれに伴う作業効率の向上を目指し，さら
に以下の技術を盛り込み，実用化に向けての実験を実
施することとした。
① 3Dカメラ等の活用…:…通常の遠隔操作に活用されて
いるモニタリングカメラのほか，3Dカメラ，全方
位カメラを利用し，視覚情報を増大させることによ
り操作性能を向上させる。
②VR（バーチャルリアリティ）の導入…：…視覚情報の
みならず現場での作業音，重機の振動・傾斜をセン
サで取得し遠隔操作席で再現することにより，オペ
レータに現場からの情報を実感的に与えることで，
操作環境を通常の運転席に近づける。
③大きな情報伝送量の試験…：…最新のデジタル無線シス
テムを活用し，画像や動作環境など多くの情報を活
用できる環境を実現する。また，長距離遠隔操作を
視野に入れ，中継局を利用した遠隔操作も実施する。
④遅延対策…：…映像系統と操作系統を分離し，各系統の
データ処理の遅延を最適化することにより，スムー
スな操作を実現する。特に 3Dカメラを搭載した
1.4 m3 バックホウ（後述表─ 2参照）では，通常カ
メラと 3Dカメラの系統を分離し，トラフィックを
分散することにより遅延を防止することとした。
⑤フェイルセーフ…:…通信障害などの無線の一時的な不
通においても，重機同士の接触が起こらないように，
スタンドアロンで動作する衝突防止（接近）センサ
を装着し，安全対策を実現することとした。
これらの目標を実現するために，新しい技術を搭載
した「次世代無人化施工システム」を構築し，その効
果を検証するために，バックホウ及びクローラキャリ
アを利用して，コンクリート製のがれきの破砕・積み

図─ 2　建設業における就労者の年齢構成（資料：総務省「労働力調査」）
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込み・運搬・荷下ろしの重機動作の検証と施工効率を
確認する実証実験を実施した。実験においては，施工
効率の比較を行うために，通常の有人操作および有視
界での無線操作による作業も行った。

5．実証実験の内容

前章の目標の実現に向けて，新しい遠隔操作のシス
テムを開発し，2012 年 1 月に埼玉県川越市のテスト
ヤードにて施工試験を実施した。この実験では，コン
クリート製のブロック（がれきに相当）を破砕，運搬
車に積み込み，運搬，荷下ろしの一連の作業を行うこ
とを想定し，以下の重機に遠隔操作のシステムを搭載
した。
①バックホウ…1.4 m3…級
②バックホウ…0.8 m3…級
③クローラダンプ…10 t…級
上記の重機に搭載された遠隔操作システムの他，試
験エリアの監視カメラ，長距離中継無線装置を配置し
た。実験の状況を図─ 3に示す。

（1）3D 画像等による情報量の増大
今回の実験における検証の最も重要なポイントであ
る，遠隔操縦を行うオペレータに対する視覚情報の増
大を目的として，3Dカメラ，全方位カメラを 1.4 m3

級バックホウに図─ 4に示すようにそれぞれ配置し，
実用検証を行った。キャビン上部の通常の作業時のオ
ペレータの視線に近い場所に 3Dハイビジョンカメラ
を設置するとともに，キャビン上部前方に全方位カメ
ラ，ブーム先端に通常のカメラを配置した。なお，後
述するバーチャル体感型操縦を実現するために，傾斜
計，振動計，マイクを設置したほか，騒音計，放射線
量計，衝突防止用の超音波センサも搭載した。
ここで特出すべき点は，全方位カメラの出力は通常
はマルチモニタにて行うことが多いが，遠隔操縦オペ
レータは魚眼の画像を選択した点である。マルチモニ

タによる視線移動よりも，魚眼形の画像に慣れ，一画
面の中から情報を取得する方法を選択したわけであ
る。通常の重機による作業により近づけるために，後
述する 3D画像を提供することとしたが，遠隔操縦室
ではモニタを介しての情報提供となることはシステム
上仕方の無いことである。この時にあまり多くのモニ
タを配しても，逆にオペレータの情報取得を妨げる恐
れがあることを示している。

（2）遠隔操縦室への VR の導入 　
重機に設置した様々なカメラから取得した視覚情報
のみならず，現場での作業音，重機の振動・傾斜をセ
ンサで取得した重機の情報を遠隔操作席で再現し，オ
ペレータに現場からの情報を実感的に与えることで，
操作環境を通常の運転席に極力近づけることを目的
に，図─ 5に示すような操縦室を構成した。遠隔操
縦オペレータに対して多くの情報を与えるために，以
下のような機器（装置）を導入した。
① 3Dモニタ（ハイビジョン映像）
②体感装置付運転席
③作業重機キャビン内の音情報の再生装置

図─ 3　実験概要（実験に使用した機械と配置）

図─ 4　無人化施工用バックホウにおける要素機器の配置

図─ 5　無線操作室における機器等の配置�
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上記の 3つの装置は，三者を同時に使用することに
より，より実際の重機に近い状況を遠隔操縦室に再現
し，オペレータの操作支援を目的としたものである。
体感装置付運転席は，重機に設置したセンサからの情
報を，運転席の前後左右動で再現するものであるが，
実際の重機では作業状況により，かなり運転席が急傾
斜となる状況も発生しうる。このような状況を忠実に
再現すると，平面場におかれたモニタとの乖離が生じ
て操縦に支障を来す恐れがあるため，座席傾斜の調整
機能を設け，体感状況が損なわれない範囲で適切な運
転姿勢が保たれるようにした。

（3）情報伝送量の試験　　
無人化施工のシステムの要である遠隔操縦を実現す

る無線，および伝送システムに関しては，図─ 6に示
すような伝送試験を実施した。これは，超遠隔操縦を
行う場合，既存の通信網も利用することは充分考慮す
べきではあるが 4），現場と既存インフラまでの所謂「ラ
ストワンマイル」の部分では，無線中継等を利用する
必要があり，この中継による問題点を明らかにするこ
とを目的とした。

特に今回の実験では，重機に搭載した 3D ハイビ
ジョン画像のほか，様々なカメラ（全方位カメラ，現
場固定カメラなど）の情報と，センサ類からの情報，
操縦信号など非常に多くの情報を送受信する必要が
あった。このため，映像系統と操作系統を分離し，各
系統のデータ処理の遅延を最適化することにより，ス
ムースな操作を実現することとした。今回利用した無
線を表─ 2に示す。
ただし，このように操作系と画像系の無線を分離す
ることは，現場導入の際の問題となる場合もある点に
注意する必要がある。大規模な災害が発生した場合に
は，無人化施工に対応した機械が大量に投入されるこ
とも考えられ，この場合に無人化施工に利用できる周
波数帯域が限られていることから，それらを効率よく
利用することに配慮しなければならない場合がある。
無線に関してのこのような問題解決に関しては，これ
からも継続した技術動向の監視と，必要に応じたシス
テム改良が必要である。

6．実験結果

このように，新しい 3Dおよび体感装置を装備した
「次世代無人化施工技術」に関して，その操作性およ
び作業効率の検証を行った。以下に検証委結果をまと
める。

（1）オペレータへのヒアリング結果 　
今回のシステムでは図─ 7に示すように，3Dモニ

タを中心に 6つのモニタからの情報を視覚で捉えなが
ら，体感型操縦席に座り，重機の姿勢や周囲の音など
を遠隔操縦室で体感しながら重機をコントロールする
こととなる。この際の 3Dメガネ装着や体感装置の動
きなどに対するオペレータの感想をヒアリングし，シ
ステムの成熟に役立てることとした。図─ 6　遠隔操作用無線システムと伝送実験概要

機械名 使用機械 規格 周波数 送信電力 通信プロトコル 通信速度
遠距離操作
バックホウ 1
1.4 m3 級

遠隔操作無線 新簡易無線 348 MHz 1 W以下 独自 2,400 bps
映像伝送無線 1 包括無線（アクセス無線） 4.9/5 G帯 250 mW以下 IEEE802.11j 54 Mbps

映像・音声伝送無線 2 包括無線（アクセス無線） 4.9/5 G帯 250 mW以下 IEEE802.11j 54 Mbps
遠距離操作
バックホウ 2
0.8 m3 級

遠隔操作無線 包括無線（アクセス無線） 4.9/5 G帯 250 mW以下 IEEE802.11j 54 Mbps
映像伝送無線 包括無線（アクセス無線） 4.9/5 G帯 250 mW以下 IEEE802.11j 54 Mbps

カメラ切換制御無線 包括無線（アクセス無線） 4.9/5 G帯 250 mW以下 IEEE802.11j 54 Mbps
遠隔操作

クローラダンプ
11 t 級

遠隔操作無線 新簡易無線 348 MHz 1 W以下 独自 2,400 bps

エリアセンサ 特定小電力無線 429 MHz 10 mWI 以下 独自 1,200 bps

長距離中継無線 中継用無線 小電力データ通信システム 25 G 帯 2 mWI 以下 独自 150 Mbps

表─ 2　実験で用いた無線システム
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体感装置および 3Dのハイビジョン画像はオペレー
タに非常に好評で，今回の実験では次に述べるコンク
リートブロックの積上げ（サイクルタイム計測のため
の遠隔操縦による積上げ）試験では，従来型の遠隔操
縦に対しての情報量の多さと，臨場感に関してよい印
象を述べることが多く，ヒアリングの結果からは操作
性に関して，従来のシステムに対して改善されたと思
われる。ただし，より良い作業性の実現にはさらに多
くのオペレータのサンプルの意見・感想が必要である。

（2）作業効率の比較
従来型の無人化施工技術と，今回の 3Dおよび体感
装置を用いたシステムとの作業効率の比較を行うため
に，① 3個のコンクリートブロックを積み込み→運搬
→荷下ろしする作業と（図─ 8の（a）），② 3個のブロッ
クを積み重ねる作業（図─ 8の（b）），の 2 つに関し
てサイクルタイムの比較試験を実施した。この際，そ
れぞれのシステムに対してオペレータの慣れが生じる
ため，各 3 回の作業を交互に実施（図─ 8に示す試
験 No. に対応：1．従来型→ 2．3D 体感型→ 3．従来型
→ 4→ 5 → 6）することとした。試験の結果を同図に
示す。
それぞれのシステムで，①，②の作業とも，オペレー
タの慣れにより，作業回数が進むにつれ作業時間は短

くなっていくことが解る。また試験回数が各 3回と少
ないが，図─ 8の実験結果から計算した外挿結果（図
中の破線）から，作業にかかるサイクルタイムは収斂
していくようである。
この結果に加え，さらにブロック 1個の運搬，破砕
後の細かいブロックの積み込み作業を，遠隔操作によ
らない機上作業のサイクルタイムも含めてまとめたも
のを表─ 3に示す。遠隔操縦による無人化施工の効
率が通常の機上操作に比べ低いことは仕方のないこと
であるが，例えば表─ 3に示した作業のうち，単純
なブロック運搬では，今回開発した 3D体感型のシス
テムでは，機上操作に比べてもサイクルタイムの低下

図─ 7　操作室における遠隔操作の状況

（a）がれき積込み→運搬

（b）コンクリートブロック積重ね（3段）

図─ 8　サイクルタイムの比較（従来型と今回開発した 3D体感型）

作　業
①機上操作
（sec）

無線操作（sec） 効率（％）
② 3D体感型 ③従来型 A：①／② B：①／③ A－B

ブロックの運搬 76 80 118 95 64 30
破砕後のブロック積込 87 111 165 78 52 25
3 ブロックの運搬 149 229 361 65 41 23
3 ブロックの運搬・積上 154 236 387 65 39 25

表─ 3　作業サイクルタイムと施工効率の比較
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はほとんどなく，他の作業に関しても従来型よりも優
位である結果が得られた。
作業効率を，遠隔操作による作業時間を機上作業に
よる作業時間で除して求めると（表─ 3のA，Bの
項目），従来型の遠隔操作では 40 ～ 65％程度の作業
効率であるのに対し，今回開発した 3D体感型では 65
～ 95％の効率となった。このように，無人化施工の
作業効率は，一般的に言われているように，従来の施
工に比べ 50 ～ 60％程度であるということが実験結果
からも示されたとともに，今回開発したシステムの有
効性が示された。
以上の結果から，作業効率は従来型の無人化施工に
対して 20％以上の向上を達成できたものと考える。

7．おわりに

今回の 3D画像と体感型操縦を用いた「次世代無人
化施工システム」の開発と，その検証実験で以下の知
見を得た。
① 3D 映像及び体感装置を用いた遠隔操作システム
は，オペレータにとって操作性を向上させる。
②機上作業に対しての作業効率の低下は否めないが，
従来型の遠隔操作技術に対して，その低下の割合は
少ない。
③従来型の遠隔操作技術に対して，効率は 20％以上
向上する。
今回紹介した無人化施工のシステムは，まだ実験段
階で実用化には至っていない。過酷な現場での実用化
には当然障壁が予想されるが，新しい試みとして体感
型操縦装置，および 3Dハイビジョンシステムを導入
してオペレータ支援を行うシステムは，今後の無人化
施工に寄与する技術となるものと考える。実験の期間
や場所の制約から，多くのケースの実験を行うことが
できず，必ずしも精度の高い検証が行えたとはいえな
いが，現場施工への適用（実用化）の可能性を強く示

すことができたと考える。また，今回の実験では比較
的安定した環境で無線通信を行うことができたが，実
際の現場では前述のように，無線の混信や周波数の取
合い等の問題も懸念される。この部分に関しては，こ
れからも引き続き検討する必要がある。
無人化施工技術は，災害復旧に多用されているが，
国内の災害発生がなくなり，この技術の効率が上がり，
通常の施工方法に変わって一般的なものに適用され，
建設環境の向上に寄与できるようになる技術まで昇華
することを切に望むところである。
…
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可視光通信３次元位置計測システムを
現場に適用し実用化

三　上　　　博

建設工事の施工管理において必要とされる構造物等の変位計測を，目で見える「可視光」をデータ通信
手段として利用することにより，市販のデジタルカメラを用いて，自動的かつ経済的に行う新たな技術を
開発した。本システムは，点滅する LED光源を測定対象物に多点配置し，2ヵ所からデジタルカメラで
撮影することによって，3次元位置を自動的に計測できるものである。工事の施工管理で必要な測量や，
近接構造物の変位計測などへの適用性が高く，今後の用途拡大が期待される。本報では，このシステムの
概要および，建設工事の施工管理における二つの実施例について紹介する。
キーワード：可視光通信，写真測量，LED，デジタルカメラ，橋梁，アルミドーム屋根

1．はじめに

橋梁，トンネルなどの建設工事では，施工中の構築
物の測量を精度良く，かつ短時間で行うことが必要不
可欠である。また建設工事に伴う，周辺近接構造物へ
の影響や，造成に伴う切土斜面の安定などの把握のた
め，即時的かつ継続的な変位計測が求められる機会も
多い。しかしながら，既存の測量技術は，測定員によ
る人力作業を伴う場合が多く，また一方で自動計測化
を実施するためには，計測機器類やそれらの設置に多
額の費用を要する場合が多い。可視光通信を用いた 3
次元位置計測システムは，デジタル写真測量技術と最
新の通信技術である可視光通信を融合することによ
り，自動化に優れる 3次元測量システムを，経済的に
実現するものである。以下に，技術概要と，工事への
適用事例を紹介する。

2．技術の概要

（1）可視光通信とは
可視光通信は，人間の目に見える光─「可視光」を
使って通信を行う最新の通信技術である。LEDなど
の照明機器を人間の目には感じられないほどの高速で
点滅させることによって，大容量のデータ通信が可能
で，以下のような特徴を有している。
①…通常の照明機器に通信機能を付加するだけで通信環
境が整備できる。
②通信範囲が目で確認できる。

③…電磁波などのように人体や精密機械に影響を与える
心配がなく，病院などでも使用できる。
現在は，LEDなどの可視光素子を照明や信号機，電

光掲示などに利用しつつ，データ発信も同時に行う高
速，安全でユビキタスな可視光通信システムについて，
可視光通信コンソーシアム（http://www.vlcc.net/）
を中心に研究，開発，標準化，普及などの取り組みが
なされている。

（2）可視光通信 3 次元位置計測システム概要
本計測システムの測位の基本原理は，従来から行わ
れているステレオ写真測量と同一である。計測対象物
に標点を設置して，これを 2ヵ所から同時に写真撮影
することによって，その座標を算出する技術である。
本システムは，測量標点に点滅する LED光源を用い
ることを特徴としている。LED光源は，固有の ID番
号などを表すデータパターンに従って点滅を繰り返す
ことによって，光で情報を発信する（図─ 1）。一般
的な可視光通信によるデータ通信では，人間の目には
感じられないほどのスピードで高速に LEDの点滅を
行うが，本システムでは，受信装置としてデジタルカ
メラの連続撮影機能を用いるため，約 0.6 秒間隔程度
のゆっくりとした点滅パターンを用いている。
システムのハードウエア基本構成は，市販の高解像
度デジタル一眼レフカメラと画像解析用のパソコンお
よび標点となるLED光源からなる。適用方法は，まず，
座標が既知の基準点と，測量しようとする標点の両者
に LED光源を設置し，それら全体をデジタルカメラ

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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によって 2ヵ所より一定の時間連写撮影する。その撮
影データを連結しているパソコンに取り込み，画像解
析を行うことによって各光源の位置の算出および ID
番号を受信する。そして，2ヵ所で撮影したデータを
用いて，各測量点の 3次元座標を算出する。

（3）可視光通信による ID 送信方法
本システムでは，可視光で送られる ID情報の受信
機として，市販のデジタルカメラを使用している。現
在システムで用いている機種では，約 16 秒間で連続
100 枚の撮影が可能である。ID の通信は，送信側と
受信側を非同期で行うため，1パケットの通信で使用
する撮影枚数は 50 枚以内とする必要がある。本シス
テムでは，連続した約 0.16 秒間隔の 4枚の撮影（4回
のサンプリング）で 1ビットのデータを受け取る方式
を採用している。LED光源が光っている場合を「1」，
光っていない場合を「0」として，下記のような組み
合わせでビットを表現している。
　　　　4sample → 1bit
　　　　　 0011 → 0
　　　　　 1100 → 1
例えば，ある標点の変化を写真撮影で調べた場合，

「光っている（1），光っている（1），光っていない（0），
光っていない（0）」という順番で 4枚の画像が得られ
た場合，2 進数の「1」が送られて来たと判定する。
ID番号は 6 bit のデータとして送信するものとしてお
り，さらにデータの始まりを示す 3 bit のヘッダー，
データの最後尾に受信データの誤りの有無を判定する
ための，多項式による巡回冗長検査（CRC）3 bit を
付加して都合 12 bit のデータとしている。

（4）写真測量の手順
撮影された光源から，3次元座標（x，y，z）を求
める手順に関しては，一般的なステレオ写真測量と同

一の手順による。まず，基準点（座標既知点）に対す
る後方交会によってカメラの位置姿勢を求める。本シ
ステムでは，撮影計測対象範囲の中に，少なくとも 4
点以上の基準点を設け，測定対象未知点と同じように
LED光源として，写真撮影で同時に撮り込む。これ
らの基準点は，測定対象系とは異なる不動点に設け，
あらかじめトータルステーションを用いた測量により
座標値を求めておく。
次に，2ヵ所のカメラ位置から撮影された画像から，
三角測量の原理により，各光源の 3次元座標（x，y，z）
を求める。ここで，2ヵ所で撮影された光源のマッチ
ングは，受信された ID番号から自動的に行うことが
できる。

（5）使用機材
本システムでは，表─ 1に示す仕様の機材を用い，
建設現場での適用を行っている。写真─ 1に使用す
るデジタルカメラを，写真─ 2に LED 光源を示す。
また計測データを直ちに解析処理して，結果を即時に
表示する自動計測システムとして，図─ 2に示す構

図─１　可視光通信 3次元位置計測システム概念

LED光源
（送信機）

データレート 1.61bps
変調方式 2PPM
平均送信電力 5W

カメラ
（受信機）

本体 Nikon 製 D300
焦点距離 28.659 mm
解像度 4,288×2,846 画素
イメージセンサー 23.6 mm×15.9 mm

表─１　使用機材仕様

写真─ 1　一眼レフデジタルカメラ

写真─ 2　LED光源（測量標点）
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成を用いている。カメラで撮影した画像をネットワー
クで接続された 2台のパソコンに自動的に取り込み，
直ちに計測された変位量を表示するものである。

（6）システムの特徴と利点
本システムは，従来の写真測量技術や変位自動計測
システム等と比較して，多くの利点を有していると考
える。以下に，システムの特徴と利点を列挙する。
①標点の座標とその ID 情報を同時に取得するため，
多点の 3次元座標算出の完全自動化が可能となり，
測量作業の大幅な省力化が達成できる。
②市販のデジタルカメラやパソコンで構成されるシス
テムによって，GPS 測量に匹敵する精度の測量が
経済的に行える。
③夜間の無人自動測量が可能である。測量のたびに技
術者が測点に行く必要がなく，安全性の向上と省力
化が可能となる。…
④このシステムの測量精度は，使用するデジタルカメ
ラの画素数および測定距離に依存する。一例として
市販の 1,200 万画素のデジタル一眼レフカメラを使
用した場合，計測対象が 40 m×40 m程度の範囲で
あれば 1 mmの精度（分解能）で計測が可能である。

3．建設工事での適用事例

（1）配水池アルミドーム屋根計測への適用
アルミニウム合金製ドーム屋根の日照などによる温
度変化によって生じる変位量の確認のため，本計測シ
ステムを適用した。工事概要を以下に示す。
・発 注 者：……JFE エンジニアリング㈱…

（元発注：神戸市）
・工 事 名：……狩場台特 1高区配水池増設本体工事の内…

アルミドーム屋根工事
・施工場所：……神戸市西区狩場台 1丁目…

（神戸市水道局狩場台配水場内）

本工事は，鋼製配水池（直径 43.5 m）の上部にア
ルミニウム合金製ドーム屋根（以下，アルミドーム）
を建設するものである。アルミドームは，自重，上載
荷重，積雪荷重，温度荷重などによる鉛直力は下部の
躯体（鋼製側壁）に伝達するが，水平力はスライド支
承を介し，躯体に伝達しない構造となっている。アル
ミニウム合金は線膨張係数が大きいため，特に日照な
どによる部材の温度変化に伴う変位量が大きい。従っ
てスライド支承が正常に機能することが構造上重要な
確認点となっている。
本事例では，実際に架設されたアルミドームが日照
などによる温度変化によって，膨張・収縮する際の変
位量やスライド支承の動きを確認するために，昼夜連
続の変位計測を実施した。屋根の計測点 12 点および
地盤面上の基準点 8点に LED光源を設けた（図─ 3）。
これらの標点に対して，配水池から約 40mの距離に

図─ 2　自動計測システムの構成

図─ 3　計測点および基準点設置位置

写真─ 3　アルミドーム屋根外観
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設置した 2台のカメラを用いて 20 分間隔，24 時間連
続の自動撮影を行った。撮影した画像は直ちに各カメ
ラに接続されたパソコンに取り込まれ，変位量が算出
された。夜間配水池の上部に測量員が上る必要もなく，
安全かつ効率的に測量が実施できた（写真─ 4）。

計測結果の一例として，12 点の計測点のなかから，
代表する 5点を選んで，変位の経時変化図を作成した
（図─ 4）。また，図中には，アルミドームの 5ヵ所で
計測した部材の温度（5点平均値）を同時に示している。
各点の変位は，アルミドームの中心（頂点）を原点
として，放射方向への水平変位成分を示したものであ
る。伸長側を正とし，圧縮側を負として表示している。
測定日の部材の最大温度変化 23℃に対して，屋根の
水平変位は屋根端部の計測点（PP13,…22,…28）で約
4 mm，屋根中間部の計測点（PP19,…26）で約 2.5 mm
であったことが分かる。また温度上昇に伴って屋根は
伸長し，温度減少時には圧縮するが，温度変化に対し
て数時間の遅れを伴って屋根変位が追従していること
が分かった。20 分毎の各計測点の値を見ると，0.5 mm

程度のゆらぎを伴ったものであるが，今回の計測条件
（撮影距離約 40 m，撮影範囲約 40 m，カメラ 1,200 万
画素）では，おおむね 1 mm程度の分解能で変位を測
定することが可能であった。
計測結果を別途実施したFEM解析結果等と比較し
た結果，アルミドームのスライド支承機構が適正に機
能していることが確認できた。

（2）  橋脚基礎工事に近接した既存構造物動態観測へ
の適用

橋脚工事に近接した既設構造物に対する変位計測事
例について紹介する。以下に，当該工事の概要を示す。
工 事 名：……平成 21 年度緊急地方道路（街路）整備

工事（県単）（その 2）
発 注 者：神奈川県藤沢土木事務所
施工場所：神奈川県鎌倉市小袋谷～台

本工事は，JR大船駅近くにおいて，JR横須賀線を
跨ぐ道路橋の架け替えなどを行う，大船立体整備事業
の一環として施工されたものである。当社はこの事業
の中で，新設橋梁の橋脚工事（P2 ～ P4 の 3 橋脚）の
施工などを行った。工事における技術的課題としては，
橋脚（P2）の基礎杭（直径 3 mの場所打ち杭）の施
工位置が，既存の老朽化した跨線橋（1931 年完成）
に近接しており，最小の離隔が 14 cm という，非常
に厳しい制約下での施工条件が挙げられた。地盤が軟
弱（N値 0～ 2）であることからも，場所打ち杭の施
工中に，既設跨線橋に許容値を超える変位が発生する
ことが懸念された。詳細な事前解析検討を行い，既設
橋を仮設のトラス桁で支持する対策工を施すととも
に，施工中においては，地盤水平変位計測や，既存橋
の変位，ひずみ計測をリアルタイムに実施し監視を

図─ 4　アルミドームの変位量経時変化

写真─ 4　LED光源点滅状況（夜間）
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行った。これらの計測のなかで，既設橋と仮設トラス
桁（写真─ 5）の変位計測に対して，可視光通信を用
いた 3次元位置計測システムを適用した。
12 ヵ所の計測地点に設置した LED光源を，現場内
の 2ヵ所に設置したデジタルカメラで，5分間隔で計
測を行った。変位計測の精度（分解能）は，LED光
源とカメラの距離に依存するが，本事例では，距離に
応じ 0.4 ～ 0.8 mm 程度であり，1 mm単位の変位測
定が可能であった。
計測解析結果は直ちにモバイルデータ通信でサー
バーに転送して，現場事務所のパソコン上で，12 点
の変位の経時変化グラフを常に表示できるものとした
（図─ 5）。さらに，測定値があらかじめ設定した警戒
値を超えた場合には，登録した携帯電話にメールで一

斉報知する機能を付加した。
変位計測は，2011 年 3月中旬より4月中旬までの約

1ヵ月間，24 時間連続で行われたが，本システムは良
好に稼働した。別途実施した，トータルステーション
による従来式変位計測とも整合した結果が得られた。
綿密な監視体制の下で工事は慎重に進められ，既存構
造物に影響を与えることなく，無事に竣工に至った。

4．おわりに

本報では，開発技術の二つの適用事例を示したが，
本技術は，きわめて経済的に自動計測を実施できるた
め，様々な用途での利用が可能と考えている。今後，
建設工事の施工管理における様々な場面において活用
促進を図っていく予定である。

謝　辞
本技術は，慶應義塾大学，㈱中川研究所，三井住友
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…

図─ 5　パソコン上の監視画面表示例

写真─ 5　既設跨線橋と仮設トラス桁
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道路建設における情報化施工の現状とその効果

山　口　達　也

道路建設の現場においては建設機械の三次元マシンコントロールのみならず，積極的に新しい技術の導
入が図られている。様々な現場条件に対応可能なローラの転圧管理システムや，非破壊にて舗装，路盤の
密度を測定することが出来る電磁波密度測定器，あるいはアスファルトフィニッシャの敷均しにおいて壁
に描かれた基準線を画像処理により追従しスクリードを制御する装置などである。また国土交通省の掲げ
る平成 25 年度の「情報化施工の一般化・実用化」を受けて舗装工事への情報化施工適用例は増加傾向に
ある。
キーワード：情報化施工（ICT），ローラ転圧管理，衛星測位，画像処理技術，電磁波密度測定

1．はじめに

道路建設の現場に情報化施工システムを導入する大
きな目的は，操作員の技量に左右されることなく，高
い施工品質と生産性を安定的に確保出来ることにあ
る。また三次元マシンコントロール（3…Dimensional…
Machine…Control：以下 3D-MC）の導入に伴い，作業
現場での検測の簡略化などが図れることにより建設機
械周りの検測員，作業員を削減することが出来る。こ
れにより建設機械との接触事故などのリスクを減じ，
安全性の向上に貢献することも広く理解されるように
なってきた。道路建設の分野においてはこれまで
3D-MC が特に注目を浴びてきたが，各施工プロセス
において新しい技術が積極的に導入されている。
国土交通省の「情報化施工推進戦略」において「情
報化施工とは」と定義されているが，ここでは定義さ
れている枠組みを若干踏み出す内容を含め，道路建設
分野においてすでに導入されている技術，今後使用の
拡大が見込まれるシステムの現状とその導入効果につ
いて報告する。

2．道路建設機械の 3D-MC

3D-MC は，自動追尾トータルステーションや測位
衛星システムを用いて，建設機械の作業装置の座標情
報をリアルタイムに取得し，予め準備された制御デー
タとの照合により建設機械の作業装置を三次元的に制
御するシステムである。

3D-MC の道路建設機械への展開はこれまではブル
ドーザ，モータグレーダが殆どで，稀にアスファルト
フィニッシャへ装備する例もあった。現在は切削機，
コンクリートスリップフォームペーバなども含め，応
用範囲が拡大している。
国土交通省の通達「情報化施工の一般化・実用化の
推進について（2010 年 8 月）」の中で，「モータグレー
ダのマシンコントロール技術」が 2013 年度から一般
化する情報化施工技術とされており，モータグレーダ
の 3D-MC が広く活用される環境が整いつつあった。
しかしながら，特定特殊自動車排出ガス規制法（オフ
ロード法）2011 年規制の施行に伴い，国内メーカに
よるモータグレーダの供給が来年度中に途絶える見込
みで，この時期にモータグレーダの調達が厳しくなる
のは何とも残念な状況である。

（1）トータルステーションを応用した 3D-MC

トータルステーション（Total…Station：以下 TS）
は距離と角度を同時に測定できるほか，その結果が自
動記録できるなど，従来のトランシットと光波測距儀
の機能にマイクロコンピュータを備えた測量器であ
る。3D-MC に用いられるTS は自動追尾機能と無線
装置を備えた機種である。
TS による制御は，TS が測定した建設機械の位置
情報を無線により建設機械のコントローラに送信し，
送信された位置情報を建設機械のコントローラに収め
られた制御データと照合することにより，作業装置（グ
レーダの場合はブレード）を制御するシステムが一般

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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的である。通常は作業装置の基準になる箇所の高さの
制御と，スロープコントローラによる横断勾配制御を
組み合わせて使用する。
道路建設において求められる精度から，建設機械は
ミリメートル単位での制御が必要となるため，水平，
垂直方向ともミリメートル単位で精度を管理できる
TSを用いた 3D-MCが一般的に使用されている。

図─ 1はTS式 3D-MC を搭載したモータグレーダ
のマシンコントロールイメージである。図─ 2は小
型ブルドーザD21P にて狭隘現場（自動車教習場）で
作業を行っている状況である。

（2）測位衛星システムを応用した 3D-MC

①測位衛星システムの施工精度
前章で述べたTSの機能を衛星測位システム（Global…
Navigation…Satellite…System：以下 GNSS）により担
うのが GNSS 式 3D-MC である。GNSS を応用した
3D-MC は現場内に基地局が備えられていれば複数台
の建設機械を同時に制御するとともに測量作業も実施
することが出来る合理的なシステムである。土工工事
においてはその高い利便性から積極的に現場導入され
ているが，精度的側面から適用できる作業は限定され
る。特に垂直方向の精度範囲は± 4 cm 程度であり，
工種によるが，この数値は垂直方向の精度がミリメー
トルオーダで要求される道路建設において許容できる
精度とは言い難い。
②道路建設における高精度GNSS-3D-MC
GNSS 式 3D-MC の利便性と，TS の精度を兼ね備
えたシステムが高精度 GNSS である。現場内の複数
の建設機械の制御が TS 式と同程度の垂直精度±
10 mmで行なうことができ，且つ測量作業が同時に
実施できる。特徴は，図─ 3に示すように，作業エ
リア内に垂直精度を補正する機能を備えたゾーンレー
ザ発光器を設置することである。

ゾーンレーザ発光器は発光中心から上下それぞれに
有効帯域約 5 mの幅を持った回転レーザ発光器で，
GNSS 受信機とゾーンレーザ受光センサを備えた建設
機械或いは測量器がこの帯域の範囲内にあれば，高い
精度で垂直方向の座標を認識することが出来る。当然
のことながら，この方式は GNSS 信号が受信出来る
ことが条件となるため，トンネル内では使用出来ない。

図─ 1　TS式 3D-MCの機器構成と施工イメージ

図─ 2　TS式 3D-MC小型ブルドーザによる施工

図─ 3　高精度GNSS式 3D-MCの機器構成
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（3）道路建設機械への 3D-MC 展開
これまで 3D-MCを導入して施工を行った結果，作
業効率の向上，高い精度の仕上がり，或いは検測作業
が削減できるので安全性が向上する，などの効果が各
種調査機関あるいはシステムを保有する施工業者に
よって確認されている。
3D-MC モータグレーダあるいはブルドーザによる
施工は国土交通省直轄工事をはじめ，高速道路，空港，
ダム，体育施設，競馬場など広範囲の現場において実
施され，多くの報文等で紹介もされている。ここでは
その他の道路建設機械へ応用した例を紹介する。
①アスファルトフィニッシャ（以下AF）
AFでレベリング施工を実施する場合，従来であれ
ば基準となるセンサワイヤを敷設する必要があり，そ
の作業は，センサワイヤの設置・高さ確認・撤去・保
管といった煩雑さを伴うものであった。また，作業エ
リアに設置されたセンサワイヤは舗装作業を行ううえ
では邪魔ものである。3D-MCでAFのスクリード（敷
均し装置）を制御させる場合，センサワイヤの設置作
業を省略することができるので，煩わしい作業から開
放され，且つ作業エリアの改善にも貢献することがで
きるというメリットがある。
空港工事のホットジョイント施工のように，複数台
のAFを同時に 3D-MC制御する場合（図─ 4），前述
の高精度 GNSS が採用されることもある。施工条件
によりTS式か，あるいは高精度GNSS 式のいずれの
方式を採用するか慎重に検討する必要がある。

AFへの展開はこれまではスクリードのレベリング
制御に限られていたが，ドイツ製 Vogele 社の
Navitronic…Plus（図─ 5）のように，ステアリングや
施工幅員調整も自動制御出来るシステムが実用化され
国内導入もされている。

②コンクリートスリップフォームペーバ（以下CSP）
近年，高速道路建設工事で施工実績を伸ばしている
CSP も 3D-MCが適用されている。これまで，CSP の
敷均し高さの管理及びステアリングの制御はセンサワ
イヤを設置して，それを倣わせるやり方が一般的で
あった。CSP の 3D-MCはセンサワイヤに代わって２
台のTSを用いて敷均し高さとステアリングの制御を
行うシステムである。トンネル内での施工が圧倒的に
多いスリップフォームペーバは 3D-MCにより制御す
ることにより，精度的に優れた結果が得られるという
だけではなく，狭い施工エリアからセンサワイヤを排
除できる点においても大きなメリットがあるといえ
る。この効果はAFの項で述べたことと同じである。
図─ 6にシステムの構成と制御イメージの例を示す。

③路面切削機
切削オーバレイに使用される切削機の 3D-MCも積
極的に現場展開されている（図─ 7）。3D-MCの切削
機は現場条件に応じてクローラ式，タイヤ式が施工に
用いられている。但し，切削機は切削深さに応じた切
削速度の上限が決まっているため，3D-MC を応用し
た場合でも単位時間辺りの施工量が向上する効果は期
待できない。またレベリング作業においても切削機は
通常センサワイヤを使用することはないため，AFや

図─ 5　Navitronic�Plus　AF制御システム

図─ 4　高精度GNSS式 3D-MCで施工中のAF

図─ 6　3D-MC-CSPの制御イメージ
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CSP のようにセンサワイヤを省略する効果は見込め
ない。従って現時点では切削機へ 3D-MCを応用する
場合のメリットは，レベリング精度の向上に貢献する
という点に限定されるということを認識しておく必要
がある。

3．マシンガイダンスシステム

マシンガイダンス（Machine…Guidance：以下MG）
は，建設機械を操作するための情報を分かり易く明示
する方法である。カーナビのように，専用ディスプレ
イなどを参照して機械操作を行うことにより，的確な
作業を行うことができる。

（1）転圧管理システム
転圧管理システムは従来の砂置換法やＲＩ計測法に
よる代表点の管理に代えて，あらかじめ締固め回数と
密度の相関を調査したうえで，TSや GNSS から得ら
れる締固め機械の位置情報をリアルタイムに表示・記
録し面的管理する手法である（図─ 8）。ローラの軌
跡や転圧回数が色分けされてディスプレイ画面に表示

され，リアルタイムに転圧状況を確認できるため，オ
ペレータの作業負担や転圧ムラの軽減が期待できる。
道路建設において転圧管理を行う場合，最近では仮
想基準点方式（以下VRS-RTK）が多く用いられるよ
うになってきた。仮想基準点方式とは，複数の電子基
準点の観測データを処理することにより，対象となる
点（転圧ローラ）の近傍にあたかも基準点（基地局）
があるかのような状態を作り出す技術である。
VRS-RTK は RTK-GNSS と同等の測位精度を得る
ことができるうえ基地局の設置が必要ないため，中小
規模の道路建設工事への適用に向いている。但し，携
帯通信端末を用いてデータ処理を行う配信局の配信
データを入手する必要があるため，携帯電話通信費と
配信データ費が別途発生する。また，携帯電話の通信
エリア内でなければデータを取得することができない
ので利用する際には注意が必要である。

（2）油圧ショベルのマシンガイダンス
① 3D-MGシステム
GNSS とセンサの組み合わせにより，作業エリアに
おける油圧ショベルのバケット刃先位置を，事前に作
成しておいた三次元設計データと照合させることによ
り，三次元的にディスプレイに表示するシステムであ
る。これは油圧ショベルの位置をGNSSにより特定し，
さらに油圧ショベルのブーム，アーム，バケット各部
に取り付けられたセンサにより検出された情報を処理
することにより，バケット刃先の正確な位置を割り出
し，表示させるのである。このシステムにより，切出
し位置，法面勾配を正確にオペレータに示すことがで
きるようになる（図─ 9）。
油圧ショベルは上記のように検出しなければならな
い情報が多いうえ，作業中の動的な慣性が車体に大き
く働くため，現在では未だ複雑な制御機構を 3D-MC
化するには至っていない。

図─ 7　3D-MCで作業中のクローラ式切削機

図─ 8　転圧管理システムの表示例 図─ 9　油圧ショベル 3D-MGシステム概念

切出し位置 GNSS アンテナ

設計データ

チルトセンサ 

ディスプレイ
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② 2D-MGシステム
3D-MG システムから GNSS 情報を省略し，バケッ
ト刃先位置だけを表示できるようにしたシステムであ
る。ブーム，アーム，バケット各部に角度センサを装
着し，簡単なキャリブレーションを実施することによ
り使用できるので導入例が増えつつある。平面レーザ
発光器と組合せることにより基準高からのアーム位置
を計測し，より正確に刃先位置を表示させることがで
きるシステムもある（図─ 10）。

4．その他の情報化施工に準ずる機器

（1）ラインリーダ
アスファルトフィニッシャのスクリードの自動制御
方式として，一般に広く用いられているのは接触式セ
ンサ等を用いて基準となるセンサワイヤ，或いは構造
物をトレースする倣い制御方式である。橋梁上やトン
ネル内などの施工現場においては，センサワイヤを設
置した倣い制御が主流となっている。しかし充分な作
業スペースを確保できない現場においては，センサワ
イヤの設置に多大な手間が掛かり，場合によっては設
置自体が困難なこともある。
ラインリーダは，システム筐体に組み込まれた光学
センサが壁面をスキャンし，壁面に描かれたラインを
検知する。このラインを進行方向に連続的にトレース
していくことで，ライン位置を高さの基準として認識
するのである。図─ 11はラインリーダによる壁面ラ
インの検知イメージで，点線矢印の範囲をスキャンし
たものが右側に表示されている。壁面上のラインはこ
のような処理により認識される。図─ 12はラインリー
ダを用いた現場での施工例である。

（2）締固めセンサ付振動コンパクタ
締固めセンサ付振動コンパクタは振動コンパクタに
装着した締固めセンサで計測した振動加速度を解析す

ることにより，締固め地点の地盤剛性を計算してリア
ルタイムにインジケータに表示し，オペレータに締固
め状態を知らせるものである。これによりオペレータ
は，転圧作業地点の地盤剛性を知ることが出来，締固
め不足地点，締固め完了地点などを施工と同時に確認
することが出来るものである。
振動加速度を計測することにより締固め状態を確認
するシステムは大型の振動ローラの一部で実用化され
てきたが，適用箇所は限られていた。振動コンパクタ
は小型建機ゆえ，これまでは導入が困難であった小規
模工事においても勘に頼らずに締固め品質の管理を行
うことが出来る。図─ 13の機種の場合，インジケー

図─ 10　油圧ショベル 2D-MGシステム構成例

図─ 11　壁面ライン検知イメージ

図—12　ラインリーダによる施工例

図—13　締固めセンサ付振動コンパクタ
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タは 11 個の LED から構成されている。締固めが進
行するに従い点灯する LEDの個数が多くなる。11 個
目はオーバコンパクション表示用である。

（3）電磁密度測定器
現場における非破壊方法での密度等の測定装置とし
ては，従来から使用されてきた放射線測定装置（以下
RI）がある。米国ではアスファルト混合物を対象と
した RI による測定も一般的に行われているが，米国
に比べ線源強度の制限が厳しい日本においては測定結
果の信頼性の面から実用上の限界がある。それ以前に，
RI を扱うことによって多少なりとも放射線による被
爆が避けられず，測定者は健康上のリスクを負うこと
になる。
電磁密度測定装置は放射線源を用いない非破壊方式
の密度測定装置であるため，人体への悪影響を心配す
ること無く，対象物の密度や空隙率などのリアルタイ
ム測定が可能である。
①アスファルト舗装密度測定器
底面にある測定盤から放射される電磁波により，設
定した舗装厚さの密度を 3秒程度で測定することがで
きる。路面温度が高い状態でも測定できるため，従来
のコア抜きによる密度管理を補完する用途として活用
されている。外部接続することにより，本体内に保存
されているデータをパソコンに取込んだり，プリンタ
に出力することも可能である（図─ 14）。

②路盤密度測定器
深さ 30 cmまでの舗装路盤，転圧盛土，埋め戻し土
等の密度を測定することができる。内蔵されたGNSS
受信機により測位データを受信し，測定箇所の位置，
時間情報を同時に記録することが可能である。アス

ファルト舗装密度測定器と同様，本体内に保存されて
いるデータをパソコンに取込んだり，プリンタに出力
することが可能である（図─ 15）。

図─ 14，15のアスファルト及び路盤舗装密度測定
器はいずれも米国Trans…Tech 社製である。

5．おわりに

本報では 3D-MCを中心に，道路建設における最新
の情報化施工機器に対して述べてきた。今後も新技術
が導入された情報化施工機器がリリースされるものと
予想されるが，中には過剰とも思える機能が施されて
いるシステムもあり，高価であるがゆえに現場にとっ
て導入した際のメリットを慎重に検討し，また実際に
達成される精度等をユーザ自ら検証を行う姿勢は保つ
必要があるだろう。
…
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… …国土交通省…総合政策局…建設施工企画課，2008.07
… 2）…情報化施工の一般化・実用化の推進について
… …国土交通省…総合政策局…建設施工企画課，2010.08
… 3）…山口達也：舗装工事おける情報化施工の展開，土木施工，2012.05
… 4）…福川光男：情報化施工システムの開発経緯と普及変遷，舗装，2012.09
… 5）…大竹元司：折返し指示機構を搭載した転圧管理システム，舗装，2012.09
… 6）…端孝之：舗装用レベリングセンサ・ラインリーダの開発，第 29回道路
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図─ 14　アスファルト舗装密度測定機による計測状況

図—15　路盤密度測定機による計測状況
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億首ダムの IT 施工を“四次元”管理
ダム ICT 施工総合管理システム「4D-DIS」適用事例

江　田　正　敏・片　山　三　郎・武　本　隆太郎

ICT（Information…and…Communication…Technology）による情報化施工の本格的普及を目指し，国土
交通省を中心に産学官挙げた施工技術革新の取組みが行われている。そこで，ダム ICT施工総合管理シ
ステム「4D-DIS」を開発し，世界初の本格的台形 CSG ダムである億首ダムにて情報化施工を実施した。
開発したシステムは，品質保証や施工履歴の蓄積と情報の共有を目的としたものであり，複数のサブシス
テムで構成される。本文ではその中から① 4D-DIS データベース（コア部），②CSG材料敷均し厚さ管理，
③締固め管理（ローラー転圧，端部法面締固め），④締固め完了時間管理（CSG 材料トレースシステム）
を具体例としてとりあげ，億首ダムで活用した状況を報告する。
キーワード：台形CSGダム，データベース，トレーサビリティ，締固め管理，マシンコントロール

1．はじめに

億首ダムは，
・ダム高：39.0 m
・堤頂長：400 m
・堤体積：339,000 m3

・総貯水容量：8,560,000 m3

・湛水面積：0.61 km2

・集水面積：14.6 km2

の台形 CSGダムであり，その概要を図─ 1，表─ 1

に示す。
CSGの施工管理にあたっては，段階確認などの立会
検査，目視による施工状況の把握によるほか，以下の
項目について ICTによる定量的確認を実施している。
・敷均し厚（1層 25 cm×3層）
・締固め
　一般部の転圧回数（無振動 2回＋有振動 6回）
　端部法面部の締固め（30 秒）
・時間管理　　　
　材料製造から転圧開始までの制限時間（6時間以内）

2．4D-DIS データベース（コア部）

4D-DIS コア部にはリレーショナルデータベースマ
ネージメントシステム（RDBMS：MYSQL）を採用
した。本コア部の特徴は，蓄積データを座標と時間（X，
Y，Z，T）の 4 次元で管理する点にあり，図─ 3に

示すように構造物の中を一定の領域（エレメント単位）
で扱うようになっている。
エレメント（またはエレメント範囲）を指定するとそ

の部分の材料配合や製造日時，施工方法，施工結果な
どの関連する一連の情報が検索・抽出されるようになっ

図─ 1　億首ダム施工状況

表─ 1　億首ダムの用途

洪水調節
・……億首ダムの建設される地点（ダム地点）にお
いて計画高水流量 300 m3/s のうち，190 m3/s
の洪水調節を行う。

流水の正常な
機能の維持

・……ダム地点下流の億首川沿川の既得用水の安
定化と河川環境の保全等のための流量の確
保（流水の正常な機能の維持）を図る。

水道用水
・……沖縄県に対し，ダム地点で新たに10,300 m3/
日の水道用水の供給を行う。
　※約 2万 8千人分に相当。

かんがい用水
・……億首川沿川の約 70 ha の農地に対し，新たに
かんがい用水の供給を行う。

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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ている。図─ 3に示すように指定する項目としては，
・……検索対象範囲（サブシステムやデータを指定，す
べてを対象とする事も可能）
・……場所・範囲の指定（X1～X2，Y1～Y2，Z1～Z2）
・日時・範囲の指定（T1～T2）
などがあり，必要に応じて検索条件を追加する機能
も持たせている。

3．CSG 材料敷均し厚さ管理

当初，敷均し厚さの管理は回転レーザーレベルによ
る方法を予定していたが，施工性および走行軌跡の記
録を考慮し，マシンコントロール機能を搭載したブル
ドーザ（以下，MCブルドーザ）による施工方法を採
用することとした。MCブルドーザは GPS を利用し
ブルドーザの排土板を自動制御することで，設計高さ
の敷均しを可能にするものである（図─ 4）。

図─ 5は，敷均し作業時のMCブルドーザの排土

板最下部の高さ軌跡を時系列に出力したものであり，
施工レーンが一層毎に約 25 cm で敷均されているこ
とを示したものである。

図─ 2　システム全体概要

図─ 3　データ管理の考え方

図─ 4　MCブルドーザ

図─ 5　ブルドーザ排土板高さ軌跡の出力例

 

 波形：排土板底部の高さ軌跡
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この時，施工時の GPS データは内部メモリーに記
憶されるため，施工後にその情報を電子データとして
利用することが可能である。
このデータを利用してMCブルドーザの各層にお
ける走行軌跡を表示させた例を図─ 6に示す。また，
キャタピラの幅を 60 cm（両側で 1.2 m）とし，これ
にレーン内での各層での走行距離を掛けることにより
レーン内の平均転圧回数に換算する解析もおこなって
いる（図─ 7）。走行軌跡出力帳票の例を図─ 8に示す。
なお，図─ 6では，枠内（レーン）での走行軌跡

を表示したものであり，レーン外に出た部分は対象外
としてカウントしていない。

4．  締固め管理（ローラー転圧，端部法面締
固め）

GPS や無線 LAN，車載パソコンを転圧ローラーに
搭載することにより，施工場所のどこを何回転圧した
かをあらかじめ決められたメッシュ単位でカウントし，
記録するシステム（図─ 9）であり、発注者事務所・
JV事務所にてリアルタイムに情報共有をおこなった。
メッシュ毎の転圧回数は運転席のモニターに色別表
示されるため，オペレータはこの情報に基づいて全
メッシュが規定回数に達するまで走行操作をおこな
う。なお，転圧ローラーが複数台であっても各メッシュ
には累積転圧回数が示されるため無駄のない施工が実
施できる。図─ 10，11に転圧表示画面の例を示す。
ローラーによる転圧回数の表示画面では転圧してい
ないエリアが緑色，1 回転圧で茶，2 回で薄茶，3 回
で黄色，4回で朱色，5回で桃色，6回で紫色，7回で
青色，8回以上は紺色で表示している（図では濃淡表
示，以下同様）。オペレータはこの色を見ながら所定
回数の転圧をおこなう。

図─ 6　1～ 3層目走行軌跡

図─ 7　平均転圧回数への換算

図─ 8　走行軌跡出力帳票の例 図─ 10　転圧表示情報共有画面例 1

図─ 9　転圧ローラー
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次に，端部法面部での締固めイメージを図─ 12，13

に示す。端部法面部は起振器を装置した専用機械によ
り締固めをおこなっている。端部法面部では，ローラー
による転圧とは異なり締固め位置と締固め時間により
管理しており，ある位置に対しての締固め累積時間が
所定の秒数（30 秒等）になるまで締固めをおこなう。

その理由は，一ヶ所を連続的に締固めると端部法面
部に段差等が生じる恐れがあるため，場所を移動させ
ながら繰り返し締固めをおこなう方法をとっている。
そして，各位置の締固め累積時間が所定の時間（30
秒等）になったことが分るような表示をおこなってい

る。
この時間は，1～ 9秒で茶色，10～ 19 秒で黄色，20
～ 29…秒で桃色，30 秒以上は紺色で表示。この端部法
面締固めの状況は，ローラー転圧の画面（図─ 10，11）
に一緒に表示されるため，オペレータはこの表示と起
振器の位置誘導画面（図─ 14）を見ながら締固め作業
をおこなう。
両施工機械のオペレータは，この表示を運転席モニ
ターで見ながら作業をおこなうため締固め不足を防止
できる。
また，これらの情報は蓄積・保存されるため，過去
に遡って連続再生表示することも可能になっており，
発注者事務所・JV事務所の双方で活用している。

5．  締固め完了時間管理（CSG 材料トレース
システム）

プラントでの CSG 製造から材料搬送，敷き均し，
ローラー等による転圧開始時間（CSG 製造からの制
限時間 6時間）および転圧完了時間を管理するシステ
ムであり，
・CSGプラントでのCSG製造情報の車両への伝送
・車両での打設位置計測と情報伝送
・CSG締固め開始・完了時間の表示
で構成される（図─ 15）。これらも発注者事務所・
JV事務所間で情報共有をおこなっている。
まず，CSG混合装置（プラント）で製造されたCSG
材料をダンプトラックに投入する時に，材料のバッチ
情報（バッチ番号，配合種別，製造時間など）もダン
プに搭載したパソコンに伝送する。このダンプには
DGPS（ディファレンシャルGPS：精度 50 cm）を搭載
しているため，現場まで運搬し材料を荷降しした位置
を知ることができる。そこで，荷降ろし位置とバッチ情
報の両方を無線 LANにより現場の監視室へ伝送する。
次に，ブルドーザによる敷均しがおこなわれ，ロー

図─ 13　端部法面締固め実施状況

図─ 12　端部法面締固めイメージ（横断方向）

図─ 14　端部法面締固めオペレータ用画面例

図─ 11　転圧表示情報共有画面例 2
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ラーによる転圧（端部法面締固めを含む）がおこなわ
れる段階で，どの位置の材料が製造から何時間たって
いるか分るため，ローラー（端部法面も同様）のオペ
レータは優先して転圧する場所を知ることができる。
この時の時間管理画面を図─ 16に示す。
なお，材料が製造から何時間たっているかは，画面
上に色別で表示される。この変化状況を図─ 17 ～ 19

に示す。
敷均しがおこなわれていない場所は白色で示されて
おり，1 層目の敷均し後は薄緑色，2 層目は緑色，3
層目は濃緑食で表示される。また，材料が製造から 2
時間を経過したものは黄色で表示され，4時間を経過
すると赤色に変化する。そこで，転圧や端部法面締固
めのオペレータはこの表示を見ながら優先すべきエリ
アを転圧・締固めする。転圧や締固めがおこなわれた
エリアは灰色に変わり，転圧・締固め完了時には紺色
で表示される。なお，この締固め完了時間管理（CSG
材料トレースシステム）もデータを蓄積・保存してい
るため，発注者事務所や JV事務所などで過去に遡っ
て再生表示することが可能になっている。図─ 20に
トレースシステムの運用状況を示す。

図─ 15　締固め完了時間管理システム

図─ 16　締固め時間管理情報共有画面例

図─ 17　締固め時間管理再生画面例 1

図─ 18　締固め時間管理再生画面例 2

図─ 19　締固め時間管理再生画面例 3
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6．おわりに

IC タグによる母材運搬・仮置き管理，CSG 材料敷
均し厚さ管理，締固め管理（ローラー転圧，端部法面
締固め），締固め完了時間管理（CSG材料トレースシ
ステム）の 4つのシステムを億首ダムに適用し，品質
保証や施工履歴の蓄積，これらの情報の共有に活用す
ることができた。
ダム ICT施工総合管理システム「4D-DIS」は CSG
材料以外にも応用可能であるため，今後はこの技術を
応用・発展させ，道路や造成工事などを対象に品質向
上に役立てていく予定である。

図─ 20　トレースシステム運用状況

武本　隆太郎（たけもと　りゅうたろう）
大成建設㈱
土木本部　土木技術部　ダム技術室
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片山　三郎（かたやま　さぶろう）
大成建設㈱
技術センター　土木技術開発部　プロジェクト室
建設 ICTチーム
主任

［筆者紹介］
江田　正敏（えだ　まさとし）
大成建設㈱
技術センター　土木技術開発部　プロジェクト室
建設 ICTチーム
チームリーダー
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山岳トンネルにおける IT コンストラクションの 
現状と新たな取り組み

鈴　木　裕　彦・林　　　　　稔

近年，電子機器や情報化技術（Information…Technology，IT）の急速な進歩により，各種の計測機器，
測量機器の精度向上・コンピュータの低価格化・情報処理技術・各種解析方法の高度化などが進んだ。こ
の結果，多くの土木工事現場でさまざまな実用レベルの情報化施工が採用され，急速に広まった。本稿で
は山岳トンネルにおける施工の品質確保，施工費の削減，リスクマネージメントといった観点で情報化施
工を活用した事例を紹介する。
キーワード：山岳トンネル情報化施工，自動計測，インターネットWEBシステム，AR技術，位置検知

技術，ICタグ，3Dモデリング，山岳トンネルのCIM化

1．はじめに

近年，情報技術分野における急速な技術革新により，
各種の計測制御機器の機能向上，コンピュータの低価
格化，情報処理技術の高度化といった土木現場におけ
る ITの利活用が加速される環境下にある。なかでも
都市トンネル，山岳トンネル分野においては厳しい環
境下での施工が求められる中，施工の品質確保，施工
費の削減，リスクマネージメントといった観点で情報
化施工は飛躍的に活用されている。本稿は山岳トンネ
ルの情報化施工（ITコンストラクション）の各種シ
ステムを紹介するものである。

2．山岳トンネルの情報化施工事例の紹介

山岳トンネルにおける情報化施工に求められる技術
として以下が挙げられる。
1）……リアルタイム計測・測量・出来形管理による施
工へのフィードバック

2）……ジャンボ，ロードヘッダ等機械遠隔監視による
施工の精度確保

3）検査機器の活用とデータ共有による品質確保
4）周辺環境に配慮した施工管理
5）……機械・坑内作業員の動きを把握することによる
安全管理

6）……インターネットを活用したリアルタイム管理に
よるリスク回避

7）……現場条件や施工情報を三次元化表示することに

よる情報の可視化
8）……連続するトンネル施工管理情報の共有化

（1）  リアルタイム計測・測量・出来形管理による
施工へのフィードバック

計測制御技術（測量業務及び計測業務の効率化）
：Cyber…NATM
従来，複数の作業者で数時間かかっていた測量作業
が，現在では 1人で，なおかつ数分程度でできるよう
になった。さらに無人測量（自動測量）も可能となり，
施工中のリアルタイム測量管理ができるようになっ
た。この作業時間の短縮により，NATMにおける「余
掘り管理」は，施工過程で実施することができるよう
になった。そして施工の正確さと経済性への追求が可
能となった。
このシステムは山岳トンネルにおける測量・線形管
理という施工管理業務を自動化することで，リアルタ
イムに現場状況を把握し，早期に施工へフィードバッ
クすることを実現したシステムである。
CyberNATMはその名前に“NATM”という単語を
含んでいるとおりNATM（New…Austrian…Tunneling…
Method）の施工管理向けのシステムである。トータ
ルステーションと PDAおよび事務所における PCを
ネットワークにより結合したシステムで，①多機能な
測量・計測システム，②多種多様なレーザーマーキン
グ機能，③包括的な施工管理機能という 3つの大きな
特徴を持っている。

特集＞＞＞　情報化施工，ICT技術，自動化・ロボット化，自動制御
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図─ 1　山岳トンネル ICT 活用の概念図

③検査機器の活用と
データ共有による品質管理

①ＴＳ等によるリアルタイム
出来形管理

④施工による周辺機器への
影響管理・低減

⑦現場情報の三次元表示
トンネル情報 CIM化

ＮＴＴ

NATM Data Line

JV事務所 発注者事務所 機械メーカー

作業員入退坑自動認識システム

スライドセントル自動化システム

吹付ロボットマシンコントロール
吹付ガイダンス自動化システム

切羽定量化システム
切羽計測自動化システム

ダンプ自動運行管理システム

濁水プラントバッチャプラント

資機材メーカー

データサーバセンター

遠隔制御

中央監視制御室

⑤機械・人の位置判断による
安全管理

②遠隔制御
マシンコントロール

リアルタイム現場管理

⑥リアルタイム現場管理
異常時の早期発見・是正

⑧トンネル施工情報の効率化
連続情報の共有化

図─ 2　測量・計測システム構成図

本社・技研・施主

遠隔監理

事務所内LAN
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総合監理システム 遠隔監視＋切羽撮影
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支保検測

任意点測量
箱抜照射

セントル測量

ｲﾝﾊﾞｰﾄ測量

既知点ﾌﾟﾘｽﾞﾑ

坑内手動計測 断面測量
坑内自動測量

NATM BOX 操作ＰＤＡ 支保照射

工事事務所工事事務所内遠隔地

（2）  ジャンボ，ロードヘッダ等機械遠隔監視によ
る施工の精度確保

AR技術（画像データを利用したガイダンス技術）
：MOGRASS（モグラス）
坑内に設置したカメラ画像を活用したAR技術とし

て削孔ガイダンスシステムを紹介する。ジャンボにカ
メラおよびターゲットを複数点設置し，予め位置関係
を求めておいて，ジャンボ停車位置にてターゲットを
測量し，カメラの位置や向きの情報を得る。削孔時に
ガイダンスすべき 3次元情報（目標位置）をカメラ映
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像に重なるように画像座標系に座標変換し，カメラ映
像の上に表示する。現場作業者はこれらが映し出され
た PCモニターを見ながらブームが目標位置に重なる
ようにブームを操作する。
人間の経験と勘・目視による判断で操作を行ってき
た重機等のナビゲーションについても，測量やセン
サー技術の高度化により「より速く」・「より正確に」・
「より安全に」を求めて技術開発が進んでいる。これ
は完全に自動化する一歩手前の技術で，あくまでも技
術者を支援するためのシステムとなる。これは従来の

「経験や勘による施工」ではなく「ITを活用した高度
情報化施工」を実現するシステムで，ナビゲーション
に従って操縦することで，誰もが同じように施工する
ことが可能となる。

（3）検査機器の活用とデータ共有による品質確保
……インターネットカメラ活用技術（コンクリート強度
遠隔試験システム）　NETIS 登録
：コンクリート遠隔検査システム
インターネットを介して工事事務所・発注者・協力
業者を結び，コンクリートの検査を遠隔で行うための
システムである。従来は一箇所に集まり立会いで検査
をしていたものが，離れた場所にいながらにして検査

図─ 3　AR技術を活用したガイダンスシステム例

削孔ガイダンス機能
ロックボルトガイダンス機能

図─ 4　コンクリートWEB検査システム

試験所風景

図─ 5　インターネットを活用した検査手法
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できるようになった。これにより，移動時間がなくな
るだけではなく，冗長な待ち時間も短くなる。検査に
立会う人がそれぞれ時間を有効に使うことができるよ
うになり，現場管理の効率化が図れる。このことは，
ネットワーク技術の進歩により検査結果だけではな
く，映像を使ったコミュニケーション自体をリアルタ
イムにとることができるようになったことで，信頼性
が必要となる立会い検査についてもオンラインででき
るようになった例であるといえる。

（4）周辺環境に配慮した施工管理
無線 ICタグを活用した換気設備制御システム
：Eco ナビ FAN
EcoナビFANは坑内作業（削孔作業・ずり出し作業・
吹付作業等）を切羽付近で自動検知し，作業データを
坑外に設置しているコントラファンに無線伝送して自
動的にインバーター制御を行い，電気量削減を目指す
新しい省エネルギートンネルシステムである。従来は
坑内作業を把握して坑外に設置しているコントラファ
ンの起動や坑内のダストセンサーの検出により集塵機
の電源の入切を行っていた。どうしても人依存になる

ため，場合によっては電源を入れっぱなしの状態があ
り，莫大な電気料を消費する結果となっていた。本シ
ステムは作業の内容に応じて高速・中速・低速を自動
的に制御して効率的な電気設備の利用とエコロジーに
配慮したシステムである。

（5）  機械・坑内作業員の動きを把握することによ
る安全管理

無線 ICタグ利用による位置検知システム安全管理
：いちけん
従来位置情報検知機能は GPS が活用されるが，ト
ンネル等地下構造物においてはGPS が使用できない。
そこで本システムは坑内において簡易なメッシュネッ
トワークを構築して作業員に携帯したタグの位置情報
を電波強度から算出して作業員の位置を特定するもの
である。なお本システムには入退坑管理機能も付加す
ることにより，遠隔で坑内の作業員管理が可能である。

（6）  インターネットを活用したリアルタイム管理
によるリスク回避

坑内での計測情報などリアルタイムにデータ伝送

図─ 6　ICタグ技術の換気制御システム

重機位置検知

換気ファンインバーター制御

図─ 7　トンネル工種に応じた制御方式

削孔 ずり出し 吹付けコンクリート

サイドダンプ
吹付機＋ロボット

(一体型ﾄﾗｯｸﾐｷｻ(4.5m3))
ｺﾝﾃﾅﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ

3ブーム2バスケット

油圧ジャンボ

低速度制御 高速度制御
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し，作業とは別のエリアにてパトライトや携帯端末等
にて表示することにより，緊急時の対応を把握する。

（7）  現場条件や施工情報を三次元 CAD にて表示す
ることによる情報の可視化

……現場情報（地形情報，切羽情報，計測結果等）の三
次元化　：Cyber3DVIEW
本システムは CyberNATMで収集したデータ（計

測結果，断面測定結果）また坑内切羽観察システムに
よる地山評価結果，施工実績記録（進行データ，実績
パターン等）をCADモデル PCに自動的に流し込み，
3D表示するものである。これにより，トンネル施工
時の地質の変化や施工状況の動き等を視覚的に表示す
ることにより，現場状況をよりわかりやすくさせるも
のである。

図─ 8　ICタグを活用した位置検知システム

100m 100m 100m

親局 PAPAPAPA

切羽

事務所

ＰＣ （タッチパネル式）

入退坑管理

いちけんタグ

入退坑管理画面 坑内いちけん画面

いちけんＩＣタグ

図─ 9　インターネット活用したリアルタイム管理
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3．おわりに

情報化施工・ITコンストラクションを導入するこ
とは，現場における施工の効率化を目指すものである。
山岳トンネルをはじめとした建設の現場では，作業員
の熟練の度合いにより大型機械を操作し，重要な判断
はしばしば熟練専門技術者の知識・経験・勘に委ねら
れてきた。しかし，現在では山岳トンネルの現場に限
らず現場ごとにできることからさまざまな工夫がなさ
れている。本稿で紹介した ITコンストラクションの

紹介事例は，当社のコアコンピタンス（核となる技術）
である，①測量器やセンサーなどで「測る技術」，②測っ
た結果を「記録する技術」，③記録した内容を各種端
末で「見せる技術」，そして④これらの技術を互いに「つ
なぐ技術」によって作り上げたシステムにより成り
立っている。
現場におけるさまざまな物理量や作業に関わる情報
を電子化・デジタル化し，現場や事務所の技術者がそ
れらの情報を共有できるようにネットワークで結ぶこ
とで，施工の最前線だけではなく工事管理者も含めて
IT化を実現できると思われる。今後，施工の自動化
に向けて情報化施工はより加速すると思われる。
…

図─ 11　三次元ビューアーとトンネルシステムとの連携図

図─ 10　山岳トンネルにおける三次元モデル

林　稔（はやし　みのる）
㈱演算工房
代表取締役

［筆者紹介］
鈴木　裕彦（すずき　ゆうひこ）
㈱演算工房
営業部
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1．はじめに

我が国のイチゴ栽培は促成栽培という作型が一般的
で，これは 9月にビニールハウスの中にイチゴ苗を定
植し，冬期には暖房を施して栽培する方法である。収
穫期は 12 月から翌年の 5月ぐらいまで続く。この間
農家は毎日にように収穫，パック詰め，出荷作業に追
われる。平成 21 年度産の統計データに依れば，イチ
ゴの作付面積は 6,360 ha，生産量は 184,700 t，産出額
は 1,570 億円である。トマトの 1,987 億円，温州ミカ
ンの 1,292 億円に匹敵する市場を有している。高値出
荷の望める作物であるが，10 a あたりの作業時間はお
よそ 2,000 時間といわれ，他の果菜類（トマトやキュ
ウリ，ナスなど果実がなる野菜）に比べても手間のか
かる作物である。元来，果菜類は栄養生長と生殖生長
が同時に推移するため一斉収穫ができず，一定の大き
さや熟度になったもののみを収穫する。そのため栽培
期間つまり収穫期間が長くなる傾向があり，加えてイ
チゴの場合その柔らかさから慎重な取り扱いとパック
詰めが求められている。農業生産現場で利用できるこ
とを第一の目標に掲げ，マシンビジョン，マニピュレー
タ，エンドエフェクタなどから構成されるイチゴ収穫
ロボットの開発に取り組んできた。本技術開発はシブ
ヤ精機株式会社と共同で行ったものである。ここでは，
収穫ロボットの基本機構と性能について紹介する。

林　　　茂　彦・山　本　聡　史・齋　藤　貞　文

イチゴは収穫期間が長く，冬から春先まで店頭に並ぶ。その分栽培には多くの手間がかかり，面積 10 a あ
たりおよそ 2,000 時間の労働時間を要している。イチゴ栽培の省力化を目指して，吊下げ式高設栽培ベッド
の通路側から接近する収穫ロボットを開発した。収穫ロボットは，円筒座標型マニピュレータ，エンドエフェ
クタ，マシンビジョンおよびトレイ収容ユニットから構成される。画像処理により果実位置とその着色度を
推定し，収穫適期の果実のみを選択的に収穫する。果皮を傷めないよう果柄のみを把持し切断して，トレイ
に収容する。移動走行プラットフォームに搭載でき，自動で畝移りすることが可能である。
キーワード：農業ロボット，イチゴ，高設栽培，収穫，画像処理，マニピュレータ

高設栽培に対応した 
イチゴ収穫ロボット

2．イチゴ収穫ロボットの開発構想

（1）要素技術
イチゴなどの果菜類をロボットで収穫するための要
素技術は，①センシング技術，②マニピュレーション・
ソフトハンドリング技術，③走行技術である。果菜類
は果実が順次実っていくため，選択的に収穫すること
が基本となる。そのためには収穫するかしないかを判
断するセンシング技術が最も重要である。キュウリや
ナスなどは長さが判定基準になるが，イチゴの場合に
は色み具合を判定する必要があり，これまでの研究で
も画像処理技術が広く用いられてきた。ソフトハンド
リングに関しては，対象作物にあった採果ハンドの設
計・開発が求められる。イチゴは果皮が柔らかいため，
取り扱いが難しい作物である。そして，ハウス内を移
動して収穫を行うための走行技術も必須となる。ハウ
スで稼働するイチゴ収穫ロボットの構想図を図─ 1に
示す。

図─ 1　イチゴ収穫ロボットの開発構想

収穫ロボット
高設栽培
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（2）想定する作業体系
これまで研究開発された果菜類の収穫ロボットの技
術的課題として，収穫適期の果実を 100％収穫するこ
とは困難，収穫速度が遅い，果実を傷める，不整地で
の安定走行が困難，導入コストが高い，などが指摘さ
れてきた。これらの課題に対処するとともに，イチゴ
の生産現場で稼働するロボットを開発するため，以下
のような開発コンセプトを設定した。果実を 100％収
穫することは難しいため，ロボットは収穫容易な果実
のみを確実に収穫する。収穫速度が遅いため，ロボッ
トは夜間ゆっくり稼動する。果実が傷まないように果
柄を切断する採果方式を採用する。高設栽培通路内を
自律走行する技術の組み込みは難しいため，レール等
の軌道を利用する。つまり，収穫ロボットは作業者が
寝ている夜間に収穫容易な果実のみをゆっくり確実に
収穫し，朝になってロボットが収穫できなかった果実
を，作業者が収穫するという協働作業体系を想定した。

3．  ロボット実証ハウスと吊り下げ式高設栽
培ベッド

収穫ロボットの開発改良および実証試験は，6 ×
48 mの鉄骨ハウスで行った（図─ 2）。間口近くに収
穫ロボットが横移動するための枕地スペースを広く
取っている。このハウスには 3 m毎に水平梁があり，
この梁から高設栽培ベッドが吊り下がっている（図─
3）。栽培方式は「らくちんシステム」に準じている。
栽培ベッドの数は 6列で，3列は水平梁に固定されて

いるが，残りの 3列は水平梁に沿って左右に移動する
構造である。収穫ロボットが進入する際には自動で栽
培ベッドが動き，ロボットの通過に十分な通路幅（90
～ 95 cm 程度）を確保する（図─ 4）。作業者用の操

図─ 2　ロボット実証ハウス

ハウス
間口
6m

SW1

SW2

SW4

SW3

SW1’

SW2’

SW3’

SW4’

操作盤
架台A （約6×1.2m）

プラットフォーム走行用レール:50*50mm(45m)

架台B（0.6×1.2m）

①

②

③

⑤作業時：90cm 等間隔時：50cm

④

栽培ベッド（固定）

栽培ベッド（固定）

栽培ベッド（固定）

可動式栽培ベッド

可動式栽培ベッド

可動式栽培ベッド

ホーム位置

無線（親機）

0

+

-

図─ 3　吊り下げ式高設栽培ベッド

水平梁

図─ 4　栽培ベッドの左右可動

開の状態

閉の状態
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作スイッチも栽培ベッド両端に設置されており，作業
者が定植や防除，収穫，栽培管理を行うときは，マニュ
アル操作で栽培ベッドを左右に移動させることもでき
る。
収穫ロボットが通路に進入するときは，後述する移
動プラットフォームからの信号により，駆動モータが
正転または逆転する。駆動モータに連結されている回
転軸が回転し，ラック・ピニオン機構により回転軸お
よび軸受けが左右に移動する。この移動により軸受け
に固定された梁走行機構，および下垂する高設栽培
ベッドも一体として同時に左右に移動する。イチゴの
生育に伴い着果位置が変化しても，通路幅を調整する
ことで収穫ロボットと果実の距離をほぼ一定に保てる
という特徴がある。また，左右可動により栽植本数の
増加が可能で，単位面積あたりの増収も期待できる。

4．収穫ロボットの開発

（1）基本機構
イチゴを摘み取る場合，作業者は通路を移動しなが
ら色づいた果実を見つけ，果実を包み込むようにして
摘み取る。葉の陰に隠れている場合でも，葉を少しよ
けて果実を探す。この動作をそのままロボットで実現
することは非常に困難である。そこで，収穫ロボット
は果実を水平方向から見て，着色度の判別を行い直線
的に果実に接近する動作を実行する。果実に接近する
際には，視覚認識を行わず目標果実の位置に高速で移
動し採果する設計である。
収穫ロボットは，円筒座標型マニピュレータ，エン
ドエフェクタ，マシンビジョンおよびトレイ収容ユ
ニットから構成される。マニピュレータは 3自由で，
旋回，上下および前後に動作する（図─ 5）。エンド
エフェクタはマニピュレータの先端に取り付けられ，
果柄を把持切断するフィンガ，および果実把持を検知

図─ 5　イチゴ収穫ロボット

する光電センサからなる。光電センサは採果した後に
前後にスライドして果実の把持をチェックする。マシ
ンビジョンは LED…5 灯と CCDカメラ 3台（ステレオ
カメラ 2台，中央カメラ 1台）から構成される。両側
のカメラ 2台によりステレオビジョン処理が行われ果
実の 3次元位置の測定と着色度の判定を行う。中央カ
メラにより果柄を検出して，その傾きを推定する。
収穫ロボットは，走行部の前進動作で通路右側の果
実を順次収穫し，通路終端で機体を 180°旋回させ，
後進動作で通路左側の果実を収穫する。ロボットは走
行部が停止した状態で採果動作を行う。その動作の流
れを以下に説明する。まず 2台のステレオカメラによ
り果実の 3次元位置を計測するとともに，それぞれの
果実の着色度を推定する。対象となる果実が収穫適期
（着色度 80％以上）であれば，エンドエフェクタを対
象果実に正対させ，中央カメラの画像から果柄の検出
を行う（図─ 6）。対象果実の上部に関心領域を設定
したのち，その領域内の果柄を検出し傾斜角度を計算
する。そして，エンドエフェクタは，その傾斜角度に
応じて 3段階の角度に回転したのち，フィンガ先端の
隙間に果柄が入るように接近する（図─ 7）。フィン
ガで果柄を切断し，果実を把持していることを確認し

図─ 6　ロボットの操作画面（果柄の検出）

図─ 7　採果動作



86 建設の施工企画　’12. 11

てトレイに収容する。現在の停止位置において，すべ
ての認識果実に対してこの一連の採果動作を繰り返
す。これらの処理が終わると，収穫ロボットは
200 mm前進し，次の果実の採果動作に移る。

（2）移動プラットフォームの開発と収穫動作
収穫ロボットの走行部となるのが，移動プラット
フォームである。長さ 5.7 m ×幅 1.2 m の大きさで，
独立して可動する架台Aと架台 Bから構成される。
架台B（0.6 m× 1.2 m）には開発した収穫ロボットを
搭載することができる（図─ 8）。架台Aの両端の駆
動輪によりレール上を走行して通路方向に動き，架台
Bはそれと直角方向，つまり畝移り方向に動く。両者
の動きを組み合わせることで収穫ロボットをハウス全
体に移動させることができる。

収穫ロボットを載せた架台Bは，図─ 2に示すホー
ム位置を起点に動作を開始し，枕地走行を行い指定さ
れた通路を通路終端まで往復した後，ホーム位置に戻
る。その後，次に指定された通路に進入し，往復した
後にホーム位置に戻るという動作を繰り返す。収穫果
実の詰まったトレイと空のトレイの交換は，横移動の
位置で行う。また，収穫ロボットとの通信はデジタル
信号により行う。

5．収穫性能

ロボット実証ハウスにおいて，品種‘紅ほっぺ’と
‘あまおとめ’を用いて収穫ロボットの性能試験を実
施した。その結果，着色度の判定には品種による着色
過程の違いが大きく影響することがわかった。具体的
には赤色部と緑白色部の境界が鮮明な品種‘あまおと
め’で良好な判定結果となった。また，収穫成功率は，

収穫時期および果序が進むにつれて上昇する傾向が見
られ，果房の入れ替わる前に高くなり，入れ替わる時
期に低下する傾向を示した。採果処理時間は 8.8 s/果
で，収穫成功率は 60 ～ 66％であった。ただし，着色
度の判定ミスにより収穫適期前の果実を採果する場合
もあった。
収穫ロボットの実証試験と改良を繰り返し，最終機
において一定の収穫性能を検証できたことから，実用
化の見通しが得られた。

6．おわりに

イチゴ収穫ロボットの一連の開発により，果実の自
動収穫，ハウス全体の移動，さらには生産現場の実稼
働が実証された。今後ソフトウェアの調整により精度
の向上は期待できるものの，収穫成功率 100％を達成
することは難しい。また低コスト化という課題にも挑
戦していかなければならない。
イチゴは周年需要のある作物で，促成栽培できない
夏期はアメリカからの輸入に頼っている。輸入量は
3,300 t である。夏の長日期でも花が咲き実がなる「四
季なり品種」を用いて，国内でイチゴを生産しようと
する研究が進んでいる。一方植物工場でイチゴを周年
で生産する試みも見られる。このような技術とイチゴ
収穫ロボットの組み合わせが実現すれば，ロボットの
稼働時間も拡大し，利用効率の飛躍的な向上が期待で
きる。
…

図─ 8　移動プラットフォーム

架台A

架台B
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主任研究員
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心 を こ め て 海 と つ き 合 う
渋　谷　正　信

私は，潜水をして水中で工事や調査を行う潜水士で
ある。
24 才の時に潜水士の資格を取り，以来国内・外の
水中を潜り続けてきた。約 40 年間で潜水時間は，3
万 8千時間余りになる。
若い頃の潜水は ｢海洋開発｣ という名の下に，海の

開拓魂にあふれ日本各地の港湾建設や海洋構造物の水
中工事に携わってきた。効率良く水中作業をこなし，依
頼主の要望に応えるべく海の中で構造物を造ってきた。
伊豆諸島の港湾建設の時は，海中の磯を水中発破で
壊して定期船の着く岸壁を築いた。潜水技術や作業技
術に工夫を重ね腕を磨いた。
腕のいいダイバー（潜水士）と言われることが私の
生きがいであり，誇りであった。
昭和の時代が終わろうとする頃，私は環境問題につ
いて耳にするようになった。熱帯雨林の伐採は地球環
境を悪化させる原因だと言う。山の木を建材として活
用したり，人間の生活に利用したりすることは当然だ
と思っていたが，その木をむやみやたらと伐採すると，
山が荒廃し，森林の CO2 吸収が低下，地球の温暖化
という問題をひきおこすと盛んに言われ始めた。さら
には，土木工事などで山を削ったり，自然の海岸線に
手をつけることも環境破壊になる。コンクリートで河
川の堤防を構築する，海を埋め立てることも環境破壊
になると言われた。
ある時，テレビの映像で，熱帯雨林の伐採を阻止し
ようとする人々と，開発者側が強引にチェーンソーで
大木を切ろうとしているシーンを見た。その時，チェー
ンソーで大木を切っている開発者と，私のやってきた
海の中で磯を破壊してきた行為が重なった。「彼と私
は同じだ─。」
ショックであった。今まで海を開発して，社会に役
立つ潜水士になろうと技術を磨き，誇りを持ってやっ
てきた。その仕事が，環境を破壊していることに繋がっ
ていたのである。その時から，自分の仕事のあり方に
迷いが出て，彷徨する日々が続いた。
そんな日々の中で，東京湾横断道路（現在の東京湾

アクアライン）の建設工事が始まった。風の塔のある
川崎人工島の建設時に，海中に潜った。その時，キラッ
と光る魚体があった。「クロダイの群れだ，魚がもう蝟
集している」，海上に上がってから，再びクロダイの群
れのことを思い出すと同時に，今まで見てきた海洋構

造物と水中生物のことが次から次へと浮かんできた。
海の中に構造物を造ると，場合によっては魚が集ま
るのかもしれない。自然環境には手をつけてしまうが，
魚が住める環境になる可能性がある。そう気づいた時
から，自分の仕事への迷いが消えた。以後，自分の手
がける水中工事の水中環境を自主的に調べて記録を
取った。
その一つの成果が，川崎人工島の建設に携わった時
にまとめた「海洋構造物の魚礁化現象としての可能性」
という報文とシンポジウム発表である。
私は現在，三つのプロジェクトを進めつつある。
一つ目は「海と調和したものづくり

4 4 4 4 4

」。前述の港湾
や海洋構造物を造る時は，人間の都合だけ考えて造る
のではなく，海と調和したものづくりをしたい。そう
いう思いをプロジェクトにしたもの。
二つ目は「海の中の森づくり

4 4 4 4

」だ。海の中の森＝海
藻が豊かに生い茂る海が，今，日本の海から消失しつ
つある。海のゆりかごと言われ海中の生態系に極めて
重要な海藻が，様々な要因で消失している。この磯焼
けは，沿岸漁業にも地球環境にも，大きな打撃を与え
ている。そうした海を元気に再生したいという思いを
こめてプロジェクトにしたもの。
三つ目は「海と調和する人づくり

4 4 4 4

」。海中という自
然環境に直接手を加える潜水士が，海と調和する心構
えを持って作業をすること，それからレジャーダイビ
ングをする人々にも海と深いつながり＝一体感を持っ
てダイビングを楽しむ，このようなプログラムでセミ
ナーを行うものである。
この三つのプロジェクトの根底に流れているのは，

「心をこめて海とつき合う」という思いである。心をこ
めて海とつき合うというのは，海にありがとうという
感謝の思いを持って海に潜らせてもらうこと。簡単そ
うだが，海に従事している人や海で遊ぶ人に，心から
海にありがとうと思って，海と付き合っている人は少
ないと思う。ほとんどが自分の仕事や興味だけを考え，
過ごしてしまう。少なくとも以前の私はそうであった。
海にありがとうと言える時は，心に余裕がある。この
心に余裕を持つことが，良質の仕事や生き方を生むの
ではないか。心をこめると何がどうなるか，自分自身で
確かめる，そういう心の技術の発達が，海や自然，そし
て人々と居心地の良い環境を創って行くように思う。

─しぶや　まさのぶ　㈱渋谷潜水工業　代表取締役─
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一 秒 の 重 み
野　口　健太郎

建設機械の整備業を経営する立場として，点検・整
備に要する時間を 1分 1秒たりとも無駄にせず，お客
様へ正確で迅速なサービスを提供するのが最大の責務
と考えております。日頃，従業員に対しては「時間を
大切に。1分 1秒たりとも無駄にしてはいけない」と
話しているわりに，果たして自分は本当に 1分 1秒の
重要性というものを判っているのだろうかと疑問に思
い，テーマとしてみることにしました。
最近，人間と対戦して絶対に負けないじゃんけんロ
ボットを東京大学の石川正俊教授らが開発されたとい
う新聞記事が載っておりました。1秒間に 1,000 コマ
の画像を処理する特殊カメラとロボットを高速に動か
す技術を組み合わせ，実は人間の目にはわからないよ
うに後出ししているそうです。チョキであれば人差し
指と中指，パーならば 5本の指が同時に開こうとする
から，ロボットからすれば相手の「手」は簡単に判別
できるというものです。人間も超人的な動体視力と瞬
時の判断力を兼ね備えていれば訓練次第で絶対に負け
ない人が現れるかもしれません。そうは言っても，大
多数の人間はじゃんけんの一連の動作をするだけで 1
秒以上かかり，結局は運頼みで，じゃんけんの本来の
意味（平等に甲乙を決める）からすれば，じゃんけん
ロボットなど作ること自体が間違っているのかもしれ
ません。尤も研究グループは勝率が 100％のじゃんけ
んロボットを作るのが目的ではなく，今後の自動車事
故防止システムなどへの応用を目指しているというこ
となので期待したいと思います。
さて，世の中で一番速い乗り物は何かと調べてみた
ところ，身近なところでは東海道新幹線「のぞみ」は
時速約 300 km（秒速 83 m），スペースシャトルは時
速 28,800 km（秒速 8 km）です。それから我が宇宙
船地球号（一応，地球も全人類を乗せる乗り物と考え
て）は太陽の回りを 1秒間に 29.8 kmも進むそうです。
そもそもスペースシャトルと地球の速さを比べるにも
対象があまりにも違いすぎる感はありますが。わずか
1秒でそんなにも進んでしまうとは，いかに宇宙のス
ケールが大きく，いかに人間がちっぽけな存在かとい
うことが身につまされる思いです。
逆に人間よりももっと小さい存在である昆虫の世界
ではさらに驚くべきことがあります。昆虫の羽ばたき
は人間の目には見えないほどの速さで，例えばミツバ
チやハエは 1秒間に 200 回，蚊は 1秒間に 600 回も羽
ばたくそうです。（体が小さいほど羽ばたきの回数は
多くなるとのこと。）羽ばたきの回数だけでなく，移

動速度（体の大きさを比較する飛行体に合わせた換算
速度）や多様な飛行経路（アクロバット飛行）などと
ても現代の人間の技術では実現できないほどの高度な
運動性能を昆虫は本能として持っているということに
なります。勿論，このような高度技術を持つ昆虫の羽
ばたきについて様々な研究者がほっておくわけがな
く，例えば被災地現場への偵察用としての飛行ロボッ
トの開発など，いろいろな用途への応用を目指してい
るそうです。
ここまでは 1秒というスケールで何ができるかにつ
いてロボット・乗り物・昆虫の実例を列挙して参りま
したが，はたして人間として 1秒間でどんなことがで
きるのでしょうか。前述のような 1秒間にできる仕事
量的なことは困難であっても，一瞬のひらめきとかとっ
さの判断ということは 1秒あれば十分足ります。人間
の動作は判断の積み重ねであり，動作を迅速にするた
めには，いかに判断スピードを上げるかに懸かってい
ると思います。判り易い例を言うと，時速70 kmで走っ
ている車は 1秒間に約 20 mも進んでしまうため，1秒
の判断の遅れが大事故を招いてしまうことになります。
判断力を高めるためには様々な要素（知識，集中力，
頭の柔軟性等）を同時に高めていかなければなりませ
ん。私ども建設機械を点検整備する立場としては，ひ
と昔前の建機であれば機械・電気・油圧の知識があれ
ば大方の機械の故障にも十分対応できたと思います
が，現在ではコンピュータ（電子）の知識がないと対
応できなくなっています。つまり，エンジンや油圧等
の制御はすべてコンピュータでシステム化されており，
そういった技術も身につけておかなければ故障時にお
ける判断力を高めることはできないと考えます。従っ
て，お客様へ正確で迅速なサービスを提供し続けるた
めにも，日々研鑽し，誰にも負けない努力で益々高度
化する技術を習得すると同時に仕事に対する集中力や
頭の柔軟性を訓練することが重要になってきます。
人間ですから 1秒間というのはあっという間に過ぎ
去ってしまう時間ではありますが，「1秒の重み」と
いうものをズッシリと受け止め，時間の観念をもって
1分 1秒たりとも無駄にしないという思いで何事にも
取り組んでいきたいと思います。

《参考文献》
「1秒の世界」
責任編集：山本良一　Think…the…Earth…Project 編
2003.6.12 発行　ダイヤモンド社　p.11，119

─のぐち　けんたろう　㈱日の出自動車　代表取締役社長─
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業務内容の概要

1．はじめに

当別ダム建設事業本体工工事（北海道）は世界で初めて
の台形CSG（Cemented…Sand…and…Gravel）ダムの本格的
な施工である。CSG はダムサイト近傍で容易に入手でき
る河床砂礫や掘削ずりにセメント・水を加えて攪拌・混合
したものである。当別ダムのCSG打設のリフトスケジュー
ルから，月最大打設計画量は約 124,000 m3，日最大打設計
画量は 7,250 m3 であり，CSG混合設備には計画上 450 m3/h
以上の製造能力が必要不可欠であった。
2．開発経緯

既存のφ 700 mmSP ミキサでは製造能力が 80 m3/h 程
度であるため，当別ダムでは 6基以上の設備が必要と想定
された。そのため，連続・高速・大量製造への対応と，設
備コストや製造手順などを勘案し，1基当り 250 m3/h 以
上の製造能力を有するφ 1,200 mmSP ミキサを開発した。
3．開発内容

SP ミキサの使用実績からφ 500 mm⇒φ 1,200 mm と
することで断面積が 6倍で製造能力は約 5倍（50 m3/h ×
5 倍＝ 250 m3/h）になると推定された。また，ある程度の
粒度のばらつきがあっても品質を満足し，均一に混合でき
るしくみも必要なため，新たな混合方法を考案し確認実験
を行った。
実験の結果，CSG 材・セメント・水を同時に連続して
混合機へ投入すると，水が CSG 材とセメントの均一な混
合を阻害する要因の一つとなることが判明した。したがっ
て，「セメントと CSG 材の先行混合」「先行混合後の給水
と均一な給水方法」を実現するため，上部 2連の混合筒は
CSG 材とセメントをドライミックスする工程，下部 3連
の混合筒は途中給水を介してウエットミックスする工程と
し，それらを組合せた新混合方式とした。
4．まとめ

当別ダムにおいて 2基の SPミキサ（φ1,200 mm× 5連）
を中核とした CSG 製造設備は，不具合もなく順調に製造
を継続した。本格製造は 2009 年 6 月から 2010 年 9 月の製

鹿島建設㈱

連続・高速・大量CSG製造設備の開発と合理化システム
─世界初となる台形 CSG ダム─

平成 24年度　一般社団法人日本建設機械施工協会　貢献賞

造完了までで，堤体工と雑工（押え盛土工など）を合わせ
ると11.5 ヵ月（実稼働日数 271日）で約 69.3 万 m3 の CSG
を製造した。日最大 8,500 m3，月間最大 124,000 m3 の製造
を成し遂げ，その能力を実証することができた。また，大
滝地区地すべり対策工事の CSG 製造設備にも 1 基の SP
ミキサ（φ 1,200 mm× 5 連）を導入し，製造を無事完了
した。

業務内容

1．業績の行われた背景

当別ダム建設事業本体工工事（北海道）は世界で初めて
本格的な台形 CSG（Cemented…Sand　and…Gravel）ダム
を施工する工事である。CSG はダムサイト近傍で容易に
入手できる河床砂礫や掘削ずりにセメント・水を加えて攪
拌・混合したものである。当別ダムでは，堤体基礎掘削敷
並びに堤体直上流に賦存する河床砂礫を使用して約
693,000 m3 の CSG 打設を 11.5 ヵ月で完了する必要があり，
CSG 打設のリフトスケジュールから，月最大打設計画量
は約 124,000 m3，日最大打設計画量は 7,250 m3 であり，
CSG 混合設備には計画上 450 m3/h 以上の製造能力が必要
不可欠であった。
当別ダムのCSG製造は連続・高速・大量製造への対応と，

設備コストや製造手順などを勘案し，1基当り 250 m3/h 以
上の製造能力を有するφ1,200 mmSPミキサを開発した。
2．業績の詳細な技術的説明

（1）CSG の用語定義

CSG について以下に用語の定義を示す。
CSG材：……原材料である母材を必要に応じてオーバーサ

イズの除去等によって所定の最大粒径以下に
調整した材料

CSG：CSG材にセメント，水を添加し混合したもの
（2）CSG 製造設備

CSG製造設備は，CSG材・セメント・水の各材料を貯蔵・
供給輸送及び計量する設備，それらを混合するCSG混合装
置，製造したCSGを輸送・貯蔵・積込する設備で構成され

平成24年度　一般社団法人日本建設機械施工協会会長賞　受賞業績（その3）
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ている。CSG製造設備の混合装置であるSPミキサは，当社
を含めた 8社（独立行政法人水資源機構他）による共同特
許技術であり，CSG混合用に開発した簡易な装置である。
本装置は「CSG 工法用混合設備小委員会（財団法人日
本ダム協会）」で承認された 14 機種の「DK系ミキサ」の
一つであり，DK系 CSG 混合装置の区分では，「重力・動
力併用型で形状がパイプ系」に分類されている。
a．SPミキサ使用実績
当別ダム工事以前の当社における SP ミキサを用いた
CSG等の製造実績を表─ 1に示す。

表─ 1に示す各現場で採用した SPミキサは，混合筒径
がφ 500 mm又はφ 700 mmの 3連式である。CSG材，セ
メント，水を正転・逆転・正転の順に回転する混合筒を通
過させ，攪拌・混合製造しいずれも良好な結果を得ている。

（3）φ 1,200 mmSP ミキサの開発

当別ダムの CSG 打設リフトスケジュールから，月最大
打設計画量は約 124,000 m3，日最大打設計画量は 7,250 m3

であり，CSG 製造設備には計画上 450 m3/h 以上の製造能
力が必要不可欠であったことから，表─ 1に示す従来設
備のφ 700 mmSP ミキサでは製造能力が 80 m3/h 程度で
あるため，6基以上の設備が必要と想定された。
したがって，連続・高速・大量製造への対応と，設備コ
ストや製造手順などを勘案し，1基当り 250 m3/h 以上の
製造能力を有するφ 1,200 mmSP ミキサを開発した。
a．混合方法の開発
CSG 材は，建設現場周辺で容易に入手できる材料を，
分級・粒度調整・洗浄を基本的に行うことなく，必要に応
じてオーバーサイズの除去や破砕を行う程度であることか
ら，粒度は同一採取地の材料であっても変動する。したがっ
て，CSG混合装置の開発目標は，「所定範囲内で粒度変化
がある材料でも品質を確保できる混合方法」と「CSG 材
の粒度変化があっても 250 m3/h 以上の製造能力を安定し
て確保できる混合方法」とし，これらの実現可能な設備の
開発を行った。
b．製造能力・品質の確保
SPミキサの使用実績からφ 500 mm⇒φ 1,200 mmとす
ることで断面積が 6倍に，製造能力は約 5倍（50 m3/h ×
5 倍＝ 250 m3/h）になると推定された。また，ある程度の
粒度のばらつきがあっても品質を満足し，均一に混合でき
るしくみも併せて必要であるため，新たな混合方法を考案・

試験機を製作し満足する結果が得られるまで，実証実験を
繰り返し行った。
実験の結果，CSG 材・セメント・水を同時に連続して
混合機へ投入すると，水が CSG 材とセメントの均一な混
合を阻害する要因の一つとなることが判明した。したがっ
て，「セメントと CSG 材の先行混合」「先行混合後の給水
と均一な給水方法」を実現するため，上部 2連の混合筒は
CSG 材とセメントをドライミックスする工程，下部 3連
の混合筒は途中給水を介してウエットミックスする工程と
し，それらを組合せた新混合方式とした（図─ 1，写真─

1参照）。
実証試験し製造した CSG から試料を採取して大型供試
体を作製し，強度を確認した結果，製造能力は最大で
250 m3/h 以上で所定の強度を有することが確認された。

c．混合性能向上策
品質を満足しつつ混合性能を向上する開発項目について
下記に示す。
① 5連混合筒の回転
……実験によって正転・逆転・正転・逆転・正転方式の有効
性を確認し，採用
②二種類のミキシング工程
…実験によってドライミックス＋ウエットミックス方式の
有効性を確認し，採用
③混合羽根の形状

表─ 1　SPミキサの施工実績

写真─ 1　混合筒 5連方式のSPミキサ

図─ 1　混合筒 5連方式と各種設備内容
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…実験によって最適な羽根高さ，幅，据付角度を検証し，
設計
④円周式給水ノズル
…ドライミックス＋ウエットミックス方式の実現のため筒
隙間からの給水と均等な水供給方法として円周式給水ノ
ズル方式を考案
d．付着防止策
比較的細粒分が多く含水比の高い CSG 材を投入して混
合した場合，付着が品質劣化や製造能力低減の原因となる
可能性がある。実施した付着対策を下記に示す。
①ホッパ，ライナ，羽根
　コンクリート付着軽減ゴムの採用
②混合筒内部
　エアノッカによる付着物剥離

（4）二種類のミキシング工程方式の有効性

ドライミックス有無の効果を確認するため，実証試験で
製造した CSG から試料を採取して大型供試体（写真─ 2

参照）を作製，強度を確認することとした。なお，使用し
たCSG材は購入した模擬CSG材に砂（細粒材）をブレン
ドし，当別ダムの CSG 材粒度に近い状態とした（図─ 2

参照）。
試験結果は，表─ 2に示すとおりドライミックスあり
の大型供試体によるσ28 強度が，ドライミックスなしの
結果より約 12％向上する結果となり，ドライミックスの
効果を確認することができた。

（5）CSG 製造設備の製造合理化システム

CSG 製造設備の製造フローを下記に示す。
4 m3 級油圧ショベルで投入ホッパに投入された CSG 材

は，投入ホッパ下部のベルトフィーダで引き抜かれ，ベル
トコンベヤを経由して SPミキサへ搬送される。一方，セ
メントは 30 t サイロからロータリフィーダで切り出され，
ベルトコンベヤ経由で CSG 材上に供給される。CSG 材と
セメントはSPミキサ上部2連でドライミックスされた後，
途中給水され下部 3連でウエットミックスという工程を経
て CSG となる。SP ミキサから吐出した CSG は，さらに
ベルトコンベヤで移送されスライドコンベヤを経由して積
込ホッパに一時貯蔵された後，最終的に重ダンプに積込ま
れる（図─ 3，写真─ 3参照）一元管理可能なシステムを
考案し，導入した。

写真─ 2　CSG試験製造と大型供試体作製

図─ 2　試験に使用したCSG材の粒径加積曲線

表─ 2　ドライミックス有／無のσ28強度結果

図─ 3　CSG製造設備の製造フロー

写真─ 3　当別ダムCSG製造設備（全景）
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a．CSG 製造総合監視システムの開発
CSG 製造・搬送・一時貯蔵・ダンプ積込を監視する総
合監視操作室を設置した（写真─ 4参照）。連続運転で品
質を確保する上で，各 CSG 製造設備の操作だけでなくセ
メント輸送設備，CSG材供給量，セメント供給量，給水量，
CSG ホッパへの投入量などすべてをリアルタイムで監視
する必要があり，タッチパネル式のコントローラ上で操作
と管理を行うことができるシステムを開発した。

また，CSG材の水分量確認ができる RI 水分計モニタリ
ングシステムやデジタルカメラ画像解析技術による CSG
材粒度モニタリングシステムを開発導入しており，本シス
テムによって，施工当日の CSG 材の計測値が基準値に対
してどのような状態にあるかリアルタイムに監視できるよ
うになった。
b．セメント安定供給手法の確立
セメント供給は 30 t サイロ底部に気密性に優れたロー
タリフィーダをセメント切出し装置として採用し，切出し
たセメント量が常時一定になるようロータリフィーダの回
転数を制御している。800 t サイロからのセメント圧送に
よる衝撃力の伝搬などにより，ロータリーフィーダ内へ降
下するセメント密度や供給量が不安定な状態になっている
と考えられ，セメント供給量が安定しない状況が発生した。
セメント切出し量を安定させるためには，30 t サイロ内
で常に一様な密度のセメントになることが理想的である。
したがって，セメントサイロに装着したエアレーション装
置の作動時間，間隔やエアレーション圧などの最適パラ
メータ設定を行うことで，セメント残量に応じてセメント
密度を定常的に安定する手法を見つけ，設定供給量に対す

る変動誤差 1％以内を可能とした（特許申請中）。安定時
のセメント供給量監視グラフを写真─ 5に示す。
c．確実なCSG積込設備
CSG 運搬機械には 55 t 級重ダンプトラックを採用して
投入台数を削減している。その際に，積込ホッパに貯蔵さ
れた CSG を重ダンプのベッセルへ確実に 55 t 積荷できる
工夫が必要であった。ホッパによる積込みでは，油圧ショ
ベルによる積込みのように積込んだ後，荷こぼれ防止や
ベッセル内の均一性確保のためバケットによる「荷押さえ」
ができない。
したがって，三次元 CADでベッセル上の積荷形状をシ
ミュレーションし，最適なホッパゲート数，ゲート間隔の
設計を行うことで荷こぼれなく（写真─ 6荷姿参照），確
実に 55 t 積荷可能なホッパを導入した。

d．CSG一時貯蔵・積込設備の工夫
1基あたり 250 m3/h の速度で連続製造する SPミキサを

停止することなく安定運転するためには，SPミキサで製
造された CSG の搬送設備と積込ホッパ及び重ダンプへの
積込手順が連続大量製造と連動したシステムとなっていな
ければならない。

図─ 4に示すように 2台の CSGホッパを設けてCSGを

写真─ 5セメント供給量監視グラフ（安定時）

写真─ 6　55t 重ダンプベッセル荷姿

図─ 4　スライドベルコン式積込ホッパ

写真─ 4　CSG製造総合監視システム
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交互に一時貯蔵，ダンプ積込を行うシステムを導入した。
各 CSG ホッパへの投入振分けを担うのがスライド式の
ベルトコンベヤで，一方のホッパが設定量に達すると自動
的に移動し，他方のホッパへCSGを投入する。なお，ホッ
パにはロードセルを取付けホッパ貯蔵量を管理している。

（6）まとめ

当別ダムで稼働した2基のSPミキサ（φ1,200 mm×5連）
を中核とした CSG 製造設備は，不具合もなく順調に製造
を継続した。本格製造は 2009 年 6 月から 2010 年 9 月の製
造完了までで，堤体工と雑工（押え盛土工など）を合わせ
ると11.5 ヵ月（稼働日数 271日）で約 69.3 万 m3 の CSGを
製造した。日最大 8,500 m3，月間最大 124,000 m3 の製造を
成し遂げ，その能力を実証することができた。
3．技術的効果

「所定範囲内で粒度変化がある材料でも品質を確保でき
る混合方法」と「CSG 材の粒度変化があっても 250 m3/h
以上の製造能力を安定して確保できる混合方法」を実現す
るために開発した SPミキサ（φ 1,200 mm×5連）を導入
したCSG製造設備によって得られた効果を下記に示す。
（1）……細粒分（5-0 mm）の含有比率が 35～55％で粒度幅の

あるCSG材でも品質を満足したCSGの製造が可能と
なり，粒度変化がある材料でも品質を確保することが
可能となった。

（2）……ドライミックス＋ウエットミックスの 2段階混合によ…
って，表─ 2に示すとおりドライミックスありの大型
供試体によるσ28 強度が，ドライミックスなしの結
果より約 12％向上する結果となり，必要強度を十分
満足する良質なCSGを製造することが可能となった。

（3）……ロータリフィーダによるセメント切出し量を安定させ
るために，セメントサイロに装着したエアレーション
装置の作動時間，間隔やエアレーション圧などの最適

パラメータ設定を行うことで，セメント残量に応じて
セメント密度を定常的に安定させる手法（特許申請中）
の導入により，写真─ 5に示すとおり設定供給量に
対する変動誤差 1％以内を可能とし，配合比率以上の
セメントを添加することなく多量の CSG を製造する
ことが可能となった。

（4）……ロードセルにてホッパ重量を管理し，重ダンプへ出荷
合図する CSG 積込制御方式の採用で，CSG の連続製
造及び効率的な重ダンプへの CSG 出荷を実現するこ
とが可能となった。

4．経済的効果

SPミキサ（φ1,200mm×5連）を導入したCSG製造設備
によって得られる経済的効果を以下に示す。
（1）……コンクリートの混合設備より簡易な施設で連続的に混

合することができるため，1 m3 当りの製造コストが
コンクリートと比較して低コストである。

（2）……SP ミキサは細粒分（5-0 mm）の含有比率が 35～55％
で粒度幅のある CSG 材でも品質を満足できた実績か
ら，CSG は建設現場周辺で容易に入手できる材料を
分級 , 粒度調整 , 洗浄を行うことなく，「粒度変化があ
る材料」でも品質を確保した製造が可能である。

（3）……SP ミキサは 35 度の設置角度を有した重力・動力併用
型の混合装置のため，250 m3/h の製造能力を有しな
がら必要動力は 37 kW（プーリモータ：3.7 kW×10 基）
と同能力のミキシング装置（傾胴ミキサ 3.0 m3×3 基：
120 kW相当）と比較すると極端に少ない電力使用量
である。

（4）……SP ミキサは円筒形の混合筒を 5連で組合わせただけ
の簡単な構造で，汎用部材の採用と部品点数も少ない
ことから，メンテナンスも行いやすいため，維持管理
が簡便かつ低コストである。
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5．類似工法又は機械との比較

6．特許，実用新案のタイトル

① SPミキサ関連特許
　特許番号：特許第 4021786 号
　発明の名称：混練装置及び混練方法
②セメント供給方法関連特許
　特許出願番号：2011-055442
　出願名称：粉体定量供給方法

7．波及効果

SP ミキサは重力併用型のため，少ない動力で大きな製
造能力と砂礫，砂系の原料土（高含水比の粘性土などは不
適）では混合攪拌が効率良く行える特徴を有しているので，
製造以外の用途にも適用前に実験を行い，品質・性能を確
認している。

高田　悦久（たかだ　よしひさ）：応募代表者
鹿島建設㈱　執行役員　土木管理本部副本部長

お断り

この JCMA報告は，会長賞貢献賞を受賞した原文と
は一部異なる表現をしてあります。

項目 SPミキサ 2軸パドルミキサ（A社） 強制 2軸ミキサ（B社）

混合方式
重量・動力併用型

（羽根付き混合筒で攪拌と落下）
2軸パドルミキサ 2軸強制ミキサ

製造能力 1基：250 m3/h� 70 m3/h 3 m3 × 2台：270 m3/h（想定）

寸法・質量
φ 1,200mm× 5連

運転質量：20 t（サイロ，BC別途）
L12.5 m× H4.36 m×W2.99 m

運転質量：18.6 t
�L8 m× H12 m×W8 m

運転質量：70 t（サイロ，BC別途）

動力 動力 37 kW（ベルコン等含まず）� エンジン定格出力：99 kW� 240 kW（ベルコン等含まず）

CSG材供給，管理
原料土の質量をベルトウエアで計測し，常
時設定量になるようにベルトフィーダの速
度を制御

土砂フィーダを通過時の均しローラの高さ
により容積を計算

原料土の質量をベルトウエアで計測し，常
時設定量になるようにベルトフィーダの速
度を制御

セメント添加・管理
セメントの質量をベルトウエアで計測し，
常時設定量になるように速度制御し供給

製品（CSG）質量をベルトウエアで計測し，
設定添加率で供給

セメントの質量をベルトウエアで計測し，
常時設定量になるように速度制御し供給

給水方法・管理
ドライミックス後に均等給水
給水量は流量計管理

ミキサ部へ直接給水
給水量は流量計管理

ミキサ部へ直接給水
給水量は流量計管理

コスト
簡易な構造のため低コストとなり，プラン
ト全体でも低コストになる

長所

・省エネルギー（使用電力量が少ない）
・連続混合
・��CSG 材，セメントはベルトウエアによ
り計測精度が高い

・��独自の安定したセメント供給方式により
供給量安定

・��ドライミックス後に均等給水し，ウエッ
トミックスするため，混合性能が高い

・二段階混合により粒度変化に対応可能

・連続混合
・自走式で設置が容易で移動がスムース

・ミキサ 2基による連続混合
・��CSG 材，セメントはベルトウエアによ
り計測精度良好

・ミキシング能力高く粒度変化に対応可能

表─ 3　類似CSG製造装置との比較表
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1．はじめに

国土交通省では，情報通信技術（ICT）を活用した
社会資本整備・管理サイクル全体の効率化，高度化に
取り組んでいる。その取り組みの一環として，計測点
の 3次元位置座標を取得するトータルステーション
（以降，TS と記す）を活用した出来形管理，監督・
検査業務の効率化手法の導入・普及活動を行っており，
これらの手法の現場導入を円滑化するための管理要領
の制定等を，工種別に実施している。平成 24 年 3 月
には，道路土工・河川土工・舗装工に関して「TSを
用いた出来形管理要領（土工編）」，「TS を用いた出
来形管理要領（舗装工事編）」が公表され，国土交通
省直轄工事において標準的な出来形管理手法の一つと
して運用されている 1）。一方，ICT導入に関する施工
者側の取り組みとしては，TS出来形管理の他に，敷
均し重機のマシンコントロール技術（以下，MCと記
載）が導入される事例が増加しつつあり，特に舗装工
事の路盤工においては，モータグレーダMCの導入
事例が急速に増加している。しかしTS出来形管理と
MCを併用している現場においては，出来形管理用
TS用の設計データ（基本設計データ）と，MC用の
制御データの両方を施工前に作成する必要があり，
データ作成作業の重複が非効率であるという指摘が
MCを積極導入している舗装専門工事会社各社よりな
されている。また，MCにより路盤敷均しを行う場合
は，敷均し高さ管理に用いる丁張りや水糸はわずかな
本数（作業始点・終点に 1箇所程度）で施工できるの
にもかかわらず，「土木工事施工管理基準（国土交通
省各地方整備局）」で定められている出来形確認を実

施するためだけに，施工に不要な 40m毎の管理断面
の位置出しが必要となっている。ここで，施工者が実
施している施工中の自主管理（MCシステムの一部で
あるTSを用いた任意点における基準高確認）手法を，
管理断面毎に実施する工事契約上の出来形管理に置き
換えることが発注者に認められれば，発注者向けの出
来形の証明にかかる施工者の労力を大幅に軽減できる
と考えられる。そこで，国土交通省関東地方整備局で
は，路盤等の敷均し作業にMCを用いている現場を
対象として，MCシステムの制御データ，およびMC
システムの一部である自動追尾TS等を活用した路盤
工等の新たな出来形管理基準の検討を行ってきた。以
下に，MCグレーダ導入現場を対象に昨年度作成した
「MCグレーダを用いた路盤工における出来形管理要
領（試行案）」（以下，要領（試行案）と記す）の内容
と，試行工事で確認された要領（試行案）の導入効果
について報告する。なお，本報告の内容には，国土交
通省関東地方整備局からの業務依託による検討成果を
引用している。

2．  「MC グレーダを用いた路盤工における出
来形管理要領（試行案）」の概要

（1）新たな出来形管理手法のコンセプト
MCを用いている現場における路盤工の出来形管理
に関する課題を踏まえ，新たな管理手法として，「面
的管理」を提案した。
面的管理とは，TSを用いて敷均し面の基準高を面
としてとらえて計測・管理する新たな管理手法である。
具体的には，施工対象エリアに対して，あらかじめ定
められた延長・横断方向の計測ピッチ（延長約 8 m
に 1 点（案））にて，道路中心線と路盤の左右路肩ラ

トータルステーションを用いた
路盤工の出来形の
多点管理手法の検討

竹本　憲充

CMI 報告

図─ 1　新たな路盤工の管理手法（面的管理）概要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 定 点 で 基 準 高 を 計 測  
→ 定 点 の 位 置 出 し が 手 間  

・ 層 厚 は 上 下 の 基 準 高 の  
差 し 引 き ＋ 掘 起 し で 算 出  

・ 任 意 点 （ 多 点 ） で 基 準 高 を 計 測  
→ 計 測 点 の 逆 打 ち ・ 位 置 出 し が 不 要  
→ 計 測 の 迅 速 化  
→ 計 測 点 数 増 加 に よ る  

面 的 な 出 来 形 品 質 の 担 保  

定点管理

面管理 出来形品質の均一化
計測の迅速化
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イン上でTS等により標高を計測し，各計測点で出来
形と設計との比高（基準高）をチェックすることによ
り，出来形の良否を判断する手法である。ここで，基
準高は，出来形管理用TSを用いて求める他に，MC
に入力した制御データが表す面的・3次元的な出来形
形状と，現地で計測した出来形の 3次元座標との比較
により算出してもよいこととしている。
これにより，基本設計データとMC制御データを
重複して作成するという非効率が解消される。
また，現行の 40 m毎の管理断面における定点管理
をTSで行う場合は，出来形計測点を現地に位置出し
する作業が必要となるが，面的管理では，計測点のピッ
チだけが定められており，各層異なる平面位置を計測
してもよいため，出来形計測点の位置出し作業が省略
され，出来形計測作業の迅速化が期待できる。
また，1点当たりの出来形計測時間が迅速であるた
め，現行手法と同じ労力で，より多点の出来形計測が
実施できるメリットもある。

任意点での出来形計測結果では，各層の基準高は評
価できるが，層厚は評価できない。そこで，層厚の確
認は，施工前に受発注者間であらかじめ定める層厚管
理点において，各層の仕上がり面の標高を計測し，こ
の標高差から層厚を把握することとした。これにより，
従来の掘起しによる層厚確認と比較して作業時間の大
幅な短縮が期待できる。
なお，さらに高度な層厚管理手法としては，TSを
用いた定点での層厚計測を行う代わりに，各層の仕上
がり面を多点で計測した結果を用いて，現層とその下

層の 3 次元的な面形状を 3D-CAD を用いて作成し，
面間の標高差を算出して，層厚分布をコンター図等で
表示・管理する手法も考えられるが，3D-CADは高価
であり，操作が難しく，施工者が日々の出来形管理に
用いることは実務上難しいと考え，本手法の採否は今
後の検討課題とした。

（2）要領（試行案）の要点
①出来形計測箇所
前述したとおり，基準高は任意点でTSにより計測
した基準高により確認し，層厚は，定点でTSにより
計測した各層の仕上がり標高の差から確認する。
基準高についての出来形計測箇所の配置および計測
頻度は下図のとおり設定した。

層厚については，前述したとおり，TSで計測した
標高から層厚を把握することにより，路盤の掘起しに
よる層厚確認を省略することとしているが，計測箇所
の設定の仕方は現行と同様としている。

図─ 2　基準高の管理方法の比較

レベル
（ＱＡ）

■施工中ＱＣ：
10～20mピッチで丁張・水糸を

設置して、水糸から路面まで
の寸法から仕上がり面の標高
をチェック

■施工後ＱＡ：
40ｍピッチの管理断面毎にレ

ベルを用いて基準高を確認す
る（下層路盤）

ＴＳ（ＱＣ・ＱＡ兼用）

水糸下がり
（ＱＣ）

現行の基準高管理手法

要領（試行案）の基準高管理手法

道路中心線、左右法
肩線の上を約8ｍピッ
チで計測

■施工中ＱＣ：

・ＭＣシステムに付属のＴＳ等
を用いた出来形チェックシス
テムで任意点での基準高を
チェック

■施工後ＱＡ：

・ＱＣに用いたものと同じ機器
で道路中心線、左右法肩線
の上を縦断方向に約8ｍピッ
チで基準高をチェック

・上記の計測ピッチにて施工
中ＱＣが行われていれば別途
ＱＡを実施する必要は無い

図─ 3　層厚の管理方法の比較

掘起しによる層厚確認
（ＱＡ）

ＴＳ（ＱＡ）

■施工後ＱＡ：

・掘起しにより層厚を直
接確認する

■施工後ＱＡ：

・各層の転圧完了後に、

同一平面位置で標高を
計測し、標高差から層厚
を求める
・掘起しは不要
・計測頻度は現行と同じ

現行の層厚管理手法

要領（試行案）の層厚管理手法

図─ 4　出来形計測点の配置

各層の仕上がり面

端部の標高はラウンディングにより設計よりも低い場合が
あることから、端部から１０cm程度CL側に寄せたライン上
を計測する。

中央付近を計測する

CL

取得頻度：延長８ｍに１回以上

規定の計測間隔を守れば、取得位置は任意でよい（管理断面上で計測する必要は無い）
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幅については，現行の「土木工事施工管理基準（国
土交通省各地方整備局）」に定められる計測頻度が
80 m毎と低く，メジャーを用いた幅計測に要する労
力もわずかであることから，TSによる計測手法の置
き換えは行わず，計測方法，計測箇所ともに現行と同
様としている。
②出来形管理基準および規格値
要領（試行案）出来形管理基準および規格値（案）
を次表に示す。現行基準との大きな相違点は，下層路
盤の基準高の測定を現行の管理基準よりも高い頻度で
行い綿密に管理することとした点である。規格値につ
いては，現行と同様としている。

3．新たな施工管理手法の検証

路盤工の試験施工において，新たな施工管理手法を
用いた出来形管理を実施し内容の妥当性を検証した。
試験施工の概要および施工数量を下表に示し，検証結
果を以下に示す。

（1）出来形管理作業（QC）の迅速化
QCとは施工者による出来形の自主管理のことであ
る。現行施工と現行の出来形管理手法を用いる場合は，
丁張り設置・水糸による敷均し中の基準高確認作業を
指し，MC施工と面的管理手法を用いる場合は，MC

用の制御データ作成，日々のMCのセットアップ・
精度管理，MCによる排土板制御による基準高の自動
管理を指す。両手法によるQC作業時間を比較した結
果，新手法では丁張り設置・水糸下がり計測が不要と
なるため，作業工数が 5割程度低減された。

（2）出来形管理作業（QA）の迅速化
QAとは工事契約の中で定められている出来形確認
作業のことである。現行の施工方法と出来形管理手法
を用いる場合は，下層路盤については転圧後のレベル
による基準高確認作業と掘起しによる層厚確認作業
を，上層路盤については掘起しによる層厚確認作業を
指す。MC施工と面的管理手法を用いる場合は，下層
路盤についてはTSによる任意点での基準高確認作業
（試行工事では 8 mピッチで道路中央，左右路肩の 3
測線を計測）とTSによる定点での層厚確認作業を，
上層路盤については定点での層厚確認作業を指す。新
手法では現行手法に対し 5 割以上 QAにかかる作業
時間が短縮されることが確認された。

表─ 1　要領（試行案）の出来形管理基準および規格値

工種 項目

規格値

測定基準
中規模以上の
工事

小規模以下の
工事

個々の
平均値

全数
平均

個々の
平均値

全数
平均

下層路盤
基準高（mm）
層厚（mm）
幅（mm）

±40
－45
－50

－
－15
－

±50
－45
－50

－
－15
－

L＝8 m に 1 箇 所
の割合で道路中
心，舗装左右端部
の任意点を計測

上層
路盤

アスファルト
安定処理

層厚（mm）
幅（mm）

－15
－50

－5
－

－20
－50

－7
－

セメント石灰
安定処理

層厚（mm）
幅（mm）

25
－50

－8
－

－30
－50

－10
－

粒度調整路盤 層厚（mm）
幅（mm）

25
－50

－8
－

－30
－50

－10
－

表─ 2　試験施工の概要および施工数量

実施場所 施工技術総合研究所構内
対象工種 下層路盤・上層路盤路（MCで敷均し＋通常の

締固め）
施工数量等 ・延長 80 m×幅 10 m× 2層（下層・上層）

　粒度調整砕石（M-30）
　基準密度 2.177

実施時期 平成 24 年 1 月 15 日～ 2月末日
使用機器 グレーダMCシステム（TS方式）
検証項目 路盤工の出来形管理手法の妥当性検証

図─ 5　QC作業時間の比較

従来施工 ＭＣ(TS)

施工後出来形計測 0.320.05

施工中出来形計測 0.1620.905

0

100

200

300

400

500

600

作
業
時
間

（
分
）

路盤工：施工中と後の出来形計測時間（2層分合計）

施工後出来形計測

施工中出来形計測

従来施工に対し

49％低減

写真─ 1　現行の出来形管理（路盤工）

基準高管理          層厚管理  

（下層路盤のみ）  

写真─ 2　新たな管理基準による出来形管理（路盤工）
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（3）安全性の向上
要領（試行案）の導入による効果ではなく，MCグ
レーダの導入効果ではあるが，敷均し作業中の施工エ
リア内への計測員の立ち入りが不要となり，重機と作
業員の接触事故が未然に防止され，安全性が向上した。
また，TSによる任意点での基準高確認結果をもって
レベルによる管理断面毎の基準高確認を不要としたた
め，自主管理の省力化や安全性向上がなされた。

4．おわりに

路盤工の新たな出来形管理基準として，TSを用い
た面的な出来形管理基準を提案し，試行工事にてその
有効性が確認されたが，今後は実現場における本管理
基準の運用実績を蓄積し，実現場においても試行工事
と同様の効果が得られることを確認すると共に，施工
者および監督職員を含めた修正意見の聴取により要領
（試行案）のブラッシュアップを行っていく必要があ
る。

謝　辞
最後に，本報告の作成にあたりご協力頂いた，国土
交通省関東地方整備局企画部施工企画課に対し，心よ
り感謝を申し上げます。
…

《参考文献》
… 1）…トータルステーションを用いた出来形管理情報提供サイト
… … http://www.gis.nilim.go.jp/ts/index.html
… 2）…関東地方整備局「施工管理データを搭載したトータルステーション

（TS）を用いた出来形管理要領（案）【舗装工事編】」平成 21 年 8 月
… … http://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000007372.pdf
… 3）…関東地方整備局「TSを用いた舗装工事の出来形管理サポートページ」
… … http://www.ktr.mlit.go.jp/kangi/ts/index.htm

図─ 6　作業時間の比較（施工後の出来形計測作業）

従来施工 ＭＣ施工
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路盤工：出来形計測時間（2層分合計）

掘起し

レベル測量

任意点出来形計測

従来施工に対し

54％低減

写真─ 3　現行の敷均し高さ管理

写真─ 4　MCによる敷均し高さ管理

［筆者紹介］
竹本　憲充（たけもと　のりみつ）
一般社団法人…日本建設機械化協会
施工技術総合研究所　研究第三部
主任研究員
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新工法紹介　機関誌編集委員会

02-138 LIBRA－S 工法 清水建設

▶概　　　要

昨今，新規ダムの計画が減少している一方で，ダムの治水・

利水機能を向上させる再開発工事の計画が相次いでおり，この

ような工事には，ダム湖への工事用構台の架設が必要になる。

そこで，ダムの再開発工事向けに，ダム湖に架設する工事用構

台の施工の安全性と効率を一層向上させる「LIBRA－S工法」

を開発した。

一般に工事用構台は，湖底に打設する鋼管杭で作業構台を支

持する構造になっている。従来は，湖上からクレーンで吊り降

ろされたブレースを，水中で潜水士がボルトにより鋼管杭に連

結しているが，ダム湖によっては水深 30 ～ 40 m での潜水作

業が必要になり，かつ視界不良なことが多いことから，施工の

安全性と効率の一層の向上が課題になっていた。

「LIBRA－S工法」では，ブレース材を仮組みしてチェーン

ブロックで吊り，これを下方にスライドさせたのち次のブレー

ス材を仮組みするという作業を繰り返す。最下段のユニットが

所定の水深に達したら，潜水作業によりブレースリングのボル

トを本締めし，1スパンの施工を完了する。写真─ 1にブレー

ス材組立て状況，図─ 1にブレース材設置手順図を示す。

▶特　　　徴

①従来に比べ，水中潜水作業が 50％減少する。

②……水深が 30 m 以上の場合，従来に比べて構台工事の工期を

20％短縮できる。

③潜水作業時間減少により，工事の安全性が向上する。

▶用　　　途

・ダム湖に架設する工事用構台

▶実　　　績

・ダム工事用構台設置工事（愛媛県）

▶問 合 せ 先

清水建設㈱　土木技術本部　技術開発部

〒 104-8370　東京都中央区京橋 2-16-1

TEL：03-3561-3886

写真─ 1　ブレース材組立て状況

図─ 1　ブレース材設置手順図
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▶〈02〉掘削機械

12-〈02〉-07
住友建機
油圧ショベル（後方超小旋回型）

SH135X-6

’12.12 発売
新機種

13 t クラスの後方超小旋回型油圧ショベル SH135X-6 は，6 m道

路の片側車線内で旋回作業ができるように設計されており，同クラ

スの標準型ショベルと同等の作業性能を有しているため，都市型工

事や様々な作業現場で能力を発揮することができる。

SH200-6 と同様に特定特殊自動車排出ガス 2011 年基準に適合し，

超低騒音型建設機械の基準をクリアすることにより，人と地球環境

に優しい建設機械を実現している。

また，このクラスにおいてもFVM（フィールドビューモニター）

を標準装備し，機械周辺の安全確認をサポートすると共に，オペレー

ターの疲労を軽減させる配慮を行っている。

問合せ先：住友建機㈱　企画部

〒 141-6025　東京都品川区大崎 2-1-1

写真─ 1　住友建機　SH135X-6　油圧ショベル

表―1　SH135X-6 の主な仕様

バケット容量… （m3） 0.5

最大掘削深さ… （m） 5.51

最大掘削半径… （m） 8.29

最大掘削高さ… （m） 9.34

運転質量… （t） 13.6

定格出力… （kW/min－ 1） 74.9/2,000

走行速度　高速／低速… （km/hr） 5.6/3.4

登坂能力… （度） 35

クローラ全幅… （m） 2.49

標準シュー幅… （m） 0.5

全長×全幅×全高（輸送時）… （m） 7.22 × 2.49 × 2.80

価格… （百万円） 未定

▶〈05〉クレーン，インクラインおよびウインチ

12-〈05〉-04
加藤製作所
E－リフター

KL-6000

’12.02 発売
新機種

本機は，法令（車両制限例）に基づいて分解輸送を必要とするオー

ルテレーンクレーン，トラッククレーンの分解組立専用装置である。

11 t トラックでの輸送が可能で，トラックへの積載も他の補助ク

レーンを必要としない。

最大せり上げ能力を 50 t としながらも，リンク式構造を採用す

ることにより機体をコンパクト化し，作業時の全高を低減している。

最大使用高さを 6.3 m を確保しながら，車両やトラックの進入・退

出方向を選ばないので，狭い現場でも分解・組立が可能である。

前後・左右・上下方向への位置合わせが可能で，調整範囲が広い

ので多くの機種に対応することができる。また，操作方法は各方向

へ個別調整，同時調整の使い分けができ作業性を高めている。リモ

コン操作を標準とするが，ラジコン仕様も設定されている。

安全装置として，リフト自然降下防止装置，油圧安全弁，アウト

リガロック装置（起立，振出し），制御盤パネル内各種警告灯，偏

荷重警告灯を備えている。

表─ 2　KL-6000 の主な仕様

最大せり上げ能力… （t） 50

アウトリガ張出寸法

　　中間張出　左右／前後… （m） 4.5/5.1

　　最大張出　左右／前後… （m） 5.0/5.1

最大使用高さ… （m） 6.305

リフトストローク… （m） 2.350

位置調整寸法

　　上下方向ストローク… （m） 1.000

　　前後方向調整範囲… （m） 2.085 ～ 4.280

　　左右方向調整範囲… （m） 0.663 ～ 1.975

定格出力… （kW/min－ 1） 21.4/2,400

機械質量… （t） 10

全長×全幅×全高（格納時）… （m） 9.995 × 2.360 × 2.305

価格（税抜き）… （百万円） 32

（注）（1）ディーゼルエンジンを搭載
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写真─ 2　加藤製作所　KL-6000　E－リフター

▶〈12〉  モータグレーダ，ロードスタビライザ，締固
め機械およびソイルプラント

12-〈12〉-01
日立建機カミーノ
ランマ

ZV55RL，ZV65RL

’12.07 発売
新機種（シリー
ズ追加）

管工事や道路工事などで使用されるランマについて，打撃力の向

上と手元振動を低減したフルカバー仕様（注）の ZV-R シリーズに，

運搬性とメンテナンス性を向上した“軽量化”仕様の ZV-RL シリー

ズを追加した。

ZV-R シリーズの特徴である，強力な打撃力，手元振動の低減，

不整地での推進性能向上などの作業性能と，操作しやすいアクセル

レバー，低振動なハンドルなどの操作性能はそのままに，軽量化に

よる運搬性の向上を図った。

エンジン部へのアクセス性向上のため，パイプガードを採用し，

エアクリーナ清掃，ガバナ調整，キャブレター整備などのエンジン

部のメンテナンス性の向上を図った。

ゴム容量を増加させた防振ゴム，ハンドル部ストッパーゴム採用

による防振ゴムのねじれ破損防止などの耐久性は，ZV-R シリーズ

をそのまま踏襲し，エンジン部は，パイプガードと新規採用のエン

ジンガードにより保護した。

注：……実機上面および両サイドにカバーを設置し，エンジンの保護と

スタイリングを重視したタイプ。

表―3　ZV55RL ／ ZV65RL の主な仕様

ZV55RL ZV65RL

機械質量… （kg） 61 63

打撃周波数… （Hz） 11.2

打撃力※… （kN） 16 ～ 28 20 ～ 36

打撃ストローク※… （mm） 26 ～ 43 39 ～ 59

走行速度※… （m/min） 10

手元振動※… （m/s2） 8.0 7.3

エンジン定格出力… （kW/min－ 1） 1.5/3,600

燃料タンク容量… （ガソリン）（L） 2.7

価格（税抜）… （円） 350,000 360,000

（注）※日立建機カミーノの基準による。

写真―3　日立建機カミーノ　ZV55RL　ランマ

問合せ先：㈱日立建機カミーノ　営業本部

〒 340-0004　埼玉県草加市弁天 5-33-25

問合せ先：㈱加藤製作所　営業本部

〒 140-0011　東京都品川区東大井 1-9-37
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平成 24 年 建設業の業況

1．まえがき

建設投資がピーク時の半分程度に減少した平成 22 年度以降も低

迷を続け，受注環境もさらにきびしさを増しているなか，平成 24

年度は東日本復旧・復興等に向けた投資が見込まれる。そのような

中で建設業の業況について直近のデータを交え，その内容について

紹介する。

2．建設投資の概要

平成 24 年度の建設投資は，前年度比 7.9％増の 45 兆 3,100 億円

となる見通しである。そのうち，東日本大震災の復旧・復興等に係

る建設投資は 4兆 2,500 億円となる見通しである。

平成 24 年度の建設投資のうち，政府投資が 19 兆 600 億円（前年

度比 12.5％増），民間投資が 26 兆 2,500 億円（前年度比 4.8％増）と

なる見通しである。これを建築・土木別に見ると，建築投資が 24 兆…

5,400 億円（前年度比 6.1％増），土木投資が 20 兆 7,700 億円（前年

度比 10.1％増）となる見通しである（図─ 1）。

また，平成 23 年度の建設投資は前年度比 2.7％増の 41 兆 9,900

億円となる見込みである。このうち政府投資は 16 兆 9,400 億円（前

年度比 0.2％増），民間投資は 25 兆 500 億円（前年度比 4.5％増）と

見込まれる。建築・土木別に見ると，建築投資が 23 兆 1,200 億円

（前年度比 4.5％増），土木投資が 18 兆 8,700 億円（前年度比 0.6％増）

となる見込みである。

建設投資は，平成 4年度の 84 兆円をピークに減少傾向であり，

平成 22 年度には平成 4年度の半分程度にまで減少したが，平成 23

年度には，数次にわたる東日本大震災からの復旧・復興等に向けた

財政措置が講じられたことから総額は 3年ぶりに増加している。平

成 24 年度は，東日本大震災からの復旧・復興等に向けた投資を含め，

総額として 45 兆 3,100 億円となる見通しである。

3．全国許可業者数の推移

平成 24 年 3 月末現在の建設業許可業者数は 483,639 業者で，前

年同月比で 15,167 業者の減少（－3.0％）となった。前年に許可業

者数が 50 万業者を下回り，さらに減少している。

建設業許可業者数が最も多かった平成 12…年 3 月末時点のピーク

時と比較した事業者数は 117,341 業者の減少（－19.5％）となって

いる（図─ 2）。

4．業種別許可業者数の推移

平成 24 年 3 月末現在の業種別許可の総数は，1,416,051 で前年同

月比 1.1％減となった。

前年同月に比べて増加した許可業種は 13 業種であり，増加率は

熱絶縁工事業が 5.1％と最も高く，以下，ガラス工事業（3.6％増），

防水工事業（3.3％増）が続く。また，前年同月に比べ取得業者数

が減少した許可業種は 15 業種となっており，前年比減少率トップ

は清掃施設工事業の 4.1％減となっている。以下，建築工事業（3.9％

減），造園工事業（3.8％減）が続く。

図─ 3に建設業許可業者の業務別許可の取得状況を示す。

5．死傷者及び死亡者数の推移

平成 23年の全産業死傷者数は前年比 3.33％増の 111,349 名であっ

た。建設業の死傷者は 21,372 名（4.55％増），死亡者は 342 名（6.30％

減）で，死亡者は減少しているが，死傷者がかなり増加する傾向と

なっている。
図─ 1　建設投資額（名目値）の推移（資料出所：国土交通省）

図─ 2　全国建設業許可業者数
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負債総額で 4,039 億円（同 16.6％減）となっており，件数，負債総

額とも 2007 年度から 2008 年度にわたっては増加しているものの，

2009 年度以降 3年連続で減少が続いている。2009 年度の公共工事

前倒し効果や，その後の東日本大震災復旧 ･復興に関する各種支援

策が貢献しているものと思われる。

倒産件数を業態別に見ると，建築工事業で 608 件（前年度比 3.9％

減），土木工事業で 448 件（同 22.6％減）となっており，この両工

事業で 35.0％の件数を占めている。

負債規模別に見ると，負債 100 億円以上の倒産はなく，上場企業

の倒産もないが，負債 5億円未満の倒産件数が全体の 96.0％，負債

5,000 万円未満の倒産件数にいたっては 46.7％（1,412 件）と中小零

細企業の倒産が目だっている。

7．建設業就業者数の推移

建設業就業者数は不況下においても一貫して増加を続け，結果的

にわが国の雇用の安定に寄与してきたが，97 年（685 万人）をピー

クとしてその後は減少が続いている。2011 年は前年比 1万人減の

497 万人。前年に続いて 1977 年（499 万人）以来の 500 万人割れと

なっている。

8．おわりに

平成 4年度の 84 兆円をピークに減少傾向を続けてきた建設投資

は，平成 22 年度にはピーク時の半分程度に減少している。その後，

平成 23 年度に東日本大震災の復旧 ･復興等に向けた数次の財政措

置が講じられたことから，建設投資の総額が 3年ぶりに増加してい

る。平成 24 年度は，復旧 ･復興等の投資を含めた総額で 45 兆 3,100

億円となる見通しとなっている。

しかし，平成 24 年 3 月末の全国許可業者数は，50 万業者を下回っ

た前年を，さらに 1.1％下回っており，建設業就業者数の減少に至っ

ても，1977 年以来の 500 万人割れの平成 22 年より，さらに 1万人

の減少となっている。近時，生活基盤を支える建設業にとっては，

不況が続くなか，受注環境がきびしく，施行条件も更にきびしくな

る一方で，採算性，労働条件が非常に悪い状況が続いている。

… （文責：成田）

死亡災害件数については，「死亡災害報告」による。
図─ 4　死傷者，死亡者の推移（資料出所：建設業労働災害防止協会）

図─ 3　建設業許可業者における業種別許可の取得率

図─ 5　��建設業就業者数の推移（資料出所：総務省「労働力調査」，国土
交通省「建設投資見通し」）
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（注）いわゆる「派遣社員」は含まない。

6．建設業倒産件数の推移

2011年度の建設業者の倒産は，件数で3,021件（前年度比1.8％減），
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建設工事受注額･建設機械受注額の推移
建設工事受注額：建設工事受注動態統計調査(大手50社）　　　 　　　　　　　 （指数基準　2005年平均=100）
建設機械受注額：建設機械受注統計調査（建設機械企業数24前後）　　　　 （指数基準　2005年平均=100）

建設工事受注額

建設機械受注額（総額）

建設機械受注額（海外需要を除く）

受注額受注額

' 05    ' 06    ' 07 '08 '09 '10 '11

四半期･月

年

200

'11 '12

150

100

50

建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化…
工事高 施工高民　　　間

官…公…庁 そ…の…他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製…造…業 非製造業

2005 年 138,966 94,850 19,156 75,694 30,657 5,310 8,149 95,370 43,596 136,152 136,567
2006 年 136,214 98,886 22,041 76,845 20,711 5,852 10,765 98,795 37,419 134,845 142,913
2007 年 137,946 103,701 21,705 81,996 19,539 5,997 8,708 101,417 36,529 129,919 143,391
2008 年 140,056 98,847 22,950 75,897 25,285 5,741 10,184 98,836 41,220 128,683 142,289
2009 年 100,407 66,122 12,410 53,712 24,140 5,843 4,302 66,187 34,220 103,956 128,839
2010 年 102,466 69,436 11,355 58,182 22,101 5,472 5,459 71,057 31,408 107,613 106,112
2011 年 106,577 73,257 15,618 57,640 22,806 4,835 5,680 73,983 32,596 112,078 105,059

2011 年… 8 月 7,585 5,247 1,484 3,764 1,600 338 399 5,300 2,285 111,469 7,730
9 月 11,468 7,561 1,669 5,892 3,420 433 54 7,059 4,409 111,797 11,948
10 月 7,290 4,424 1,079 3,345 2,204 440 222 4,427 2,864 113,424 6,867
11 月 8,124 5,202 1,179 4,023 1,587 431 904 5,811 2,313 113,297 8,208
12 月 10,327 6,989 1,753 5,237 2,184 391 763 7,301 3,026 112,078 11,030

2012 年… 1 月 7,449 4,990 933 4,058 1,727 333 399 5,241 2,208 112,743 7,001
2 月 8,576 5,387 1,056 4,330 2,442 404 343 5,695 2,880 112,603 9,034
3 月 20,021 13,216 2,021 11,196 5,148 540 1,117 13,976 6,045 117,803 15,393
4 月 6,443 4,721 1,083 3,638 1,110 418 194 4,577 1,866 117,710 6,342
5 月 6,176 4,284 960 3,324 1,309 337 246 4,171 2,005 116,271 7,709
6 月 8,663 6,106 1,433 4,673 2,053 354 149 5,999 2,664 115,408 9,834
7 月 7,488 5,156 1,043 4,112 1,809 430 93 5,163 2,325 116,359 6,602
8 月 8,247 5,373 1,030 4,342 2,246 400 228 5,424 2,823 ― ―

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　……　月 05 年 06 年 07 年 08 年 09 年 10 年 11 年 11 年
8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 12 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月

総　… … … 　 額 14,749 17,465 20,478 18,099 7,492 15,342 19,520 1,542 1,502 1,802 1,634 1,831 1,641 1,500 1,851 1,627 1,532 1,443 1,391 1,347
海… 外… 需… 要 9,530 11,756 14,209 12,996 4,727 11,904 15,163 1,173 1,145 1,517 1,208 1,441 1,306 1,089 1,378 1,290 1,147 1,026 929 951
海外需要を除く 5,219 5,709 6,268 5,103 2,765 3,438 4,357 369 357 285 426 390 335 411 473 337 385 417 462 396

（注）2005 ～ 2007 年は年平均で，2008 ～ 2011 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2011 年 8 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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■ 機 械 部 会

■路盤・舗装機械技術委員会 総会及び技
術発表会
月　日：9月 6日（木）
出席者：行川恒弘委員長ほか 26 名
議　題：①平成 24 年度活動計画と活動
実績の報告　②技術発表：・建設工事
での安全喚起装置の普及について・シ
フトトラム式路面切削機W200Hi につ
いて・エコモードフィニッシャおよび
電気駆動フィニッシャについて　③事
務連絡

■トンネル機械技術委員会 環境保全分科会
月　日：9月 7日（金）
出席者：掛川敏弘分科会長ほか 8名
議　題：①各課題についての担当者追加
調査結果の説明報告と内容の検討　　
②報告書のまとめ方の方針についての
検討　③その他

■建築生産機械技術委員会 幹事会
月　日：9月 12 日（水）
出席者：石倉武久委員長ほか 2名
議　題：①平成 24 年度上期の活動報告
と下期の活動計画について　②建設機
械要覧 2013 の概説見直し原稿内容の
最終確認について　③その他

■基礎工事用機械技術委員会
月　日：9月 12 日（水）
出席者：篠原慶二委員長ほか 12 名
議　題：①ヒヤリハット事例を現場作業
員に周知活用してもらうための成果品
の姿（下敷き・うちわ etc）について
②運転資格のガイダンスについて　　
③東北地方の視察調査について　④そ
の他

■ダンプトラック技術委員会
月　日：9月 13 日（木）
出席者：大貫廣明委員長ほか 4名
議　題：①各社トピックスについて　　
②平成 24 年度上期活動結果と下期活
動計画について　③安全作業ガイド作
成準備について　④ 8月 8日開催の合
同部会についての報告　⑤その他

■原動機技術委員会
月　日：9月 20 日（木）
出席者：長瀬隆二委員長ほか 21 名
議　題：①平成 24 年度上期活動結果と
下期計画について　②国土交通省から
の情報提供　③環境省中環審自排専の

第十一次報告に基づく中環審による大
臣答申結果について　④環境省・国交
省・経産省への 2014 排ガス規制対応
要望説明のその後の報告について　　
⑤海外排気ガス規制の動向についての
情報交換　⑥その他

■トンネル機械技術委員会 トンネル機械
未来像分科会
月　日：9月 20 日（木）
出席者：浅沼廉樹分科会長ほか 3名
議　題：①昨年度活動成果から，前回に
引き続きこれらを実現するための掘削
技術，覆工技術，素材技術についての
各自追加のネタ資料を持ち寄り，説明
と検討　②その他

■機械部会 油脂技術委員会
月　日：9月 24 日（月）
出席者：杉山玄六委員長ほか 19 名
議　題：①油脂技術委員会：・2012 年
上期の活動報告と下期方針説明　・省
エネ作動油の技術動向紹介　②燃料エ
ンジン油分科会：・2012 年上期の活
動報告と下期方針説明　・2011 年及
び 2014 年排ガス規制適合機に対する
燃料・エンジンオイルについての問題・
注意　③グリース分科会：2012 上期
の活動報告と下期方針説明　④特別講
演：産業用車両の潤滑について

■トンネル機械技術委員会・新技術・施工
技術分科会
月　日：9月 26 日（水）
出席者：若山真則分科会長ほか 7名
議　題：①切羽前方探査関連技術の古河
ロックドリル㈱プレゼン説明：・切羽
前方探査システム・自動追尾式余掘り
低減システム（NETIS 登録）・携帯端
末を利用したトンネル現場内大容量情
報伝達システム　②各委員が追加収集
した切羽前方探査についての資料の紹
介 ③成果品のまとめ方について　　
④その他

■機械部会 幹事会
月　日：9月 27 日（木）
出席者：大野俊弘部会長ほか 19 名
議　題：①平成 24 年度上期の各委員会
活動の報告について　②平成 24 年度
下期の各委員会活動計画について　　
③平成 24 年度下期の技術連絡会の議
題と開催日について　④平成 24 年度
下期の合同部会について　⑤その他

■ 製 造 業 部 会

■製造業部会・小幹事会
月　日：9月 10 日（月）
出席者：小室洋幹事長ほか 2名

議　題：①平成 24 年度上半期事業報告
とりまとめと下半期の事業計画につい
て　②国交省関東地整からの「大規模
災害時における災害対策用機械の支援
に関する協定書（案）」に対する製造
業部会としての意見とりまとめについ
て　③平成 24 年度第 2回合同部会（幹
事役：建設業部会）の議題について　
④労働安全規則の一部改正「機械に関
する危険性等の通知促進に関する指
針」に対する対応について　④その他

■作業燃費検討 WG・国交省との打合せ
月　日：9月 24 日（月）
出席者：田中利昌リーダほか 15 名
議　題：①低燃費型建機認定制度に向け
た PR資料（案）に対する意見と見直
し内容の確認　②低燃費型建機認定制
度実施にあたっての疑問点・問題点に
ついての確認　③国交省との前回打合
せ（6 月 22 日）に対する国交省「燃
費基準ステッカーデザイン仕様（案）」
に対する意見のまとめ

■製造業部会 幹事会
月　日：9月 25 日（火）
出席者：小室洋幹事長ほか 10 名
議　題：①平成 24 年度上期の活動報告
および下期の活動計画について　②国
交省関東地整からの「大規模災害時に
おける災害対策用機械の支援に関する
協定書（案）」に対する製造業部会と
しての意見取りまとめについて　③労
働安全衛生規則の一部改正「機械に関
する危険性等の通知促進に関する指
針」に対する対応について　④平成
24 年度第 2 回合同部会（幹事役：建
設業部会）の議題について　⑤報告事
項：・次期 2014 年度排気ガス規制に
対する 3省への要望の状況について・
作業燃費検討WGの国交省との検討
状況について　⑥その他

■ 建 設 業 部 会

■三役会
月　日：9月 14 日（金）
出席者：増子文典部会長ほか 3名
議　題：①秋季現場見学会の検討　②機
電技術者交流企画WGの報告・「第 16
回機電技術者意見交換会」について　
③バックホウ吊上げ作業事故予防検討
会の報告　④その他

■機電技術者交流企画 WG

月　日：9月 19 日（水）
出席者：久留島匡繕主査ほか 6名
議　題：①参加者グループ分け等につい
て　②当日スケジュール等の確認　　

…行事一覧…
（2012 年 9 月 1 日～ 30 日）
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③アンケート案の検討　④第 16 回機
電技術者意見交換会参加者，アンケー
トの検討・9 月 14 日三役会での結果
報告　⑤その他

■バックホウ（油圧ショベル）吊上げ作業
における事故予防検討会
月　日：9月 24 日（月）
出席者：傳田喜八郎主査ほか 5名
議　題：①アンケート案と趣意書の検討
②その他

■ レ ン タ ル 部 会

■レンタル業部会
月　日：9月 6日（木）
出席者：中島嘉幸部会長ほか 14 名
議　題：①関東地方整備局の協定案の検
討　②「建設機械レンタル契約」の手
引き改訂作業について　③ 9月 18 日
関東地方整備局との意見交換会（情報
化施工・新技術について）での要望・
質問事項について　④各社の取組事
項，部会員共通の問題，課題について
⑤その他

■レンタル業部会と関東地方整備局との意
見交換会
月　日：9月 18 日（火）
出席者：中島嘉幸部会長ほか 25 名
議　題：①新技術について　②情報化施
工の普及推進について　③その他

■ 各 種 委 員 会 等

■機関誌編集委員会
月　日：9月 5日（水）
出席者：田中康順委員長ほか 22 名
議　題：①平成 24 年 12 月号（第 754 号）
の計画の審議・検討　②平成 25 年 1
月号（第 755 号）の素案の審議・検討
③平成 25 年 2 月号（第 756 号）の編
集方針の審議・検討　④平成 24 年 9
～ 11 月号（第 751 ～ 753 号）の進捗
状況の報告・確認

■新機種調査分科会
月　日：9月 19 日（水）
出席者：江本平分科会長ほか 4名
議　題：①新機種情報の持ち寄り検討　
②新機種紹介データまとめ　③その他

■新工法調査分科会
月　日：9月 26 日（水）
出席者：安川良博分科会長ほか 2名
議　題：①新工法情報の持ち寄り検討　
②新工法紹介データまとめ　③その他

…支部行事一覧…

■ 北 海 道 支 部

■建設機械施工技術検定実地試験
月　日：8月 31 日（金）～ 9月 2日（日）
場　所：石狩市…㈱日立建機教習センター
北海道教習所

受験者：1級 107 名，2級 329 名
■情報化施工網走地方セミナー
月　日：9月 6日（木）
場　所：網走市…網走建設業協会…会議室
内　容：【座学】①情報化施工の最近の
動向　②ビデオ上映「情報化施工技術
全般の紹介」　③ TS 出来形管理技
術：・PCによる 3次元データ作成　・
TS への 3 次元データ入力及び TS に
よる出来形管理　④マシンコントロー
ルグレーダ技術　⑤施工体験談（京極
発電所上部調整池工事の紹介　【実機
デモ ･ 体験】・PC による 3 次元デー
タ作成　・TS への 3 次元データ入力
及びTSによる出来形管理

受講者：55 名
■第 2 回広報部会広報委員会
月　日：9月 11 日（火）
出席者：峰友博広報委員長ほか 6名
議　題：①支部だより 104 号の編纂につ
いて　②建設工事等見学会について　
③その他

■平成24年度除雪機械技術講習会（第1回）
月　日：9月 14 日（金）
場　所：旭川市…ターミナルホテル
受講者：147 名
内　容：①除雪計画　②除雪の施工方法
③冬の交通安全　④除雪の安全施工　
⑤除雪機械の取り扱い

■平成24年度除雪機械技術講習会（第2回）
月　日：9月 20 日（木）
場　所：釧路市…観光国際交流センター
受講者：115 名
内　容：第 1回に同じ

■平成24年度除雪機械技術講習会（第3回）
月　日：9月 25 日（火）
場　所：札幌市…ホテルポールスター札幌
受講者：207 名
内　容：第 1回に同じ

■平成24年度除雪機械技術講習会（第4回）
月　日：9月 27 日（木）
場　所：小樽市…小樽経済センター
受講者：101 名
内　容：第 1回に同じ

■ 東 北 支 部

■技術部会
月　日：9月 3日（月）
場　所：東北支部会議室
出席者：佐藤文行技術部会長ほか 4名
内　容：防災訓練

■施工部会
月　日：9月 12 日（水）
場　所：支部会議室
出席者：稲村正弘部会長ほか 9名
議　題：①平成 24 年度除雪講習会講習
実施計画について　②除雪講習会開催
一覧表の修正について　③「平成 23
年度道路除雪の手引き」について　　
④説明用パワーポイントについて　　
⑤その他

■施工部会（除雪講習会（全 12 回）開催）

月　日 場所 9月末日
予定人数

9月 26 日（水） 青森 234
9 月 27 日（木） 弘前 146
10 月 2 日（火） 秋田 245
10 月 3 日（水） 横手 378
10 月 10 日（水） 山形 237
10 月 11 日（木） 新庄 182
10 月 16 日（火） 岩手（1） 302
10 月 17 日（水） 岩手（2） 300
10 月 24 日（水） 宮古 79
10 月 26 日（金） 奥州 203
10 月 30 日（火） 会津 186
11 月 2 日（金） 仙台 188

受講者総計 2,680

■ 北 陸 支 部

■建設機械施工技術検定実地試験
月　日：9月 7日（金）～ 9日（日）
場　所：新潟県新潟市…コベルコ教習所
新潟教習センター
受験者：1級 52 名，2級 159 名

■施工技術部会 建設機械整備技術委員会
月　日：9月 26 日（水）
場　所：新潟県建設会館…会議室
出席者：渡部敏男委員長ほか 12 名
内　容：①建設機械整備標準作業工数表
の課題について　②今後の改訂方針に
ついて　等

■普及部会 東部地区親睦ゴルフ大会
月　日：9月 28 日（金）
場　所：紫雲ゴルフクラブ
参加者：13 名



建設の施工企画　’12. 11 107

■ 中 部 支 部

■建設機械施工技術検定実地試験
月　日：9月 1日（土）～ 4日（火）
場　所：愛知県刈谷市…住友建機販売㈱
名古屋技術研修所
受験者：1級：実受験者 110 名，延べ受
験者 193 名，2 級：実受験者 295 名，
延べ受験者 333 名

■技術部会
月　日：9月 6日（木）
出席者：青木保孝部会長ほか 5名
議　題：技術発表会について

■「建設 ICT 施工ガイドブック（仮称）」
作成実行委員会
月　日：9月 25 日（火）
出席者：青木保孝技術部会長ほか 10 名
議　題：各担当の進捗状況について

■「無人飛行探査機」見学会
月　日：9月 26 日（水）
場　所：愛知県愛・地球博記念公園（モ
リコロパーク）
参加者：30 人

■「建設技術フェア 2012 in 中部」事務局
会議
月　日：9月 28 日（金）
議　題：開催準備等について

■ 関 西 支 部

■建設用電気設備特別専門委員会（第390回）
月　日：9月 13 日（木）
場　所：中央電気倶楽部…会議室
議　題：①前回議事録確認　② JEM-
TR104…建設工事用受配電設備点検保
守のチェックリスト審議　③その他

■建設業部会・リース・レンタル業部会 

合同幹事会
月　日：9月 21 日（金）
場　所：関西支部…会議室
出席者：太田義己建設業部会長，伊勢木
浩二リース・レンタル業部会長以下5名

議　題：①第 2回合同見学会の開催につ
いて　②その他

■「建設技術展 2012 近畿」幹事会
月　日：9月 25 日（火）
場　所：OMMビル
出席者：松本克英事務局長
議　題：①「建設技術展 2012 近畿」の
準備状況について　②開会式出席依頼
について　③注目技術賞の審査員につ
いて　④当日の動員体制について　　
⑤技術交流会について　⑥その他

■ 中 国 支 部

■ 3D-MC（3 次元マシンコントロールシ
ステム）情報化施工講習会
月　日：9月 13 日（木）
場　所：尾道松江線吉田掛合工区・大吉
田北地区鋪装工事施工ヶ所

参加者：44 名
研修内容：①概要説明　②TS設置説明・
グレーダ稼働　②データコレクタによ
る精度検証　③TS出来形管理

■鳥取自動車道管内 ITC 情報化施工研修会
月　日：9月 26 日（水）
場　所：座学会場（あわくら会館）実習
現場（鳥取自動車道長尾地区改良その
2工事内）

参加者：75 名
研修内容：【座学】①情報化施工に関す
る最近の動向…国土交通省中国地方整
備局企画部施工企画課長補佐　和崎正
令氏　②情報化施工対応システムの詳
細　【実習（実機体験）】①マシンコン
トロール（グレーダ）施工体験　②転
圧管理システム体験　③TSを用いた
出来形管理システム実習　④TS及び
データコレクタ実測体験

■ 四 国 支 部

■防災協定に係る情報伝達訓練
月　日：9月 3日（月）

場　所：四国支部事務局（高松市）及び
団体会員各社（四国内）
参加社：49 社

■建設機械施工技術検定実地試験
月　日：9月 6日（木）～ 7日（金）
場　所：日立建機日本㈱香川営業所構内
（善通寺市）
受験者：407 名（1・2級延べ）

■「四国建設広報協議会」に協賛して WG

に参加
月　日：9月 19 日（水）
場　所：高松サンポート合同庁舎会議室
（高松市）
出席者：岩澤委式事務局長ほか加盟団体
27 組織
議　題：「くらしと技術の建設フェア in
四国 2012」について

■建設施工研修会
月　日：9月 25 日（火）
場　所：サン・イレブン高松
参加者：22 名
内　容：新技術・新工法等（「大規模災
害を想定した超長距離からの遠隔操作…
実証実験」等 9件）に関する映写会

■ 九 州 支 部

■建設機械施工技術検定試験
月　日：9月 1日（土）～ 9日（日）
場　所：コマツ教習所㈱九州センター
受験者：1級 320 名，2級 545 名

■企画委員会
月　日：9月 19 日（水）
出席者：久保田正春企画委員長ほか 6名
議　題：①建設機械施工技術検定実地試
験結果について　②施工安全講習会に
ついて　③本部理事会資料について　
④運営委員会の開催について
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今月号は，情報化施工，ICT技術，
自動化・ロボット化，自動制御を特集
しました。今や，これらの技術は建
設施工や建設機械において一般化さ
れた技術となりつつあり，他の特集号
においても，これらの技術を活用した
事例の報文が多く掲載されています。
そのため，本号ではこれらの新技
術の部分に焦点を当て紹介するよう
心掛けました。また，関連して現在注
目されている災害対応の取組みにつ
いても施工事例を含み紹介しました。
巻頭言は，建設業は徹底的にロ
ボット化に取組むべきであるとの考
えをお持ちの，公益財団法人リバー
フロント研究所の竹村公太郎代表理
事にお願いしました。その中で，「日
本社会では，私たちの労働を引き受
けるロボットたちが次々と誕生して
いく。日本人と限りなく良い関係を
築いてきたこのロボットたちが，未
来の日本人を支えてくれる。」と述
べられています。
昨今の日本においては，建設施工
に関係する技術者は施工管理や建設
重機に関する知識にとどまらず，
ICT 技術など他業界の技術やその
活用についての識見を持ち，建設施
工や建設機械に組入れて情報化施工

や自動化などの機能向上を目指すこ
とに奮闘しています。
また，同時に施工で得られる情報
を現場で実務にたずさわる技術者の
判断の高度化に利用する取組みや，
工事記録として保管する取組みも実
施されるようになってきました。
このような取組みは，製造業では
以前から当たり前のように行われ，品
質の維持・向上や作業の効率化・合
理化を進めるために重要な役割を果
たしてきましたが，建設業において
は，やっと本格的に取組むようになっ
てきたという段階かと思っています。
今後，建設業界でこのような取組
みが更に広範囲で積極的に進み，生
産システムとして機能するようにな
れば，厳しい自然環境と社会条件の
中で行われる建設現場も，従事する
誰もが施工を楽しみながらプライド
を持って働くことができる魅力ある
職場に変貌し，建設業の若者離れに
も歯止めがかかるのではないかと考
えています。
そして，そこには建設施工を支え
る多くのロボットたちの活躍がある
はずです。
最後になりましたが，お忙しいな
か快く執筆を引き受けていただきま
した執筆者の皆様に，心から御礼申
し上げます。
… （篠原・野元）

12 月号「建設施工の地球温暖化対策，環境対策特集」予告
・建設施工に係る地球温暖化対策
・建設機械の排出ガス規制
・工事現場におけるCO2 削減量の見える化（環境家計簿）の取組
・……マイニング市場の動向と機械の電動化…
　マイニング用トロリー式ダンプトラックと電動式油圧ショベル

・大規模盛土工事にバイオディーゼル燃料B100 を使用
・低炭素施工システム“TO-MINICA”　2020…年に 1990…年比 40％削減を目指して
・低炭素型のコンクリート「クリーンクリート」の各種構造物への適用
・遮熱性舗装・パーフェクトクールの開発
・天然由来の重金属を含むトンネル掘削土の環境対策
・……排ガス長期規制適合機に対する燃料・オイルについての問題・注意…
　2011 年および 2014 年排ガス規制対応

・……スクラビング・フローテーションを用いた土壌洗浄法による放射性物質汚染土壌の効率的な浄
化と減容化

・油圧ハンマにおける打撃音低減の試み

本誌上へ 
の広告は ㈱共栄通信社までお問い合せ下さい。

本社　〒 105-0004　東京都港区新橋 3-15-8（精工ビル 5F）　電話 03-5472-1801　FAX03-5472-1802　E-MAIL：info@kyoeitushin.co.jp
　　　担当　本社編集部　宗像�敏
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